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第１章 序論 
 
1.1 研究背景 
 
日本は世界有数の地震多発国であり，これまで多くの地震に見舞われている．とりわけ，プレート境
界に生じる海洋性の大規模な地震では，その地震動による構造物の被害のほか，沿岸地域では地震に伴う
津波による被害をうけてきた．そのため，日本では古くから地震防災・減災対策が進められており，その
中でも橋梁は減災の観点から地震後における避難路や救助・救急・医療・消火活動及び被災地への緊急物
資の輸送路として非常に重要な役割を担っている．橋梁設計においては，大規模地震時に緊急輸送道路が
その機能を発揮するための耐震設計の体系が道路橋示方書に規定されている． 
橋梁の耐震設計の歴史は古く，橋梁設計において初めて地震の影響を考慮することを規定したのが
1923 年の関東大震災の 3 年後の 1926 年であり，その後，様々な地震被害から多くの耐震設計体系が橋梁
設計に取り入れてきた．1995 年の兵庫県南部地震においては，落橋等の甚大な被害が多数の橋梁に生じ
たことをうけて，平成 8 年道路橋示方書 V 耐震設計編 1.1)では，落橋防止システムに関する設計法が強化
され，地震に対する設計荷重も大幅に見直された．その後，平成 14 年道路橋示方書V耐震設計編 1.2)では，
地震時保有耐力法が確立されるとともに，現在の性能設計が構築された．現行の平成 24 年道路橋示方書
Ⅴ耐震設計編 1.3)では，緊急輸送路については，「地震による損傷が限定的なものに留まり，橋としての機
能の回復が速やかに行い得る性能」を目標とする耐震性能として規定しており，我が国の大規模地震に対
する橋梁の耐震設計体系は，橋梁の倒壊や落橋に対する安全性の確保は前提条件である． 
一方，橋梁の耐震設計に比べ，橋梁の対津波設計の歴史は浅い．国内で過去に起こった大規模地震に
おける落橋被害は，運上ら 1.4)の調べによれば 2009 年時点で落橋が確認できた全 55 橋梁中 14 橋梁が津波
によるものであったものの，その被害の多くは戦後直後の 1946 年南海地震での津波による橋脚の崩壊が
原因であり，上部構造に直接津波が作用することで流出したと思われる落橋被害は少なかった．過去の落
橋被害からわかるように，津波によるものは構造物の明らかな耐力不足によるものであったため，耐力の
高い RC 橋脚が多くなった近年では，上部構造に津波が作用するような後の巨大津波による落橋被害が明
らかになるまで，津波による落橋という被災シナリオが想定し難かったといえる．しかし，2004 年 12 月
26 日にスマトラ沖地震による巨大津波が発生し，インドネシアをはじめインド洋沿岸諸国に死者・行方
不明者 223,000 名に及ぶ津波災害史上最大の被害が生じた．スマトラ沖地震津波では，建築物ばかりでは
なく社会基盤施設，特に橋梁や道路盛土等の道路構造物にも甚大な被害を発生させた．この津波被害を契
機に，2006 年には片岡ら 1.5)による橋梁上部構造に対する津波作用力に関する研究や，庄司ら 1.6)による橋
梁上部構造の流出メカニズムによる研究を発端に，津波に対する橋梁上部構造の安全性に関する研究が散
見されるようになる．その後，国内では，2011 年 3 月 11 日に東北地方太平洋沖地震による巨大津波が発
生し，東北地方沿岸部で津波による多数の橋梁が流出するなど道路構造物に多くの被害が生じた．特に，
橋梁上部構造の流出による緊急輸送路としての機能の早期回復が困難であった事例 1.7)もみられ，道路や
橋梁が担う役割の重要性がより一層に認識された．このような津波被害をうけ，平成 24 年の道路橋示方
書では，津波に対しては，地域の防災計画をも考慮した上で橋の構造を計画することが規定され，道路橋
の設計においては，地域の防災計画等に基づいて設定される当該路線に求められる性能に応じて，適切な
構造計画を検討することが重要と示された．津波の影響を受ける可能性がある地域においては，その地域
の防災計画と一体となった道路計画とすることが重要である．当該地域内の個別の路線に求められる性能
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は，基本的に，その地域の防災計画等に基づいて設定されることになるため，道路橋の設計においては，
このようにして設定される当該路線に求められる性能に応じて，適切な構造計画を検討することが重要で
あると示されている．また，構造計画の考え方の例としては，津波に関する地域の防災計画等を参考にし
ながら津波の高さに対して桁下空間を確保すること，津波の影響を受けにくいような構造的工夫を施すこ
と，上部構造が流出しても復旧しやすいように構造的な配慮をすること等が挙げられている．しかし，新
設の橋梁に対しては予め構造計画を検討することは可能であるが，既設の橋梁に対しては，津波の影響の
有無を判断する必要があるものの，現状では津波による荷重の評価方法も含め橋梁の対津波設計法が構築
されていないため判断が難しい．そのためにも，橋梁に対する津波の作用状況を明確にし，橋梁の津波作
用メカニズムを解明することにより対津波設計法を構築することが重要である． 
 
1.2 既往の研究 
 
1.2.1 構造物に作用する津波波力の既往の評価手法 
 津波外力に対する設計手法は，橋梁を対象としたものは少ないが防波堤等の港湾構造物や建築構造物を
対象とした水理実験をもとにした作用力算定式は多数定式化されて設計に取り入れられている．ここでは
代表的な津波外力の評価式について述べる． 
（1）防波堤に作用する津波波力 
 国土交通省港湾局と国土技術政策総合研究所および港湾空港技術研究所が連携し，防波堤の被害の調査
結果や震災後に実施された一連の水理模型実験結果等を総合的に検討し，粘り強い防波堤を設計するため
の基本的考え方を整理し，平成 25 年 9 月に「港湾の施設の技術上の基準を定める省令」等の技術基準が
一部改正され，設計津波を定義し，防波堤や防潮堤等の構造物について津波に対する粘り強さを規定する
と同時に，港湾局から「防波堤の耐津波設計ガイドライン」1.8)が公表された．以下に，ガイドラインに示
されている各作用力の算定式を示す． 
1)波状段波が発生しない場合で，かつ越流が発生しない場合 
波状段波が発生しない場合で，かつ越流が発生しない場合には谷本式を適用することができる．谷本
ら 1.9)は段波性状の津波を対象とした水理実験結果から，2 次元構造物に作用する波圧分布（図-1.2.2）を
提案している．また，谷本らはソリトン分裂しない場合の津波の波圧は風波に対して提案された合田の混
成堤に対する設計波圧公式中のパラメータを長波の条件とするとほぼ評価できることを示している．以下
に谷本式を，図-1.2.1に波圧分布を示す． 
 
1
01
*
2.2
0.3
pp
gap
a
u 




                                  式(1.2.1) 
 
ここで，η*：静水面上の波圧作用高さ，a：入射津波の静水面上の高さ，ρ0g：海水の単位体積重量，
p1：静水面における波圧強度，pu：直立壁前面下端における揚圧力である． 
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図-1.2.1 谷本式および修正谷本式で想定する波圧分布 
 
  
図-1.2.2 波圧の作用高さと最大作用波圧（谷本ら1.9）） 
 
2)波状段波が発生する場合 
波長の長い津波先端部が短周期の複数の波に分裂（ソリトン分裂）しながら段波形状になった波状段
波については，衝撃段波波力が極めて大きな値となり，谷本式では明らかに過小評価になるため適用でき
ない．波状段波が発生する場合には，津波波力が大きくなるため，これに対応した修正した谷本式（修正
谷本式）を波力算定に適用することができる．池野ら 1.10)は，静水面上のソリトン分裂した波状段波を求
めるために，水深波長比の関係を整理した（図-1.2.3）．その結果によると，水深波長比が小さい場合は津
波が段波に十分に発達せず，分裂波も生じにくいため，無次元波圧強度は 2.0 となるものの，水深波長比
が大きくなるに従い，無次元波圧強度は 3.0 倍程度まで変化することを明らかとした．この無次元波圧強
度の最大値である 3.0 を採用したのが修正谷本式である．以下に修正谷本式を，図-1.2.1 に波圧分布を示
す． 
 
1
01
*
0.3
0.3
pp
gap
a
u 




                                  式(1.2.2) 
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図-1.2.3 水深波長比と無次元波圧強度の関係（池野ら1.10）） 
 
3)波状段波が発生しない場合で，かつ越流発生の場合 
波状段波が発生しない場合で，かつ越流が発生する場合には防波堤前面と背面に作用する静水圧差を
補正した算定式を適用することができる．なお，若干越流している状態に静水圧差による算定式を適用す
る場合は，それより水位の低い越流直前の状態に谷本式を適用した方が高い波力となる可能性があるため，
両者を比較の上，適切に適用する必要がある．以下に算定式を，図-1.2.4に波圧分布を示す． 
 
 
 hgp
h
h
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f
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



03
2
01
                                  式(1.2.3) 
 
ここで，p1：直立壁前面の底面における波圧強度，p2：直立壁前面の天端面における波圧強度，p3：直
立壁背面の底面における波圧強度，ρ0g：海水の単位体積重量，h’：直立壁の底面の水深，hc：静水面から
直立壁天端面までの高さ，ηf：直立壁前面の静水面からの津波高さ，ηr：直立壁背面の静水面からの津波
高さ，αf：直立壁前面の静水圧補正係数，αr：直立壁背面の静水圧補正係数である． 
 
 
図-1.2.4 静水圧差を補正した算定式に用いる波圧分布 
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（2）陸上構造物に作用する津波波力 
1)朝倉らの提案式 
 前述した防波堤のように海岸線方向に長い延長を持つ断面2次元構造と異なり，建築物は3次元構造物
となる．また，陸上構造物に津波が作用する際には津波は静水面上を進行するのではなく，陸上を遡上す
る．朝倉ら 1.11)は，陸上を遡上する津波を対象に，2 次元構造物に作用する波圧分布を水理実験（図-
1.2.6）を基に提案している．朝倉らの評価方法は，陸上構造物に作用する津波波力算定の実用手法を検
討する際の基盤的知見となっており，内閣府の津波避難ビルのガイドライン 1.12)等にも準用されている．
以下に算定式を，図-1.2.5に波圧分布を示す． 
 
   zgzp  maxmax                               式(1.2.4) 
 
ここで，pmax (z)：高さ z の位置における最大波圧，ρg：単位体積重量，α：水深係数，ηmax：構造物がない
状態の進行波の最大遡上水深，z：地表面からの高さである．朝倉らの非分裂波の実験結果によれば，フ
ルード数Frが 1.5 以上では αが最大 3.0 程度であり，フルード数Frが小さくなり 1.0 近くになると αはほ
ぼ 1.0 となることから，非分裂波の場合 α は 3.0 で評価している．最終的に構造物に働く波圧分布から構
造物に働く水平波力を以下のように評価している． 
2
maxmaxmax 5.4332
1  ggFx                          式(1.2.5) 
ここで，Fx：水平波力である． 
 
g max
陸上
構造物
max
max
 
図-1.2.5 朝倉らの提案式で想定する波圧分布 
 
 
図-1.2.6 陸上構造物に作用する最大波圧の鉛直分布（朝倉ら1.11）） 
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2)フルード数を用いた水深係数の評価方法 
 近年，朝倉らの提案式に対して流速の効果も考慮する検討が数多く行われている．以降，代表的な評価
式を示す． 
Asakura ら 1.13)は，非分裂波を対象に無次元波圧強度（水深係数 α）とフルード数 Fr との関係に着目し，
以下の式を提案している．対象は 2 次元構造物と 3 次元構造物が混在しており，実験値とのばらつきは
±50%程度である．なお，フルード数は最大浸水深ηmaxとなる時刻での流速uを用いて算出している． 
 
 6.11.02.11  rr FF 　　                           式(1.2.6) 
 
 榊山 1.14)は，実験結果および数値解析結果から水深係数 αとフルード数Frとの関係式の 2 次元構造物と
3 次元構造部に分けた整理を行っている．その結果によれば，3 次元構造物に対する水深係数 α は，以下
に示す速度エネルギーが位置エネルギーに変換されるベルヌーイの定理で評価できることを示している． 
 
25.01 rF                                   式(1.2.7) 
 
また，榊山 1.14)は，以下に示す 2 次元構造物に対する水深係数 α とフルード数 Frとの関係式を実験結果
および数値解析結果の回帰式から提案している．この回帰式では誤差の範囲が-22%～+12%となり，式
(1.2.6)に示すAsakuraらによる評価式に比べ誤差が大幅に減少している． 
 
 0.20.04.11  rr FF 　　                            式(1.2.8) 
 
3)FEMA式 
 アメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁（Federal Emergency Management Agency of the United States：通称
FEMA）は，2004年スマトラ島沖地震津波を契機に，津波防災に関わるガイドライン「Guidelines for 
Designof Structures for Vertical Evacuation from Tsunamis」（FEMA P-646）1.15)を発行した．ガイドラインでは，
構造物の水平方向の設計荷重として式(1.2.9)に示す静水力学による荷重と，式(1.2.10)に示す流体力学によ
る荷重および式(1.2.11)に示す衝撃による荷重を定めている．また，鉛直方向の設計荷重としては式
(1.2.12)に示す浮力を荷重として定めている． 
2
max2
1 gbhF sh                                式(1.2.9) 
 max221 hubCF dsd                               式(1.2.10) 
ds FF 5.1                                   式(1.2.11) 
gVF sb                                    式(1.2.12) 
 
ここに，Fh：静水力学による荷重，Fd：流体力学による荷重，Fs：衝撃による荷重，Fb：浮力による荷重，
ρs：堆積物を含んだ流体の比重（1,200kg/m3），g：重力加速度，b：壁の幅，hmax：壁に作用する部分の
津波高さ，Cd：抗力係数（推奨値2.0），B：流れが作用する構造物の幅，h：流れの高さ，(hu2 )max：最大
流束運動量，V：構造物が押しやった水の堆積である． 
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(a) 静水力学による荷重         (b) 流体力学による荷重 
図-1.2.7 FEMA式の作用荷重1.15） 
 
 
（3）橋梁上部構造に作用する津波波力 
1)オレゴン式 
 オレゴン州は橋梁上部構造を対象に津波作用力を評価したオレゴン式 1.16)を設計津波作用力として定め
ている．オレゴン式は静力学的な圧力と流体力学的な圧力の合計値を以下の式のように評価し，上部工中
心位置に集中荷重として作用させる．式内のパラメータは実験や数値解析により設定されているが，想定
している津波の形状等の設定根拠が明確ではない． 
 
    max2* 5.011 hubCFCNC
FFF
dhhr
dhH


　　
          式(1.2.13) 
 
   vxV AuhF 2 max,max 5.0                   式(1.2.14) 
ここで，FH：最大水平力，Fh：静力学的な水平力，Fh*：静水圧，Fd：流体力学的な水平力，Cr：内桁に
よる圧力低減係数 (=0.4)，N：桁本数，Ch：水平方向変動荷重，Cd：抗力係数(鈑桁，T桁は1.0)，ρ：密
度，b：構造物の幅，(⊿hu2 )max：最大流束運動量，Fv：最大鉛直力，γ：単位体積重量，⊿h max：最大波高，
ux：水平流速，Av：桁の鉛直方向投影面積である． 
 
 
図-1.2.8 オレゴン式の概要図1.16) 
 
8 
 
2)九州工大における実験式 
過去に九州工大では波形状の異なる 3 種類の津波を対象とした津波実験から，桁に対する津波作用力
の評価方法として以下に示す評価式を提案 1.17)している．評価式を算出するにあたり行った実験は，図-
1.2.9 に示すように 3 種類の津波を対象とし，各津波に対して桁位置を変化させた実験である．図-1.2.10
は，実験より得られた各方向の無次元最大波圧の鉛直分布である．同図の横軸は無次元最大波圧であり，
分力計より得られた作用力 F を桁側面積 Ahおよび桁底面積 Avで除すことで桁側面および桁底面に作用す
る平均波圧とし，桁横で計測された通過波の波高 a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の
縦軸は，桁中心位置Z および桁底面位置 z を通過波の波高 a で無次元化し，波高に対する相対的な桁位置
を表している． 
まず，同図(a)より，水平方向の無次元最大波圧の鉛直分布は，波高 10cm の砕波を生じるケースが最も
大きい値を示し，その近似直線（△プロット）は z/a が 0 から 0.5 までの範囲では一定の値を示し 0.5 以
上は z/aに比例して小さくなる．以下にその近似直線の式を示す． 
 
の場合　　　　　　　　　　
の場合　　　　　
5.0/9.1
/
5.0/3.1
/
42.0/


aZ
ga
AF
aZ
ga
AF
aZ
hx
hx


   式（1.2.15） 
 
ここに，Fx：水平作用力，Ah：桁側面積，ρ：水の単位体積重量，g：重力加速度である． 
一方，同図(b)より，鉛直方向の無次元最大波圧の鉛直分布は，波高 11cm の砕波が生じないケースが最
も大きい値を示し，その近似直線（○プロット）は z/a に比例して小さくなる．以下にその近似直線の式
を示す． 
16.1/18.2/ 
ga
AFaz vz              式（1.2.16） 
 
ここに，Fz：鉛直作用力，Av：桁底面積である． 
 式（1.2.15）および式（1.2.16）より，圧力の積分値として作用力を算出すると水平作用力 Fx の評価式
として式（1.2.17），および鉛直作用力 Fzの評価式として式（1.2.18）が得られる．作用波圧の概念図を図-
1.2.10に示す． 
 
の場合　　　　　　　　　　　
の場合　　　　
5.0/9.1
5.0/)42.0/10.3(
2
1

 
aZAgaF
aZdZZagLF
hx
Z
Z
x


   式（1.2.17） 
 
vz AzagF )18.2/53.0(                   式（1.2.18） 
 
ここに，Z1：静水面から桁底面までの距離，Z2：静水面から桁上面までの距離，L：桁長である． 
なお，この津波実験で行ったパラメータは津波形状および桁位置であり，桁位置以外に評価式に含ま
れる波高および被圧面積については，作用力と比例関係にあると仮定している．  
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▽静水面
▽静水面
.1 8 s
波高
10cm
桁下高z
(1cm間隔)
波高
26cm 桁下高Z
(1cm間隔)
 
(a) 静水深5cm，波高10cm，砕波有    (b) 静水深15cm，波高26cm，砕波有 
▽静水面
波高10cm
桁下高Z
(1cm間隔)
 
(c) 静水深15cm，波高10cm，砕波無 
図-1.2.9 九州工大で実施した既往の実験状況模式図と実験パラメータ 
 
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
Z/
a
Fx/Ah/ρga
波高10cm,砕波有
波高11cm,砕波無
波高25cm,砕波有
1.9
0.5
△近似直線
1.3
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
z/
a
Fz/Av/ρga
波高10cm,砕波有
波高11cm,砕波無
波高25cm,砕波有
0.53
○近似直線
1.16
 
(a) 水平方向                  (b) 鉛直方向 
図-1.2.10 無次元最大波圧の鉛直分布 
 
  
(a) 水平方向                           (b) 鉛直方向 
図-1.2.11 作用波圧分布 
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（4）橋脚に作用する津波波力 
 道路橋示方書 1.18)では橋脚に作用する波圧による荷重を，以下に示す広井式より定めている．広井式は
古から防波堤の設計に用いられる砕波の津波を対象とした波力の評価式として知られている．なお，波圧
分布は静水圧分布を仮定した三角形状ではなく，四角形状である． 
 
gap 0.3                式（1.2.19） 
 
ここで，p：橋脚側面に作用する波圧，ρg：単位体積重量，a：入射津波の静水面上の高さである． 
 
図-1.2.12 広井式で想定する波圧分布 
 
1.2.2 短周期の津波を対象とした実験 
 既往の津波を対象とした水理実験において津波を造波する方法としては，ゲート急開式による造波やピ
ストン式のスライド式造波板による造波，ポンプ式，チャンバー式等が挙げられる．ゲート急開式により
造波した津波の特徴としては，水面勾配は垂直に近く，流れ先端は砕波を伴う場合が多いことから，砕波
段波の津波を模擬している場合が多い． 
ゲート急開式による水理実験のうち，庄司ら 1.19)は異なる砕波形状の津波による作用力を計測し，砕波
した津波の頂部で橋桁に津波が作用した場合，大きな水平作用力が生じることを明らかにしている．また，
砕波段波の波高に対して桁位置を変化させた実験では，津波高さと桁位置の相対的な位置の違いが水平方
向および鉛直方向の作用力に影響を及ぼすことを示しており，静水圧を基準とした波圧式を提案している． 
中尾ら 1.20)は桁断面の異なる橋梁模型を作成し，津波が模型に作用するときの津波外力を水理実験によ
り検討した結果，桁形状に関わらず作用力を分力係数として評価した場合，桁位置に対する波高が小さケ
ース（桁位置が波頭近傍）で増加減少傾向がみられ，大きいケース（桁位置が河床近傍）ではほぼ一定と
なることを明らかとした． 
スライド式造波板により造波した津波の特徴としては，造波板の移動距離や速度および水路の静水深
を調整することで津波の波高や周期を変化させることができ，津波初期の孤立波の津波を模擬している場
合が多い．また，ソリトン分裂第1波の波峰部は孤立波の理論波形に近似していることから，ソリトン分
裂した津波を模擬している実験ともいえる．橋桁作用力に着目した既往のスライド式造波板による水理実
験のうち，片岡ら 1.5)は孤立波の波高と静水深を変化させた津波を造波させ，得られた橋桁の水平作用力
の計測結果と合田式を比較した結果，合田式により安全側の評価となることを明らかとしている．二井ら
1.21)，幸左ら 1.22)は，波高と桁位置をパラメータとし，砕波が生じる場合と生じない場合の作用力特性の比
較を行っており，水平作用力は砕波が生じる場合に大きくなり，鉛直作用力は砕波が生じない場合に大き
くなることを明らかとしている．また，実験結果より桁位置と作用力の関係を静水圧を基準とした波圧式
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を提案している．二井ら，幸左らの研究では後述する図-1.2.13 に示すような入射波高に対する相対的な
桁位置 Z/a，桁被圧面積 A および入射波高の静水圧 ρga を基準とした波圧式を提案しており，上述した庄
司らが提案するゲート急開式による津波の波圧式と傾向は同じである． 
荒木ら 1.23)は，橋桁を単純化した水平板と主桁と床版に囲まれる凹部をモデル化した橋桁模型を対象に，
孤立波が作用した際の橋桁周辺の圧力を詳細に計測することにより，作用力特性の違いを明らかとした．
特に橋桁下面に生じる圧力の最大値は，水平版では砕波の有無や砕波位置の影響は小さかったのに対して，
凹部を有する橋桁では，砕波を生じない場合，空気圧縮の影響が大きく圧力が最も大きくなることを示し
ている． 
中村ら 1.24)は，比較的周期の長い孤立波を対象とした水理実験を行い，抗力係数と水位変動の影響を考
慮した投影面積に基づく抗力型の評価式により，水平波力を評価できることを明らかにした．また，鉛直
作用力については，揚力係数を用いてダウンフォースを評価し，さらに水位に応じた浮力を考慮すること
で概ね鉛直作用力を評価できることを明らかとした． 
有川ら 1.25)は 1/10 スケールの大型橋桁模型を用いた水理実験より，水平作用力および上向きの鉛直作用
力は波高に比例して増加することを示している． 
四條ら 1.26)は津波の波面勾配に着目した実験を行い，波面勾配により作用力が大きく変化することを示
しており，また，波面勾配が大きい長周期の津波の場合，桁位置によっては段波波力が生じず，持続波力
が卓越すること示している． 
 
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
0.0
0.5
1.0
1.5
Fx/Ah/ρga
Z 
/ a
二井ら(2010),砕波有
二井ら(2010),砕波無
幸左ら(2011)
庄司ら(2012)
 
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8
0.0
0.5
1.0
1.5
Fz/Av/ρga
z /
 a
二井ら(2010),砕波有
二井ら(2010),砕波無
二井ら(2010)
庄司ら(2012)
 
 ( a ) 水平作用力                  ( b ) 鉛直作用力 
図-1.2.13 短周期波に対する桁の作用力評価式の比較 
 
 
1.2.3 長周期の津波を対象とした実験 
 一方，東北地方太平洋沖地震津波の河川を遡上する津波の映像等から，橋桁に作用する津波性状は準定
常的な持続波であったことから，その津波形状を模擬した定常流実験も行われている．これは，長周期の
津波のある一定時間における作用力に着目した実験として考えられる．有川ら1.25)は，1/10スケールの大
型橋桁模型を用いた定常流実験より，桁作用力を計測し，水平作用力は流速の増加に伴い増加し，鉛直作
用力は流速の増加に伴い下向きに増加することを示している．また，渡邉ら1.27)は実験結果からフルード
数と抗力係数の関係を整理し，定常流時の抗力係数の実験式を提案した． 
山内ら1.28)は，長周期の津波の作用力を評価するために曳航装置を用いた水理実験を実施した結果，桁
曳航時の水面形の影響が大きいい場合，桁前面と背面の水頭差が生じ抗力型の評価式では作用力を過小評
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価する可能性を示唆している．渡辺ら1.29)も，橋桁を対象とした定常流実験結果より，水深に対して桁高
が比較的大きい条件の場合，抗力型の流体力の評価はできないことを示している． 
 
1.2.4 桁形状に着目した実験 
橋梁上部構造は港湾構造物のような直壁構造物と比べ，津波の被圧面は桁形式により多様であり，同
一の津波が作用した際においても桁形状が異なると作用力が変化することが想定される．中尾ら 1.30)は桁
高を固定し，桁幅を変化させた桁模型およびみぞ型と矩形の桁模型を用いた津波実験を行い津波作用力の
違いを考察している．実験結果からは，桁幅の増加に伴い，鉛直作用力は下向きに増加し，みぞ型の場合，
鉛直作用力は若干の上向きとなる．また，水平作用力は桁高が変化しないため殆ど変化はみられず，桁周
りの流れの影響から若干矩形断面で桁幅が広くなるとともに作用力が小さくなる傾向がみられた．また，
床版張り出し部の影響を圧力計の計測値を用いて考察しており，桁下流側の床版張り出し部下面に大きな
上向きの圧力が作用することで時計回りの回転挙動が生じることを明らかとしている． 
糸永・中尾ら 1.31)は鈑桁を模擬した断面と矩形断面の津波作用力特性の比較を行っており，先に述べた
ように矩形断面では下向きの鉛直作用力が卓越するものの，鈑桁断面では上向きの鉛直作用力が卓越する
ことを示している． 
中尾ら 1.32)はフェアリングによる流体力低減策に関する検討も行っており，水平作用力に比べ鉛直作用
力は整流板の形状や桁形式により低減効果が大きく異なることを明らかとしている． 
 
1.2.5 既往の研究における課題 
 既往の直壁を対象とした津波外力の評価方法は，静水圧分布を基本としているが，3 次元構造物である
橋梁上部構造は流れの影響を受けるため，流速を指標とした作用力の評価が可能であると考えられる．し
かし，津波波高に対する桁位置が変化することにより作用力が変化する理由については，三角形状の静水
圧分布を仮定した作用力の評価方法による説明性が高いが，そのメカニズムについては明確となっていな
い．一方，長周期の津波に対しては，僅かではあるが長周期の津波を定常流で模擬した実験が行われてい
るものの，短周期波を対象とした実験に比べ知見は非常に少ない．また，一般的な長水路では周期の長い
津波を造波することが困難であることから，長周期の津波の実態については明らかとなっていない． 
 対津波対策を講じる上での津波作用力を推定する実務的な方法としては，津波伝播解析より得られた架
橋地点に襲来するであろう津波の水位や流速から，実験より得られた評価式を用いて作用力を推定するこ
ととなる．しかし，津波伝播解析から得られた水位や流速からでは，水位や流速の変化が作用力に及ぼす
影響が明確ではないため，桁にとって支配的となる作用力を適切に評価することができない． 
 
1.3 研究目的 
 
東北地方太平洋沿岸部で橋梁上部構造の流出被害が数多く生じており，上部構造の流出対策として津
波作用力特性を把握する必要性がある．しかし，架橋位置により作用する津波形状は様々であるにも関わ
らず，現状では特異的な津波を対象とした少ない津波実験から得られた津波作用力特性に関する知見しか
ないため，実際に作用すると想定される津波形状に即した津波作用力を推定するまでに至っていない．ま
た，橋桁への津波作用力メカニズムも明確となっていないため，設計法についても確立されていない．そ
のため，架橋位置によっては過大な津波作用力で橋梁の安全性を判断する可能性がある． 
したがって本研究では，橋梁に作用する津波形状を明確にし，その津波形状の津波作用力メカニズム
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を明らかにすることで，津波による橋梁の健全度評価や対津波対策に用いる津波作用力の架橋位置に応じ
た簡易的評価手法を構築することを目的とした．以下に本研究の課題を示す． 
 
【課題１】過去に河川や海岸線に襲来した津波を分析することで，架橋位置での津波形状を明確化する． 
【課題２】津波の周期特性が大きく異なる短周期波および長周期波を模擬した津波実験を行うことで，
津波周期が異なる津波に対する桁の作用力特性を明らかにする． 
【課題３】短周期および長周期の津波を対象とした津波実験結果から，周期特性に応じた津波作用力の
評価式を提案し，架橋位置での津波周期特性に応じた簡易的な津波作用力の評価手法を提案
する． 
 
1.4 本論文の構成 
 
本論文は，以下に示す全８章から構成されている．次頁の図-1.4.1 に研究全体のフローを示し，それぞ
れの章の概要について以下に述べる． 
第１章では，研究を実施するに至った研究背景，近年の橋梁への津波作用力の評価に関する既往の研究
および現状の課題を整理し，本論文の研究目的について述べた． 
第２章では，【課題１】に対し，東北地方太平洋沖地震および過去の津波観測記録を踏まえた津波の形
状および周期特性について分析した結果，多くの海岸線や海岸線より内陸および河川では長周期の津波が
襲来していたものの，一部の海岸線では短周期の津波が襲来しており，対象とする架橋位置によって津波
の周期特性が大きく異なることを明らかとした． 
第３章では，【課題２】の短周期波に対する桁の作用力特性の解明を目的とし，短周期波を模擬した孤
立波を対象とした津波実験を行い，桁の津波作用力は津波の波高に比例し，かつ桁の側面積および底面積
に比例することを明らかとした．また，既往の短周期波を対象とした評価式と本実験結果を比較すること
で，作用力を評価する際の主たるパラメータは，波高，被圧面積，桁位置であることを明らかとした． 
第４章では，【課題２】の長周期波に対する桁の作用力特性の解明を目的とし，長周期波を模擬した水
位上昇および流速の時間変化を伴わない定常流実験を行った．その結果，水平方向に対する桁の作用力は
桁の浸水深に関わらず流速の二乗および被圧面積に比例することを明らかとした．また，支承にとって最
も弱点となる鉛直方向上向きに対する桁の作用力は，最大でも桁の浮力であることを明らかとした． 
第５章では，【課題２】の長周期波に対する桁の作用力特性の解明を目的とし，第２章で分析した実際
の観測記録をもとにした津波周期 15 分の長周期波を対象とした津波実験を行った．その結果，津波周期
15 分の津波においても水平方向の作用力および鉛直方向の作用力は定常流実験結果と同様の作用力特性
であることを明らかとした． 
第６章では，【課題３】の津波周期に応じた簡易的な評価手法の提案を目的とし，第３章から第５章ま
での実験結果をふまえ，津波周期と桁の津波作用力の関係を分析した結果，1 分の周期を境に作用力特性
が変化することを明らかとした． 
第７章では，【課題３】に対して，本実験結果をもとに提案する短周期波と長周期波の評価式と津波周
期の関係性から，架橋位置での津波周期特性に応じた津波作用力の簡易的な評価手法を提案した． 
第８章では，本研究で得られた結論を取り纏めた． 
以上より，本研究では桁を対象とした津波実験結果から作用力の特性を踏まえた短周期波の評価式およ
び長周期波の評価式を提案し，架橋位置に襲来する津波の周期特性に応じた津波作用力の簡易的な評価手
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法を提案した． 
 
 
図-1.4.1 本研究全体フロ  ー
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第２章 橋梁に作用する津波の水理特性 
 
2.1 概要 
 
 津波による被害の原因究明や津波の作用力特性を把握するためには，津波の水理特性を正しく把握する
ことが重要である．津波の水理特性を把握するには実際の津波を観測し，その観測記録を分析する必要が
ある．津波の観測記録は1960年代までは，港内に設置された検潮井戸（潮位計）による水位変動記録のみ
であった．しかし，津波は沿岸から潮位計に達するまでの間に，様々な構造物や海底地形によって変形す
るため，潮位計では沖合から海岸線近傍に到達する津波の代表的な特性を捉えているとは限らない．その
ため，沖合の水位変動を計測する技術開発も進められ，海底設置型の波浪観測機器の実用化後は沖合での
波浪観測が可能となり，1980年代以降は全国港湾海洋波浪情報網（NOWPHAS）の整備が進み日本沿岸
部の多地点で切れ目のない連続的なデータ収集が可能となった．2000年代に入ってからはGPS波浪計の整
備が進み水深の深い海域での観測も可能となり，GPS波浪計，沿岸波浪計，潮位計という3種類の観測機
器による沿岸部から海岸線までの津波の伝播・増幅特性の分析が可能となった．これら観測記録はリアル
タイムで情報の所得が可能である． 
 一方，津波の観測記録には水位観測記録の他に，写真・映像による観測記録があげられる．近年，デジ
タルカメラや家庭用ビデオカメラの普及により，特に一般人による津波映像が多く残されており，水位観
測施設がない箇所での津波の襲来状況を把握するための観測データとして分析できる可能性がある． 
 以降，既往の津波の水位観測記録についてまとめるとともに，多くの観測記録が得られた東北地方太平
洋沖地震に着目し，橋梁に作用する津波の水理特性について分析を行う． 
 
 
図-2.1.1 2016年の潮位観測地点（186地点） 
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2.2 既往の津波観測記録 
 
2.2.1 チリ地震津波 
 チリ地震津波は 1960 年 5 月 23 日にチリ沖を震源とした Mw9.5 の巨大地震に伴い発生した．地震発生
から 15 分後に約 18m の津波がチリ沿岸部を襲い，太平洋を伝搬した津波は約 17 時間後にハワイ諸島を，
22.5 時間後に日本に襲来した．日本に襲来した 1960 年チリ地震津波は，北海道から沖縄までの広い範囲
に襲来し，多くの犠牲者を出した． 
（1）水位観測記録 
襲来した津波の記録は各地方で検潮記録 2.1)として得られている．図-2.2.1 は 1960 年当時の検潮所の設
置位置であり日本沿岸部に143箇所もの検潮所が設置されていた．観測された信頼性の高い検潮記録を代
表して岩手県の宮古で観測された検潮記録を図-2.2.2 に示す．同図からわかるように宮古では平常潮位を
差し引いた最大水位は1.2m程度，その時の周期はおおよそ40min の津波が襲来したことがわかる． 
 図-2.2.3 に示すのは，日本沿岸部で観測された検潮記録を用いたスペクトル解析結果である．同図の横
軸は周期，縦軸はスペクトルであり，周期ごとの影響度の強さを表している．同図より多くの観測地点で
40～60min 以上の周期帯でスペクトルのピークが見られ，非常に長周期の津波であったことがわかる．一
方，網走や枕崎では 10min 前後の周期帯でスペクトルのピークが見られ，同一の震源から発生した津波
にも関わらず，周辺地形などの影響により局所的に短周期成分が増幅する可能性あることが分かる． 
 
 
 
図-2.2.1 1960年当時の検潮所の設置位置 
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図-2.2.2 岩手県宮古で観測された1960年チリ地震津波の検潮記録 
 
 
図-2.2.3 1960年チリ地震津波の検潮記録を用いたスペクトル解析結果 
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（2）写真および映像資料 
 検潮記録同様に襲来した津波の記録は各地方で写真記録として得られている．海岸線に襲来する津波を
撮影した写真の代表として，北海道えりも町庶野港に襲来した押波と引波の津波の状況 2.1)を図-2.2.4に示
す．同図の引波時の防波堤の位置から推測すると，押波時には防波堤を大きく越流し，更には港内に短周
期の津波が形成されている．また，防波堤より沖合側（図中左上）においても短周期の津波が襲来してい
る様子が見られる． 
 
 
 
図-2.2.4 北海道・えりも町庶野港の押波（左図）と引波（右図）の状況 
 
 
 河川を遡上する津波についても写真記録として得られている．図-2.2.5に示すのは，宮城県本吉群南三
陸町（旧志津川町）を流れる八幡川の津波の遡上状況を撮影した図 2.2)である．南三陸町はチリ地震津波
により 37 名の死者を出しており，後に 2011 年東北地方太平洋沖地震津波においても寛大な被害が生じた．
まず，同図(a)には高欄が写っていることから橋梁（中の橋）が架けられていたことが推察できる．また，
小舟が漂流物となって高欄付近に滞留している様子がわかる．この時はすでに路面が見えていないことか
ら桁上まで津波が水没していることがわかる．次に，同図(b)に示す同図(a)の時点から更に水位が上昇し
た際の津波の遡上から，同図(a)で見られた高欄は見られず，橋梁が完全に水没している状況がわかる．
また，同図から中の橋に作用する津波の形状は準定常的な持続波であることが分かる． 
 図-2.2.6に示すのは，岩手県陸前高田市を流れる気仙川の津波の遡上状況を撮影した図 2.3)である．陸前
高田市についても2011年東北地方太平洋沖地震において再び津波被害に見舞われた．まず，同図には遡
上する津波に加え，ポニートラス形式の姉歯橋がみてとれる．姉歯橋は昭和7年に竣工し，昭和 8年
（1933年）の三陸大津波や昭和35年（1960年）のチリ地震津波には耐えたものの，2011年東北地方太
平洋沖地震津波では上部構造が完全に流出してしまった橋梁（写真-2.3.1）である．同図から分かるよう
に気仙川を遡上する第一波と思われる津波の形状は砕波段波であるものの，それほど波高は高くなく姉歯
橋の上部構造に作用することなく桁下を通過している．図-2.2.7に示すのは，気仙川を遡上する第二波の
津波が姉歯橋に作用している図である．姉歯橋の津波の作用状況は，小さなうねりを伴う流れが橋脚に作
用しているものの，上部構造には作用していない．以上より，姉歯橋に作用する津波の形状は，まず波高
の小さい段波が桁下を通過し，その後，準定常的な持続波が橋梁に作用したと考えられる． 
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(a) 水没前                    (b) 水没後 
図-2.2.5 宮城県・八幡川・中の橋付近の津波作用状況 
 
 
図-2.2.6 岩手県・気仙川を遡上する津波の先端 
 
 
図-2.2.7 岩手県・気仙川・姉歯橋の津波作用状況 
津波先端 
姉歯橋
高欄 
水没
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2.2.2 日本海中部地震津波 
日本海中部地震津波は 1983 年 5 月 26 日に秋田県男鹿半島の北西約 70km で M7.7 の地震に伴い発生し
た．この日本海中部地震は，当時日本海側で発生した最大級の地震であり，北海道から関東・中部・近
畿・中国地方にかけての広い範囲で有感となり，秋田県・青森県・山形県の日本海側で津波による被害が
生じた． 
（1）水位観測記録 
襲来した津波の記録は各地方で検潮記録として得られている．特に，港湾技研資料 2.4)では詳細な分析
が行われており，現地調査や被害状況および水理模型実験等により様々考察が行われている．その中でも，
津波周期特性に着目すると，図-2.2.8 に示す日本海側の潮位計 64 箇所の観測記録から得られた津波の周
期は，30min 以内であった観測地点が多くを占め，10min 以内の比較的短周期の津波を観測した地点も多
く見られる．先述したチリ地震津波では 40～60min 以上の長周期の津波が襲来したが，日本海中部地震
津波では短周期の津波が海岸線に襲来したことがわかる．また，検潮記録で観測された最も短い周期は
5min 程度であり，比較的短周期の津波も観測できていることがわかる．図-2.2.9 は深浦港の潮位計によ
る観測記録であり，図-2.2.10 は観測記録からパワースペクトルを求めた結果である．深浦の潮位記録か
らは比較的短周期の成分がみられ，パワースペクトルでは最も短い周期で 9min 程度に大きなスペクトル
の山がみられる．深浦港では9~20min 程度の周期の津波が来襲したことがわかる． 
10 10
 
図-2.2.8 深浦潮位計における観測記録 
  
図-2.2.9 深浦潮位計における観測記録   図-2.2.10 深浦潮位記録のパワースペクトル 
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 津波発生当時は図-2.2.11 に示すように波高計による沿岸波浪観測が多地点で実施されており，日本海
中部地震に伴う津波も観測されていた．しかし，当時は現在の観測網の様な連続観測は行われておらず，
20 分間の連続観測のみであった．図-2.2.12 は深浦（水深 50m 位置）で計測された波高計の計測記録であ
り，(a)は 11 時 50 分～12 時 10 分間の記録，(b)は 13 時 50 分～14 時 10 分間の記録である．同図(a)では，
津波第一目を捉えており，地震発生後に引波が生じ，その後，3min 間で 1m の急激な水位上昇がみられ
る．最大水位となる時刻は不明であるが，深浦の沖合で観測された第一波目の津波はおおよそ 10min 程
度の周期であることがわかる．一方，同図(b)に示す同図(a)から約 2 時間後の波形は周期 20min 程度の比
較的長周期の津波が観測されている．先述した，深浦での潮位計の観測記録のパワースペクトルでの卓越
する周期はほぼ波高計での主要な周期と一致することから，深浦では沖合からほぼ同一の周期帯の津波が
襲来したと考えられる． 
 
 
図-2.2.11 沿岸波浪観測網 
 
  
(a) 11時 50分～12時10分間           (b) 13時 50分～14時 10分間 
図-2.2.12 深浦波高計の観測記録 
3min
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（2）写真および映像資料 
日本海中部地震では気象条件がよく波の無い真昼に起ったことから，写真やビデオ映像，多くの目撃
証言が得られ，海上・河川内・陸上の津波の形態が明確になった．図-2.2.13 は，秋田県の八森漁港の浜
田地区で撮影された第一波の津波が海岸線に襲来した際の状況 2.5)である．同図より，海岸線には砕波段
波が襲来し，その後，消波ブロックに衝突することで大きな白波が生じており，消波ブロックの大きさか
らわかるように比較的波高が高くエネルギーの大きい短周期波が襲来したことがわかる． 
図-2.2.14 は牡鹿半島において史上始めてソリトン分裂波の襲来が確認された映像の静止画像である．
映像からは海岸線まではソリトン分裂により波状段波となり襲来し，海岸線位置で砕波していることが分
かる．秋田県北部の海岸線で見られた津波の特性は，段波かつ短周期波であったことがあげられ，この海
岸線では 1/200 程度の緩勾配の海岸線が 30km にわたって広く拡がっていたため，短周期の分裂波が発達
しやすかったためと考えられる．特筆すべき点は，このような観測記録から，短周期波の津波特性を解明
するために水理実験により分析が行われ，ソリトン分裂波の遡上特性や構造物への作用特性が明らかにさ
れたことである． 
 
 
 
図-2.2.13 砕波しながら段波状になって襲来する津波（八森漁港浜田地区） 
 
 
図-2.2.14 牡鹿半島に襲来する波状段波(動画) 
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図-2.2.15に示すのは能代港内の水面貯木場を津波が遡上する様子 2.6)である．同図より海岸線より内陸
においても，非常に短周期の津波が遡上していることがわかるが，その津波の波高は護岸を越流しない程
度の高さである． 
図-2.2.16に示すのは米代川に架かる能代橋に河川を遡上した津波が襲来した際の映像の静止画像であ
る．映像からは，遡上する津波先端は砕波した波であり，波の高さは1mもなく桁下を通過し遡上速度は
約7.5ｍ/sであった．その後，津波は徐々に水位が増すものの橋桁に作用するほどの大きい短周期波はみ
られなかった． 
以上より，日本海中部地震津波でみられた河川を遡上する津波の特徴としては，津波先端は段波形状
であるもののその波高は低く，その後は徐々に水位が上昇する準定常的な持続波であった． 
 
 
 
図-2.2.15 能代港内への津波進入状況（水面貯木場） 
 
 
 
図-2.2.16 米代川能代橋の橋脚に作用する津波状況(動画) 
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2.2.3 スマトラ島沖地震津波 
スマトラ沖地震津波は 2004 年 12 月 26 日にインドネシアスマトラ島バンダ・アチェ南南東 250km を震
源とした Mw9.1 の巨大地震に伴い発生した．この地震による揺れはスマトラ島バンダ・アチェ付近で震
度 5強から震度 6弱であったが，地震直後に巨大津波が発生し，津波はインドネシアのみならず，遠地津
波として，タイ，マレーシアやインド，スリランカ，モルディブ，さらには遠くアフリカ大陸まで到達し，
インド洋沿岸諸国に未曾有の被害をもたらした．この津波により死者約 22 万人，行方不明者 7 万 7 千人，
負傷者13万人という大惨事に発展した． 
（1）水位観測記録 
震源に近く最も被害の大きかったスマトラ島西岸では，波浪計や検潮所等の水位観測の整備が行われ
ておらず，水位観測記録による津波の実態については不明であるものの，スマトラ島から約 300km 東の
タイ・プーケットでは水位の観測記録が得られている．まず，沖合での津波観測記録はプーケット島から
南に 1.6km，水深 13m 程度の位置にいたベルギーのヨット「Mercator」の魚群探知機（深度ゲージ）によ
り捉えられていた．図-2.2.17 に示すのはヨット「Mercator」の魚群探知機の記録 2.7)である．同図より，
津波波形はまず大きい引波を生じ，その後，大きな押波が観測され，3 波目で最も高い水位を観測した．
最大水位は約 4m，周期は約 15min とさほど短周期の津波ではなかったことがわかる．図-2.2.18 に示すの
はプーケット島南端（Ta Phao Noi）で観測された検潮記録 2.8)である．「Mercator」の水位記録と比較する
と，第 1 波目の大きな引波が生じ，2 波目以降にさらに高い水位の津波が襲来した点および，津波周期が
15min 程度あることは概ね一致するものの，最大水位は検潮記録では 1m 弱であり大きな違いがみられる． 
 
 
図-2.2.17 ヨットMercatorの魚群探知機の記録 
 
 
図-2.2.18 Phuket島南端（Ta Phao Noi）の検潮記録 
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（2）写真および映像資料 
 水位記録が観測されたプーケットは，世界的なリゾート地であり津波来襲時は日中であったことから，
写真および映像資料が数多く残されている．図-2.2.19 に示すのはプーケット周辺の各観測記録の位置関
係を示した図である．先述した検潮記録は比較的湾内での観測記録であるものの，以降に示す写真および
映像資料は海洋に面している箇所で撮影されている． 
 図-2.2.20 に示すのは，プーケット西岸の Patong Beach で撮影された津波の映像の静止画である．同図
から，波高数 m はあろう短周期の津波が海岸線に襲来していることがわかり，ビーチと陸域の直前で巻
き波砕波と変化していることがわかる．この様な津波は，タイ西海岸で数多く映像資料が残されている． 
 
 
図-2.2.19 各観測記録の位置関係 
 
 
図-2.2.20 プーケット（Patong Beach）に来襲した津波 
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図-2.2.21に示すのは，プーケットから南東にあるKoh Jum島から撮影 2.9)された，島東岸に襲来する津
波である．同図には沖合からソリトン分裂波が襲来する様子が鮮明に写っており，そのソリトン分裂波は
部分的に砕波し砕波段波となり海岸線に襲来している．Koh Jum島や先述したPatong Beach周辺は，非常
に遠浅の海底地形であり，日本海中部沖地震津波同様に短周期波が発達し易い条件であったと考えられる．
また，短周期波が確認できた多くの海岸線では防波施設はなく，非常に大きなエネルギーをもつ短周期波
が直接海岸線に作用したと考えられる． 
 
 
 
図-2.2.21 Koh Jum 島に来襲した津波 
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2.2.4 2000年代の津波観測記録 
2000 年代に入り全国港湾海洋波浪情報網（NOWPHAS）の整備が進むことにより沖合の津波記録が観
測可能になり，2004 年東海道沖地震津波，2005 年宮城県沖の地震津波，2006 年千島列島の地震津波の津
波波形を，2008 年以降 GPS 波浪計の整備が進み 2010 年チリ地震津波では水深 100～300m 位置での津波
波形から海岸線までの津波波形を捉えることに成功している．図-2.2.22 に示すのは，2010 年チリ地震津
波の久慈周辺での観測記録 2.10)であり，沿岸部から海岸線までの間に津波の波高は増幅し，周期は短周期
成分が増幅している．図-2.2.23 に示すのは，図-2.2.22 に示す観測記録から求めたパワースペクトル 10)で
ある．同図よ10min～20min の周期帯でスペクトルが大きく増幅している．2010 年チリ地震津波ではGPS
波浪計～沿岸波浪計（水深 20～50m）では，主として概ね 30min 以上の長周期成分が増幅し，沿岸波浪
計～潮位計（海岸）では，主として 10～20min 程度の短周期成分が増幅していた．また，ここに示した
久慈周辺の 2003～2006 年に観測された津波も同じ周期での増幅が顕著であり，沖合に襲来するまでの津
波の特性に加え港特有の増幅特性 10)がみられる． 
 
 
図-2.2.22 2010年チリ地震津波の標準偏差記録（岩手北部沖・久慈） 
 
 
図-2.2.23 観測記録から求めた潮位偏差のスペクトル（岩手北部沖・久慈） 
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2.3 東北地方太平洋沖地震津波における津波水理特性 
 
 東北地方太平洋沖地震津波は 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に，三陸沖（北緯 38.1 度，東経 142.9 度，牡
鹿半島の東南東 130km 付近）深さ 24km を震源とした Mw=9.0 の地震に伴い発生した．この東北地方太
平洋沖地震は，観測史上最大の地震であったのに加え，この地震により，場所によっては波高 10m 以上，
最大遡上高 40.1m をも上る巨大な津波が発生し，東北地方および関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被
害が発生した．橋梁構造物の被害に着目すると，地震動による被害は昭和 55 年よりも古い基準で設計さ
れ耐震補強がされていない橋での損傷や，損傷は限定的であるがゴム支承の破断が確認された例あるもの
の，橋として致命的となる被害は生じなかった．一方，津波による被害は上部構造の流出，橋脚の崩壊，
橋台背面土の流出などの橋として致命的な被害が多数見られた（例えば写真-2.3.1）．橋梁被害について
は東日本大震災による橋梁等の被害分小委員会報告書 2.11)の調査結果が詳しい．一方，海岸線および河川
を遡上する津波作用状況は，津波襲来時が日中であったことやカメラ付き携帯電話やデジタルカメラが普
及していたことにより，一般人や様々なマスメディアにより写真・映像が撮影されている．また，近年，
全国港湾海洋波浪情報網（NOWPHAS）の整備が進み日本沿岸部に設置された水位観測機器では今次津
波を多地域で観測した． 
 
 
写真-2.3.1 姉歯橋・上部構造流出状況 
 
2.3.1 水位観測記録より得られた津波周期特性 
ここで詳細に検討する東北地方太平洋沖地震津波においても NOWPHAS による観測記録を用いた津波
特性の分析 2.12)は行われているものの，東北地方沿岸部では来襲した津波規模があまりにも大きかったこ
とから沿岸波浪計や潮位計を破壊し断片的な地点での観測記録しか得られていないためか，津波伝播に伴
う周期特性の変化に関する詳細な分析は行なわれていない．ここでは，限られたデータではあるものの，
水位の時刻歴波形から周期特性を詳細に分析することとした． 
図-2.3.1 に太平洋沿岸部 4 県の海岸線および沿岸部に設置されている水位観測点を示す．水位観測点は
NOWPHAS（全国港湾波浪情報網）の潮位計，沿岸波浪計および GPS 波浪計と，気象庁，海上保安庁お
よび国土地理院の潮位計が設置されており，地震発生当時では計 28 箇所（潮位計 12 箇所，沿岸波浪計 9
箇所，GPS 波浪計 7 箇所）で計測が行われていた．その内，東北地方太平洋沖地震において 19 箇所
2.13)~2.17)（潮位計 9 箇所，沿岸波浪計 4 箇所，GPS 波浪計 6 箇所）の津波による水位変動の履歴のデータ
が公開されている．データは，5s 間隔の天文潮位を差し引いた水位であり，気象庁のデータについては
紙面から水位を読み取った．ここでは図-2.3.1 に示す東北地方太平洋沿岸部の 19 箇所で観測された今次
津波の水位記録を用いて，海岸線に襲来した津波の周期特性の変化に着目した分析を行う．以降，代表例
として八戸周辺，久慈港周辺，宮古湾周辺および石巻周辺の観測記録を示す． 
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図-2.3.1 津波観測地点 
 
（1）八戸周辺の観測記録 
図-2.3.2は，八戸周辺に設置された沿岸波浪計および潮位計の観測記録である．なお，八戸の沖合に設
置されている青森八戸沖GPS波浪計は機械の調整中であったため津波観測はできていない．まず，八戸港
沖の八戸港沿岸波浪計の観測記録は，最大水位時を観測できているかは不明確ではあるが，図中逆三角形
印の点を最大水位点と仮定すると，最大水位が約3m程度，水位上昇開始から最大水位までの時間を1/4周
期(T/4)とした場合，T/4が8min程度の津波であったことがわかる．また，要因は不明であるが他の地域の
波浪計の観測記録と異なり，八戸港波浪計の観測記録では不連続な波形である．一方，八戸港内の潮位計
の観測記録からは，振幅の大きい波が2波観測されており，1波目に最大水位が2m，T/4周期が13min程度
の比較的周期の長い津波，2波目に1波目の津波に比べ最大水位は5m近くに上昇し，T/4周期が5min程度の
周期の津波が襲来したことがわかる．波浪計と潮位計の1波目の水位上昇勾配を比較すると，波浪計の観
測記録に比べ潮位計の観測記録は若干なだらかになっており，T/4周期も長くなっていることから，八戸
港においては沖合の津波が海岸線において長周期化したと推察される． 
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図-2.3.2 八戸周辺の観測記録 
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（2）久慈周辺の観測記録 
図-2.3.3は久慈周辺に設置されたGPS波浪計，沿岸波浪計および潮位計の観測記録である．まず，同図
(a)より岩手県北部沖GPS波浪計の観測記録は，50min程度の周期の長い波形に，多くの短周期成分が含ま
れていることがわかる．同図(b)に示すようにその短周期成分の最大水位は第一波目の約4m，水位上昇開
始から最大水位までの時間を1/4周期(T/4)とした場合，T/4は3minである．一方，久慈港沖の久慈港沿岸波
浪計の最大水位は約5mに増幅し，T/4も2minと短周期となっている．久慈港内の潮位計の観測記録では最
大水位は観測できていないものの，水位の上昇速度は上記の観測記録に比べなだらかであり長周期となっ
ていることが推察される． 
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(a) 岩手北部沖GPS波浪計 
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(b) 久慈港波浪計・久慈潮位計 
 
図-2.3.3 久慈港周辺の観測記録 
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（3）宮古周辺の観測記録 
図-2.3.4は宮古周辺に設置されたGPS波浪計および潮位計の観測記録である．まず，同図(a)より岩手中
部沖GPS波浪計の観測記録は，岩手北部沖GPS波浪計の観測記録と同様に50min程度の周期内に，短周期
成分が含まれており，岩手南部沖GPS波浪計の観測記録を含めても岩手県沿岸部の周期特性は概ね傾向は
一致する．同図(b)に示すようにGPS波浪計での観測記録の短周期成分は，15:00以降から緩やかな水位の
上昇が生じた後，急激な水位の上昇がみられ最大水位は約6m，T/4は3minと全GPS波浪計の観測記録で最
も短周期であった．一方，宮古港内における潮位計の観測記録では，最大水位は約8mに増幅しGPS波浪
計で計測されたような滑らかな波形とは異なり不連続な波形であり，T/4が11min程度の長周期成分の中に
短周期の成分が混在している．これは，湾内に津波が侵入した際に，短周期成分の津波が砕波したことや
岸壁や防波堤に衝突したため，長周期成分の津波として観測されたと推察される． 
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(a) 岩手中部沖GPS波浪計 
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(b) 宮古潮位計 
 
図-2.3.4 宮古周辺の観測記録 
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（4）石巻周辺の観測記 
図-2.3.5は石巻周辺に設置されたGPS波浪計，沿岸波浪計および潮位計の観測記録である．まず，同図
(a)より宮城中部沖GPS波浪計の観測記録は他のGPS波浪計の観測記録に比べ緩やかに水位が上昇しており，
最大水位は約6m，T/4は18minと上記の岩手県沿岸部と比べ最大水位はほぼ同一にも関わらず，津波周期
は6倍以上長い．同図(b)に示す，仙台塩釜港の沖合にある新台新港沿岸波浪計および石巻市鮎川にある鮎
川潮位計の観測記録では，T/4はそれぞれ14min，18minとなり，他の地域に比べ周期の長い津波が襲来し
たことがわかる．また，この3箇所の観測記録の周期はほぼ同一であることから，沖合での周期特性を保
ったまま海岸線に襲来したと推察される． 
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(b) 仙台新港・鮎川潮位計 
 
図-2.3.5 石巻周辺の観測記録 
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2.3.2 写真および映像資料により得られた津波周期特性 
 東日本大震災では数多くの津波が襲来する状況を写真や映像で捉えられており，そのデータは動画共有
サービス「Youtube」を始め様々な方法で入手可能となっている．ここでは，海岸線に襲来する津波と河
川を遡上する津波に分けて，今次津波の特徴を表す代表的な写真および映像が得られた図-2.3.6 に示す[a]
久慈市および[b]陸前高田市の津波の襲来状況について分析を行う． 
 
 
宮城県
岩手県
福島県
[a] 久慈市
八戸市
宮古市
釜石市大船渡市
[b] 陸前高田市
気仙沼市
南三陸町
石巻市
仙台市
相馬市
南相馬市
野田村
 
図-2.3.6 検討対象とした地区 
 
 
（1）海岸線に襲来する津波 
 ここでは，海岸線に襲来する津波の代表例として久慈港に襲来する津波について分析を行う．分析に用
いた映像は陸上自衛隊が撮影した空撮映像および国土交通省東北地方整備局釜石港湾事務所久慈出張所か
ら撮影された久慈港内に襲来した今次津波の映像である． 
まず，久慈湾内を進行する津波形状の時系列変化を説明する．図-2.3.7に示すのは2011年3月11日
15:19:03の空撮映像のキャプチャー画像である．撮影開始時刻である1分37秒前の津波状況からの変化と
しては，津波の先端は約2km陸向きに進行するとともに波高が増幅し，同写真の[2]に確認できるように巻
き波型砕波となっている．一方，同写真の[1]と[3]の範囲は巻き波型砕波から砕け寄せ型砕波に変化して
おり，先端の変化の過程を孤立波から巻き波型砕波，その後に砕け寄せると仮定すれば，[2]の範囲は[1]
と[3]の範囲に比して若干遅れる．この遅れは，[2]の範囲が[1]と[3]に比して水深が深いために生じたと考
えられる．また，津波の先端が進行した速度を波速と定義すれば，この距離と時間の関係から波速は
16m/sと求められ，さらに1分30秒後には先端部は海岸線に向かって約1km進行することから，波速は
11m/sに減少する．このことから湾内に進行した津波は，津波の進行とともに水深が浅くなることで波速
が減少して砕波限界を超えて砕波したと考えられる． 
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[3] 砕け寄せ型砕波
[2] 巻き波型砕波
※その後，砕けよせる
[1] 砕け寄せ型砕波
波先端伝搬速度
C=16 [m/sec]
 
図-2.3.7 湾口付近の砕波（15:19:03） 
 
 
 
前述の久慈湾を進行する津波形状の時系列変化の模様を整理すると，概ね図-2.3.8，図-2.3.9および図-
2.3.10に示すようである．湾内を伝搬する津波の変形過程について，図-2.3.8に示すA-A’断面を代表と
して説明する．まず，湾内に進入を開始すると，津波の先端部は徐々に明確な波の形を表し，施工中のケ
ーソン高さと対比して推定すれば5m程度の水頭差を有する孤立波状の波に変化する．なお，先端の後方
400mにも視認可能な波を有する（図-2.3.9 (a)）．次に，津波が陸に向けて進行するにつれて水深が浅くな
るため，浅水変形により波高が発達して巻き波型へと変化し，さらに砕け寄せ型となって砕波する．砕け
寄せた津波の先端の水頭差は低下する．突堤（防波堤）を超える際には越流波に変化した後，再度短周期
波が形成されるものの，巻き波型砕波，砕け寄せ型砕波へと変化しながら海岸線に向けて進行し，突堤の
高さと対比して推定した波高は海岸線位置で概ね2m程度となる（図-2.3.9 (b)）．突堤（防波堤）を超えた
後の波形状については図-2.3.10に示す国土交通省東北地方整備局釜石港湾事務所久慈出張所から撮影さ
れた映像が分かりやすい．同図は，図-2.3.8に示す[b]から[c]を進行する短周期波を捉えたキャプチャー画
像である．同図に示すように港内護岸直前に周期が数秒の波面が切り立った短周期波が襲来している． 
以上より，久慈港に襲来する津波の例をとれば，沖合で段波状であっても防波堤の位置で砕け寄せ型
に変化することや防潮堤の位置で砕けた後に越流するなど，海岸線に到達して陸上を遡上する際には明確
な波高はなく徐々に水位が上昇する長周期の津波であった．一方，局所的には海岸線に波高は低いものの
短周期波が襲来する場合もあった． 
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図-2.3.8 湾内を進行する津波の時系列変化（平面図） 
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(a) 湾内進入開始時（15:18:57） 
先端は砕け寄せ型砕波に変化
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(b) 防波堤越流時（15:19:52） 
図-2.3.9 湾内を進行する津波の時系列変化（A-A’断面） 
 
 
図-2.3.10 港内護岸に作用する津波形状 
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 東北地方太平洋沖地震津波の映像資料の多くは，海岸線に到達して陸上を遡上する際には明確な波高は
なく徐々に水位が上昇する長周期の津波であった．しかし，一部には短周期波が海岸線に襲来する様子も
映像として捉えられていた．図-2.3.11に示すのは，先述した久慈港から15km程南方に位置する下安家漁
港に第1波目と思われる津波が来襲した様子を撮影した映像の，消波工に津波が作用する直前と直後のキ
ャプチャー画像である．同図(a)に示すように，当該箇所は海岸線であることから水深が低く，短周期の
津波は砕波限界となり波頭が砕波している．同図(b)に示す津波作用直後は，波頭が完全に砕波し，巻き
波型となり消波工に衝突しており，白波の状況からも非常に大きいエネルギーの津波であったことがわか
る． 
 以上より，防波堤がない場合，陸上に遡上する直前の海岸線沿いでは短周期の津波が襲来する可能性が
ある． 
 
 
 
(a) 消波工作用直前 
 
 
(b) 消波工作用直後 
図-2.3.11 下安家漁港防波堤に作用する津波形状 
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（2）河川を遡上する津波 
ここでは，河川を遡上する津波の代表例として陸前高田市を流れる気仙川を遡上する津波について分
析を行う． 
図-2.3.12は，図-2.3.13に示す画像資料に基いて推定した気仙川を遡上する津波の形状を時系列で示し
ている．まず，気仙川を遡上する津波の先端部は高さ2m程度の段波状となっている．波が上流側へ遡上
しても先端部の形状に大きな変化は無く，概ね段波の形状を保ったまま5～6m/sの速度で河川内を遡上す
る．その後，姉歯橋の桁下を通り抜けてから，その遡上速度は河道地形の影響を受けて7～8m/sまで上昇
するものの，この先端部は桁には直接作用せず，その後に続く準定常流的な流れが桁に作用する．この流
れは，姉歯橋付近の漂流物の移動速度から，概ね5.5m/sの流速であったと推測される．さらに，準定常的
な流れの水面勾配は，i=1/85（0.7゜），水位は2 m/minの上昇速度で緩やかに上昇し，河口から700m上流の
気仙大橋や，1350m上流の姉歯橋には5 m/s程度の流速を持つ定常流状の流れが作用する． 
この波頭の段波が作用せずに準定常的な持続流が橋桁に作用する状況は，釜石地区の矢の浦橋，歌津
地区の歌津大橋でも確認2.11)され，水位の上昇速度はそれぞれ2.35 m/min，1.26 m/minと陸前高田地区と同
様に緩やかであった． 
 
 
姉歯橋以降 7~8 m/s 
(15時28分20秒頃)
漂流物による推定流速
v=5.5 m/s (15時29分20秒頃)
33.6m
気仙大橋－姉歯橋間
 5~6 m/s (15時27分頃)
橋桁に作用する高さの水位波高2ｍ程の段波
姉歯橋
気仙大橋
 
図-2.3.12 気仙川を遡上する津波の変化状況 
 
 
(a) 気仙大橋                  (b) 姉歯橋 
図-2.3.13 橋梁位置での津波遡上状況 
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2.3.3 津波周期特性の整理 
まず，前述した東北地方太平洋沖地震津波における観測記録から得られた各水位計の津波の周期と水
位計設置位置との関係から，海岸線に襲来する津波の周期特性を分析する．図-2.3.14は，各水位計設置
位置での水深と観測された津波の周期の関係を示す．同図の横軸は沖合から海岸線まで水深がほぼ一定に
浅くなると考えると，水位計設置位置の水深が浅くなるにつれ海岸線に近づくと考えられ，海岸線近傍に
設置されている潮位計位置では水深が非常に浅いためここでは0と仮定した．また，GPS波浪計について
は明確に長周期成分と短周期成分に分類できる場合，その2種類の周期をプロットしている．同図より，
GPS波浪計（海岸から概ね10～20km，水深100m～300m）で観測された短周期成分の津波周期は10min～
20min程度，沿岸波浪計（海岸から概ね3km以内，水深30m～50m）で観測された津波周期は最も短周期で
8min，潮位計（海岸線の岸壁等，水深0mを想定）で観測された海岸線での津波周期は八戸潮位計で2波目
の津波の周期が20minと最も短周期である．これら19箇所の周期特性の変化は，水深が浅くなるに伴い海
岸線に近接すると考えると，沖合いで観測された津波は沖合から沿岸部に津波が伝播する過程で短周期成
分が卓越した津波に変化するものの，海岸線に到達した時点では沿岸部に対して長周期成分が卓越した津
波に変化することがわかる． 
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図-2.3.14 橋梁位置での津波遡上状況 
 
 
次に，潮位計において短周期成分が観測されていないことについて考察を加える．まず，日本国内の
多くの潮位計はフロート式といわれる検潮井戸の水位を計測する方式であることから，ローパスフィルタ
ーの役目や，津波による海面の上下動が急激な場合には井戸の水位が追従できなことがある為2.14)，短周
期の津波観測の信頼性は低いことが古くから知られている．また，潮位計のデータは設置位置によって構
造物や港内の海底地形により変形した波形を計測してしまう可能性もある．そのため，ここでは潮位計の
データに加え映像から得られた津波の周期特性も加え，海岸線に襲来する津波の周期特性について分析を
行う． 
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久慈港では，水位観測記録とあわせて前節で述べたように映像による資料が残されている．図-2.3.15
は，久慈港周辺の港湾施設，久慈潮位計の設置位置および図-2.3.10に示す港内護岸直前での短周期波が
確認された位置の関係を示す．図-2.3.15に示すように久慈潮位計の設置位置は幾分内陸に位置している．
空撮映像では，短周期波は港内護岸に衝突した後，入り組んだ港内や陸上を津波が遡上していた．このこ
とから，久慈潮位計では陸上遡上の影響などから短周期波として維持されず準定常的な持続波に変化した
津波を計測したため，図-2.3.10に示すような短周期波が観測されなかったと考えられる．潮位計の設置
位置に着目すると，他の潮位計も久慈潮位計同様に港内かつ防波堤内に設置されている箇所が多く，明確
に海岸線に襲来した津波形状を捉えていない可能性が考えられる． 
以上のことから，潮位計の観測記録で短周期成分が観測されていない要因としては，海岸線近傍に襲
来した津波が，防波堤等の港湾構造物に衝突し，短周期成分が砕波するためと考えられる．言い換えれば，
防波堤や消波工がない海岸線では，沿岸部から発達した短周期の津波が襲来する可能性があるともいえる． 
 
 
 
図-2.3.15 久慈潮位計位置と映像資料による波形状確認位置 
 
 
 以上をふまえ，橋梁の架橋位置とその位置に作用するであろう津波の形状を整理した結果が図-2.3.16
である．まず，同図(a)に示すように，橋梁が海岸線より沖側に位置する場合，沖合から伝搬した津波は
短周期波となり橋梁に作用することとなる．一方，同図(b)に示すように，橋梁が海岸線より沖側に位置
するが防波堤等の防波設備がある場合，海岸線付近で発達した短周期波は，砕波し持続波となり橋梁に作
用することとなる．ただし，防波設備と橋梁の架橋位置まで距離がある場合は，再び短周期成分の津波が
再形成される可能性があるので留意が必要である．また，同図(c)に示すように，橋梁が海岸線より内陸
にある場合や河川橋の場合，持続波が作用することとなり，その持続波の周期は沖合での周期と同程度の
長周期である． 
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(a) 海岸線より沖側に橋梁が位置する場合 
 
(b) 海岸線より沖側に橋梁が位置し防波設備がある場合 
 
(c) 海岸線より内陸に橋梁が位置する場合 
図-2.3.16 橋梁架橋位置と波形状の関係 
 
 
2.4 まとめ 
 
 本章では，橋梁に作用する津波の水理特性を把握することを目的に，東北地方太平洋沖地震津波を代表
とする既往の津波の水位観測記録および撮影記録から，架橋位置と津波形状および津波周期の関係性に着
目した津波襲来状況に関する分析を行った．以下に，得られた知見を示す． 
 
(1) 過去の津波観測記録からは，沖合から海岸線までの水位変化を集中的に観測されている主要港では，
2000 年代に観測された津波の多くで同じ周期帯での増幅が顕著であり，沖合に襲来するまでの津波
の特性に加え港特有の増幅特性がみられる．一方，沖合での津波周期とほぼ同様の周期特性で海岸
線に襲来した津波も確認された． 
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(2) 東北地方太平洋沖地震以前の津波の襲来した状況を撮影した写真および映像資料から，海岸線では
様々な形態の津波がみられるものの，遠浅の海底地形を有する海岸に襲来した津波は段波になりや
すく，その津波は海岸線では短周期波となって襲来することが明らかとなった．また，海岸線より
内陸を遡上する津波は第一波目に段波を代表とする短周期波であるものの，その波高は低いため橋
桁の下方を通過し，その後に準定常的な持続波が遡上することが明らかとなった． 
 
(3) 東北地方太平洋沖地震津波の水位観測記録からは，沖合での津波周期は長周期成分に短周期成分が
含まれており，その津波は海岸線にむかうにつれ更に短周期化するものの，海岸線に設置された潮
位計の計測記録では長周期成分の津波しか観測されていなかった．潮位計の観測記録で短周期成分
が観測されていない要因としては，海岸線近傍に襲来した津波が防波堤等の津波防護施設に衝突す
ることや陸上に遡上することで短周期成分の津波が砕波したためと考えられることから，架橋位置
近傍に津波防護施設が有る場合，短周期の津波が作用する可能性は低い． 
 
(4) 東北地方太平洋沖地震津波の襲来した状況を撮影した写真および映像資料から，海岸線に襲来する
津波は沖合で段波状の短周期波であっても，防波堤の位置で砕け寄せ型に変化することや防潮堤の
位置で砕けた後に越流するなど，海岸線に到達して陸上を遡上する際には潮位計の観測記録同様に
明確な波高はなく徐々に水位が上昇する長周期の津波であった．一方，防波堤がない場合，陸上に
遡上する直前の海岸線沿いでは短周期の津波であったことから，防波堤等の港湾構造物が無い場合，
橋梁位置によっては短周期の津波が作用する可能性がある． 
 
(5) 一方，河川を遡上する津波は，先端部は高さ 2m 程度の段波状となっていたが，その先端部は桁には
直接作用せず桁下を通り抜け，その後，水位は 2 m/min 程度の上昇速度で緩やかに上昇し，続く準
定常流的な流れが桁に作用する．すなわち，桁を流出させるような橋梁上部構造に作用する津波の
形状は準定常的な持続波（長周期の津波）であったことが明らかとなった． 
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第３章 段波を対象とした津波作用力に関する検討 
 
3.1 概要 
 
 海岸線に襲来する津波の形状は沖合からの伝播経路の状況や周辺地形の影響で大きく異なる．沖合での
津波は沿岸方向に進行するにつれて海底の地形変化により水深は減少し，津波先端の速度は落ちるものの
津波後方はまだ深い位置にあるので早く追いついてくるため，相対的に波長は短くなり波高が大きくなる
浅水変形が生じる．浅水変形に伴い波形勾配が大きくなり波が前傾化、波の水面波形の非対称性が強まる
といった様々な現象が生じる．この浅水変形を生じた津波の海岸線近傍での波形状は大きく部分類すると
図-3.1.1に示す3種類に分類できる3.1)．海底勾配が高い場合は，浅水変形により沖合での波長が更に短くな
り，やがて波峰頂部が砕波する．遠浅の大陸棚を伝播する場合，津波の先端が切りたち発達し，波峰が砕
波する場合と水面が分裂する場合がある．前者は砕波段波と言われ，後者は波状段波(ソリトン分裂波)と
いわれており，海岸工学の分野ではこの津波が構造物に作用した場合，非常に大きい衝撃的な力が作用す
ることが知られている．段波を分類する指標としては一般的には，波高水深比（波高/水深）が0.61～0.64
より小さい場合は波状段波を形成し，0.61～0.64より大きい場合は砕波段波となることが知られている3.2)．
特に波状段波は周期数分以上の津波の波峰から前面にかけて，風波と同程度の周期10s程度の短周期波が
現れ，波高が増幅し砕波する．これら短周期波である段波の内，本章で対象とする津波は波状段波の一山
目および砕波しない段波とし，押し波初動の孤立波によりこれらの津波を模擬することとした．ここでは，
桁模型に入射する津波特性および桁模型の形状や津波との衝突位置をパラメータとした実験から，短周期
の津波が桁に作用した際の津波作用力特性について分析を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
沖の津波（速い潮汐） 
 
 
図-3.1.1 浅海津波の3つの基本形態（首藤伸夫「津波と被害」） 
速い潮汐 
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3.2 実験概要 
 
3.2.1 実験装置 
 使用する長水路は，水路長さ 41m，水路幅 80cm，模型設置位置での水路高さ 95cm の片面ガラス張り
の水路である．実験装置全体図を図-3.2.1 に示す．造波には，図中左端の造波版をスライドさせ造波させ
るピストン型造波装置を用いた．造波方法はコンピュータによる位置制御方法により実験時の初期水位
（桁模型位置での静水深）と指令波高を入力し，造波板の移動距離と速度を制御し造波を行った．水槽に
水を貯め，事前に造波の検証を行った結果，指令波高と桁模型付近の波高は概ね等しくなることが確認さ
れた．橋桁模型は造波版から 29.3m の位置に設置し消波工からの反射波の影響のない位置に設置してい
る． 
 
H1～H6：波高計  ，V1～V3：流速計  ，T1：分力計 
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図-3.2.1 実験水路 
 
 
3.2.2 計測機器と桁模型 
図-3.2.2 (b)に橋桁模型周辺の断面図を，(c)に側面図を示す．同図に示すように，橋桁を模擬した模型の
両端に，橋桁の影響による3 次元的な波の乱れを排除する目的でアクリル版により作成した側壁を設けた．  
計測機器は図-3.2.2 (b)，(c)に示したように橋桁模型に発生する作用力を計測する分力計，水路内の流速
を計測する流速計，波形状を捉える波高計である．分力計は水平波力（Fx），鉛直波力（Fz）と回転モー
メント（My）が計測できる 3 分力計で，仕様規格は 980N である．同図に示したように水槽上部に梁を固
定し，そこに分力計を設置し，治具を介して橋桁模型の作用力を計測する．流速計は，水平方向の流速を
測定できるプロペラ式流速計を使用し，V1 と V3 は模型への衝突による乱れのない流速の計測を行うた
めに側壁の隣とし，それぞれ橋桁模型位置，静水面中央の高さに設置した．V2 は桁下流側の前面に設置
し，津波が桁に作用する直前の流速を計測する．波高計は図-3.2.1 に示すように，桁下流側 0.5m までに
伝搬する津波波形を捉える H1～H4，桁上流側 0.5m 後面に設置した H5，側壁を介した桁横に設置した
H6 の 6 箇所で計測を行う．橋桁模型の対象は，幸左ら 3.3)が行った一連の孤立波性状の津波に対する桁へ
の作用力実験で用いた模型と同様とし，2004 年スマトラ沖地震津波で実被害を受けた PCT 桁の上部構造
とした．本実験での桁模型は実橋の 1/50 スケールを想定しており，図-3.2.3 に示すように橋桁模型の寸
法は橋長 400mm，幅員 190mm，構造高 34mm のアクリル製であり，我が国でも多く存在する単径間の橋
梁上部構造に類似する形状である．また，津波の桁衝突時の状況等を把握するため桁側面から高速度カメ
ラ（300fps）により撮影した動画から静止画の抽出を行っている． 
本研究では一部のケースにおいて橋桁周辺に生じる圧力を詳細に計測するために，図-3.2.4 に示すよう
に，橋桁模型周辺に圧力計を設置した．水平方向の圧力を計測する圧力計は，桁下流側の側面を計測する
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px1～px5，桁上流側側面を計測する px6～px10，内桁の上流側側面を計測する px11，px13，px15，px17，
px19，内桁下流側を計測する px12，px14，px16，px18，px20 であり，計 20 個の圧力計を用いた．鉛直方
向の圧力を計測する圧力計は，橋桁床版上面の圧力を計測する pz1～pz4，各桁下面の圧力を計測する pz5
～pz10，各桁に囲まれた床版下面の圧力を計測するpz11～pz13であり，計13個の圧力計を用いた． 
計測の周期は 1/1000s であり，計測回数は各ケース 3 回の同一条件での造波を行い，再現性の確認を行
っており，時刻歴波形以外の数値は平均値を用いている． 
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（a）断面図               （b）側面図 
図-3.2.2 計測機器の設置状況 
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図-3.2.3 桁模型寸法 
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（b）水平方向             （c）鉛直方向 
図-3.2.4 波圧計設置位置 
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3.2.3 相似則 
本実験の相似則の考え方を以下に示す．波浪等では，通常は水の表面張力や固体面との間の摩擦抵抗
などの影響が小さいので，フルード相似則を満足させることが出来る 3.4.)．これは，波浪の粘性力が慣性
力に比べて，非常に小さいため，無視できるという意味である．従って，一般的に波浪より周期が長い津
波の慣性力の方が大きいことから，同様に粘性力は無視できるものとし，重力と慣性力の相似を重要視し
てフルードの相似則を用いた．下記にフルードの相似則を示す． 
 
p
m
p
m
p
m
L
L
gH
gH
v
v                 式(3.2.1) 
 
ここで，v：流速，g：重力加速度，H：水深，Lm /Lp：相似比である． 
添字のm は模型，p は実橋に対する諸量である．本実験での桁模型は実橋の1/50 スケールを想定してお
り，相似比Lm /Lpは1/50 である． 
 
3.2.4 実験パラメータ 
本実験では，主として三つの項目に着目したパラメータを設定し実験を行った．一つ目は桁に作用する
津波の形状に着目し波高をパラメータとした．二つ目は桁に作用する津波の波高と桁の相対的な位置関係
に着目し桁位置をパラメータとした．三つ目は桁の形状に着目し被圧面積をパラメータとした．以下に，
各パラメータの詳細および実験ケース一覧を示す． 
 
① 波高a：津波高と作用力の関係の把握 
 波高をパラメータとした実験では，静水深を 35cm とし波高を 10cm～25cm（実波高 5m～12.5m）まで
変化させたパターンと，静水深 15cm とし波高を 5cm～10cm（実波高 2.5m～5m）まで変化させた 2 パタ
ーンの計7ケースを実施した．桁位置は全てのケースにおいて波高の中央に設置した． 
 
② 桁位置Z/a：波高aに対する桁位置Zと作用力の関係の把握 
 桁位置をパラメータとした実験では，静水深を 35cm，波高を 20cm の津波を対象に，桁位置のみを 3
パターンに変化させた実験を 3 ケース実施した．Z/a =0.9 となるケースは桁が津波の頂部近傍に位置する
ケースであり，Z/a =0.5 となるケースは津波波高の中央に位置するケース，Z/a =0.1 となるケースは静水
面上に位置するケースである．ここでは，桁形状は標準桁形状の模型を用いた． 
 
③ 桁形状：被圧面積と作用力の関係の把握 
 桁形状をパラメータとした実験では，先述した桁模型の形状を標準桁形状とし，水平方向の被圧面積を
変化させるために桁高 D が 1.5 倍，2 倍となる桁模型を作製した．同様に，鉛直方向の被圧面積を変化さ
せるために桁幅B を 1.4 倍，1.8 倍，2.1 倍となる桁模型も作製した．また，床版張出部の影響が作用力に
及ぼす影響を把握するために，桁高，桁幅を標準桁形状と同一とし，桁本数を少なすることで床版張出部
を設けた桁模型を作製した．対象とする津波は各桁模型に対して波高の異なる7ケースの津波とした． 
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図-3.2.5 各パラメータ概念図 
 
 
 
図-3.2.6 実験ケース一覧 
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3.3 代表的な実験ケースの結果 
 
ここでは，静水深が35cm，桁位置Z/aを0.5とし，波高が20cmとなる津波を標準桁に作用させた際の実
験ケースを代表ケースとし，結果の整理および作用状況について分析を行う． 
 
3.3.1 造波津波 
まず，造波板の制御に用いた孤立波理論解による水位波形とH1で計測された水位波形の比較を行う．
孤立波の水面形 η を表す理論解としては，式(3.3.1)から式(3.3.3)に示す井島の理論解3.5)を用いている．な
お，水平距離 X は波速 C に時刻 T を掛けることで求めた． 
 
   xhh
h
axhaX  22
2
2 sec1sec
4
3sec              式(3.3.1) 
h
X
h
a
h
ax 

 
8
51
4
3                  式(3.3.2) 



 




2
20
3
2
11
h
a
h
aghC                 式(3.3.3) 
 
ここで，η：水位，a：最大波高，h：静水深，X：水平距離，C：波速である． 
図-3.3.1 に H1 の計測値と式（3.3.1）から式（3.3.3）より求めた水位波形の比較を示す．同図には合わ
せてBoussinesq の 1 次近似解 3.6)も示す．同図よりH1 では造波モデルで用いた同様の水面形で伝播してい
ることが分かり，Boussinesq の1次近似解に比べ井島の理論解の方が実験値との整合が高い． 
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図-3.3.1 H1での水位波形の比較 
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 図-3.3.2 は，H1～H6 までの水位の時刻歴波形である．同図より，H1 から桁横での水位 H6 まで最大水
位は若干異なるもののほぼ同一であり，H6 では概ね指令波高である 20cm となっていることがわる．ま
た，波形状もほぼ H1 での孤立波が H6 まで伝搬している．同図には各計測位置間の距離と水位が最大と
なる時刻の差から波速 C を求めた結果も示しているが，どの区間においても波速 2.3m/s 程度で孤立波が
伝搬している．また，式（3.3.3）から静水深 35cm，波高 19cm として波速を求めた場合，波速は 2.3m/s
であり実験値と一致する．図-3.3.3 に H6 と同一位置で計測された V1 流速の時刻歴波形を示す．同図よ
り，H6およびV1が最大となる時刻は両者ほぼ一致することがわかり最大流速は93.7cm/s である． 
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図-3.3.2 各位置での水位波形 
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図-3.3.3 桁横の波高と流速の時刻歴波形 
最大波高 距離 波速C
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3.3.2 津波作用力 
 図-3.3.4 は橋桁模型横に設置した H6 波高計と橋桁模型に取り付けた分力計で計測された水平方向およ
び鉛直方向の作用力の時刻歴波形を示す．まず，同図より桁に作用した津波の水位変動（波高）は，造波
開始から約 11.2 秒後に波高が上昇し始め，11.988 秒後に波高 19cm となり最大波高に到達する．水位上昇
開始時から最大波高到達までに 0.8 秒程度を有する孤立波であることが分かる．作用力はまず造波から
11.783 秒後に鉛直作用力Fzが 48N で最大となり，11.918 秒後に水平作用力Fxが 20N で最大となる．波高
と作用力の関係は，Fx は波高が最大となる時刻から 0.08 秒程度の違いであるものの，Fz は波高が最大と
なる時刻から 0.21 秒程度早く作用力が最大となり，模型横の波高が最大となる時刻では鉛直作用力は下
向きに作用していることがわかる．標準ケースにおいては，Fx と Fz の最大作用力発生時刻が同時に作用
していないことから，作用力特性は各方向で異なると考えられる． 
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図-3.3.4 水位波形と作用力の時刻歴波形 
 
 
3.3.3 水平方向の作用力特性 
 一般的に物体表面には動圧や静圧に加え摩擦応力が作用するが，本実験のような粘性の影響が小さい場
合，摩擦応力は小さいため作用力は桁表面に作用する圧力の積分により計算することができる．橋桁のよ
うな複雑な形状の構造物の場合，様々な位置に津波が作用するため，津波作用力特性を把握するためには
作用力の大きさだけではなく，どのような力がどこに働いているかを明らかにする必要がある． 
 そこで，まず桁表面に作用する圧力を計測した結果を用いた作用力の分析を行うために，圧力計の計測
値と分力計の作用力計測値の整合性を検証する．ここで着目する水平方向の作用力に寄与する津波の作用
面は，下流側桁側面，上流側桁側面，内桁側面であり，各面に発生する作用力をそれぞれ式(3.3.5)，式
(3.3.6)，式(3.3.7)で求め，これらの和とする式(3.3.4)から求めた水平作用力を全圧力積分値とした． 
 
xpinxpbxpfxp FFFF                 式(3.3.4) 



5
1i
ixixpf ApF                  式(3.3.5) 
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


10
6i
ixixpb ApF                  式(3.3.6) 



20
11i
ixixpin ApF                  式(3.3.7) 
 
ここに，Fxp：桁全体に作用する圧力の積分値，Fxpf：下流側桁側面に作用する圧力の積分値，Fxpb：上
流側桁側面に作用する圧力の積分値，Fxpin：内桁間に作用する圧力の積分値，Pxi：圧力計で計測した各圧
力(Pa)，Ai：各圧力の被圧面積(mm2)である． 
なお，被圧面積を算出する際の幅は後述するように模型奥行き方向で圧力の変化はみられないことか
ら桁長（400mm）とした．また，圧力計は被圧面の中央に一箇所のみの設置であるが，計測値は高さ方
向の圧力分布の平均的な圧力値であると考え，高さは全桁高（34mm），桁高（20mm）とし，先述した桁
長を掛けることで各面での被圧面積とした．計測圧力の符号は図-3.3.5 に示すように物体に対して押し込
む圧力を正圧（＋），引っ張る圧力を負圧（－）とし，作用力で表す場合は，図-3.3.6 に示す作用力の正
方向と一致するよう圧力の符号を反転させている． 
分力計計測値 Fxと全圧力積分値 Fxpを比較したものを図-3.3.7 に示す．同図は横軸に時刻を取り，波高
a，Fx，Fxp の時刻歴波形を示している．同図より，Fx と Fxp を比較すると，津波が桁に作用し始めた時刻
から細かな作用力の変動も両者大きな違いはみられずほぼ一致する．特に作用力が最大となる時刻ではほ
ぼ同時であり，作用力も Fxおよび Fxpはそれぞれ 20.2N，18.8N と 7％程度の差異で一致する．このこと
から，水平作用力を分析する上で用いる圧力計の計測結果の信頼性は非常に高く，作用力に占める主要な
被圧面を正しく評価できていると判断できる．以降，各被圧面に対する作用力に関する分析を行う． 
正圧(+) 負圧(-)          
Fz
Fx
My
作用力正方向(+)  
図-3.3.5 圧力の符号概念図      図-3.3.6 作用力の符号概念図 
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図-3.3.7 分力計計測値と全圧力積分値の比較 
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（1）下流側桁側面に作用する圧力 
図-3.3.8 は下流側桁側面に作用する px1～px5 で計測された圧力の時刻歴波形および最大圧力分布であ
る．同図より，橋長方向での圧力の最大値および最大値発生時刻の違いはみられず，桁側面には一様な津
波による圧力が作用していることが分かる．px1～px5の圧力の平均値は1323Paである． 
 図-3.3.9 は式（3.3.4）より算出した桁全体に作用する圧力の積分値 Fxp と，式（3.3.5）より算出した下
流側桁側面に作用する圧力の積分値 Fxpf および，下流側桁側面 H6’での水位変動の時刻歴波形を比較した
ものである．同図に示すH6’の波形は，桁中心から下流側桁側面位置までの距離 95mm から先述した本ケ
ースにおける孤立波の波速 C=2.3m/s を除すことで時間差（0.041s）を求め，桁中心から下流側桁側面位
置までに水位変化生じていないと仮定し，桁横 H6 での水位波形に対してその時間差を引くことで桁側面
位置 H6’での水位波形とした．同図より，Fxpfの最大値および最大値発生時刻はほぼ Fxpと一致することか
ら，水平方向の最大作用力は下流側桁側面から作用する力が支配的であることがわわかる．また，H6’と
Fxpf の波形がほぼ一致することから，下流側桁側面に作用する圧力は下流側桁側面での水位変動に応じた
圧力であることがわかる．一方，図中[1]に示すように，Fxp では最大圧力に近い大きな圧力のピークがみ
られるが，Fxpf にはそのようなピークがみられないことから，下流側桁側面以外で大きな圧力が生じてい
る箇所があると考えられる． 
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（a）圧力時刻歴波形                  （b）圧力分布 
図-3.3.8 下流側桁側面に作用する圧力 
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図-3.3.9 下流側桁側面からの作用力 
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（2）上流側桁側面に作用する圧力 
 図-3.3.10 は Fxpと，式（3.3.6）より算出した上流側桁側面に作用する圧力の積分値 Fxpbおよび，上流側
桁側面H6’’での水位変動の時刻歴波形を比較したものである．同図に示すH6’’の波形はH6’同様に着目位
置に応じた時間差により算出した．同図より，Fxp が最大となる時刻（同図[1]）では上流側桁側面では力
はほぼ作用しておらず，上流側桁側面からの作用する力が水平方向の最大作用力に及ぼす影響は非常に小
さい．一方，Fxpb は最大作用力発生後から H6’’の水位の増加と共に負の作用力が増加しており，津波進行
方向と逆向きの方向から桁に力が作用していることがわかる．その逆向きの力は最大-7N であり，同時刻
におけるFxpfがゼロに近い値となるため，Fxは負の方向の作用力となる． 
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図-3.3.10 上流側桁側面からの作用力 
 
 
（3）内桁側面に作用する圧力 
図-3.3.11 は床版および桁間で囲まれる凹部の圧力を比較した図である．同図に示すように全ての凹部
で正圧が作用しており，かつ同図内の概略図における各凹部右側の面（例えば px12）と左側の面（例え
ば px11）に作用する圧力の時刻歴波形はほぼ同様である．このことから，各内桁間の凹部に流入した津
波が閉塞された空間で一様に圧縮されたと考えられる． 
図-3.3.12 は Fxpと，式（3.3.7）より算出した内桁間に作用する圧力の積分値 Fxpinおよび，桁側面 H6 で
の水位変動の時刻歴波形を比較したものである．同図より，内桁間には最大 6.5N の力が作用するものの，
最大値の発生時刻は Fxpと大きく異なる．また，凹部内では図-3.3.11 に示す下流側桁側面に近い圧力が生
じるものの，ほぼ同様の正圧により面を押す力が作用するため，水平方向では力が釣り合うことで，図中
[2]に示す Fxpが最大となる時刻での Fxpinは非常に小さい値となる．一方，同図[1]に示すように，Fxpinが最
大となる時刻とほぼ同時刻で Fxp の波形に凸となる箇所がみられる．これは図-3.3.12 に示す Fxpin の最大
値発生時刻である 11.741s 時において，若干凹部右側の面での圧力が大きいことから Fxpinが大きくなった
と考えられる． 
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図-3.3.11 各桁間の凹部に作用する圧力の比較 
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図-3.3.12 内桁間からの作用力 
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（4）各被圧面と作用力の関係 
 図-3.3.13 は先述した各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形を比較したものである．
図中の数値は Fxp が最大となる時刻における各作用力の値である．同図より，3 種類の作用力を比較する
と，Fxp が最大となる時刻での各作用力は Fxp が 18.8N であるのに対して，Fxpf，Fxpb，Fxpin はそれぞれ
18.0N，-0.1N，1.0N であり，Fxpに占める割合は Fxpfが 9 割以上である．図-3.3.14 は，図-3.3.13 中[1]～
[3]に示す各着目時刻での津波作用状況である．各作用力が最大となる時刻の津波作用状況を比較すると，
Fxpinが最大となる時刻 11.741s（図-3.3.13 中[1]）では，全ての桁間の凹部に津波が流入しているものの，
下流側桁側面の水位は最大となっていない．Fxpf が最大となる時刻 11.919s（図-3.3.13 中[2]）では下流側
桁側面付近の水位はほぼ最大となっており，この時では上流側桁側面には津波が作用していない．Fxpb が
最大となる時刻 12.091s（図-3.3.13 中[3]）では，下流側桁側面付近の水位は同図(b)に比べ減少し，上流側
桁側面では桁下から上昇した水塊と桁を越流した水塊が一体となり，下流側桁側面相当の水位が生じてい
ることがわかる． 
以上より，標準ケースにおける津波作用力特性としては，桁全体には下流側桁側面に津波が衝突する
ことにより生じる力や各内桁の凹部内に生じる圧縮力により作用する力，上流側桁側面から水位が上昇す
ることで生じる力が作用するものの，それぞれ異なる時刻で生じており桁全体の作用力が最大となる時刻
では下流側桁側面の作用力が 9割以上を占める． 
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図-3.3.13 各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形の比較 
 
  
（a） 11.741s時（図-中[1]）         （b）11.919s時（図-中[2]） 
 
（c）12.091s時（図-中[3]） 
図-3.3.14 津波作用状況 
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3.3.4 鉛直方向の作用力特性 
 水平方向と同様に桁表面に作用する圧力を計測した結果を用いた作用力の分析を行うために，圧力計の
計測値と分力計の作用力計測値の整合性を検証する．ここで着目する鉛直方向の作用力に寄与する津波の
作用面は，床版上面，桁下面，床版下面であり，各面に発生する作用力をそれぞれ式(3.3.9)，式(3.3.10)で
求め，これらの和とする式(3.3.8)から求めた鉛直作用力を全圧力積分値とした． 
 
zplzpuzp FFF                    式(3.3.8) 



4
1i
izizpu ApF                   式(3.3.9) 



13
5i
izizpl ApF                  式(3.3.10) 
 
ここに，Fzp：桁全体に作用する圧力の積分値，Fzpu：床版上面に作用する圧力の積分値，Fzpl：桁下お
よび床版下面に作用する圧力の積分値，Pzi：圧力計で計測した各圧力(Pa)，Ai：各圧力の被圧面積(mm2)で
ある． 
なお，被圧面積を算出する際の奥行きは水平方向と同様に桁長（400mm）とした．また，被圧面積の
幅は桁下では 10mm，床版下面では床版幅から桁下幅を引いた残りの幅を三等分した 43.3mm，床版上面
は床版幅を六等分し，端部のは31.7mm，中央部は63.3mmとした． 
分力計計測値 Fz と全圧力積分値 Fzp を比較したものを図-3.3.15 に示す．同図は横軸に時刻を取り，波
高 a，Fz，Fzpの時刻歴波形を示している．同図より，Fzと Fzpを比較すると，津波が桁に作用し始めた時
刻から細かな作用力の変動も両者大きな違いはみられずほぼ一致する．特に作用力が最大となる時刻では
ほぼ同時であり，作用力も Fz および Fzp はそれぞれ 47.7N，45.9N と 4％程度の差異で一致する．このこ
とから，鉛直作用力を分析する上で用いる圧力計の計測結果の信頼性は非常に高く，作用力に占める主要
な被圧面を正しく評価できていると判断できる．以降，各被圧面に対する作用力に関する分析を行う． 
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図-3.3.15 分力計計測値と全圧力積分値の比較 
 
（1）床版上面に作用する圧力 
図-3.3.16 は床版上面に作用する圧力の時刻歴波形である．同図より床版上面に作用する圧力は，最大
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波高となる時刻以降で最大圧力が発生しており，桁中央部付近の p3 で大きな圧力が発生しているものの，
その他の位置ではほぼ傾向は同じである． 
図-3.3.17 は Fzpと，式（3.3.9）より算出した床版に作用する圧力の積分値 Fzpuおよび，桁側面 H6 での
水位変動の時刻歴波形を比較したものである．同図より，床版上面に作用する力 Fzpuは負の値を示すこと
から下向きの力であり，上向きの力は生じていない．また，Fzpu が作用し始めるのは図中[1]の時刻以降で
あり，上向きの最大鉛直力には床版上面から作用する力は影響しないことがわかる． 
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図-3.3.16 床版上面に作用する圧力 
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図-3.3.17 床版上面からの作用力 
 
 
（2）桁下面および床版下面に作用する圧力 
図-3.3.18 は床版下面および桁下に作用する圧力の時刻歴波形である．まず，同図(a)に示す床版下面の
圧力の時刻歴波形は，模型下流側にある pz11 で最大 900Pa と大きな圧力が作用しており，上向きの作用
力が最大となる時刻とほぼ同時刻で発生している．同様に桁中央部 pz12，桁上流部 pz13 の圧力において
も，鉛直作用力最大時近傍に波形のピークがあり，最大鉛直作用力にある程度寄与していることが分かる．
次に，同図(b)および(c)に示す各桁下面の発生圧力の時刻歴波形は，床版下面と同様に最も下流側にある
pz5 で最大 1100Pa と大きな圧力が作用しており，上向きの作用力が最大となる時刻とほぼ同時刻で発生
している．また，その他の圧力も床版下面と傾向は同様である．これら橋桁模型下面に作用する圧力の時
刻歴波形は大きく 3 種類に傾向が分類できる．まず，pz5，pz11 のような橋桁下流側の圧力は他の箇所の
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圧力に比べ大きく，最大圧力発生後は圧力上昇時とほぼ同様の勾配で減少している．一方，pz6～pz9，
pz12 のような橋桁模型の中央側の圧力は，最大値発生以降はなだらかに圧力が減少し波高が最大となる
時刻を過ぎると更に減少していく傾向がみられる．また，pz10，pz13 のような下流側の圧力は，鉛直作
用力最大時刻に小さいピークが見られるものの，波高が最大となる時刻を過ぎたのちに最大圧力が発生す
る．3 種類の波形の傾向は，どの圧力においても波高が最大となる時刻よりも早い時刻でほぼ同時刻で波
形のピークが生じており，この波形のピークが作用力に大きく影響を及ぼしている． 
図-3.3.19 は Fzpと，式（3.10）より算出した床版に作用する圧力の積分値 Fzplおよび，桁側面 H6 での
水位変動の時刻歴波形を比較したものである．同図より，床版下面および桁下に作用する力 Fzpl は正の値
を示すことから上向きの力であり，下向きの力は生じていない．また，図中[1]に示す時刻までは Fzpu は
Fzpと一致することから，上向きの作用力は桁模型下面から作用する力が支配的であることがわかる． 
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（a）床版下面 
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（b）桁下面下流側                （c）桁下下面上流側 
図-3.3.18 各位置に作用する圧力の時刻歴波形 
 
 
 
 
61 
 
11.783s, 45.9N
-40
-30
-20
-10
0
10
20
30
-60
-40
-20
0
20
40
60
11.4 11.6 11.8 12 12.2 12.4
波
高
(c
m
)
作
用
力
(N
)
t (s)
Fzp
Fzpl
H6
↑
[1]
 
図-3.3.19 桁下面からの作用力 
 
 
（3）各被圧面と作用力の関係 
図-3.3.20 は先述した各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形を比較したものである．
同図より，2 種類の作用力を比較すると，床版上面から下向きに作用する力 Fzpuが生じ始めるまでは，Fzp
は桁下面から上向きに作用する力 Fzplが支配的であり，その後，図中[1]に示す Fzplは緩やかに減少するに
も関わらず，Fzpuが作用するためにFzpは下向きの作用力に転じることがわかる． 
図-3.3.21 に示すのは上向きの鉛直作用力が最大となる時刻 11.783 秒時の桁に津波が衝突した際の波形
状図と，その際に桁上下面に発生する圧力分布である．同図(a)より，この時の津波の衝突状況は，桁が
無い箇所での波面と比較して，桁が存在することで流れが阻害され水塊が図中[a]に示す桁上流側，図中
[b]に示す桁下流側で共に図上右上へ上昇している．このことから，鉛直作用力最大時には，桁下面には
桁模型に対して斜め右上方への流れが作用していたことが推測できる．このときの圧力分布は，同図(b)
に示すように桁下面の圧力は台形分布の圧力が作用しており，床版上面には圧力は作用していない． 
図-3.3.22 に示すのは鉛直作用力が最小となる時刻である 12.114 秒時の桁に津波が作用している際の波
形状図と，その際に桁上下面に発生する圧力分布である．同図より，床版上面には桁により流れが阻害さ
れ鉛直方向に上昇した水塊が床版上面に下降していることが分かる．その際の桁に作用する圧力分布は，
桁下面では鉛直作用力最大時から大きく圧力が減少し，床版上面には大きな圧力が生じていることがわか
る．この時，pz3 の圧力のみが 1.19kPa と非常に大きい圧力が生じているが，これは上述した鉛直方向に
上昇した水魂が pz3 位置に向けて落下しているため，その他の圧力に比べ大きな圧力が作用したと考えら
れる． 
以上より，標準ケースにおける津波作用力特性としては，桁に津波が衝突すると桁底面に台形分布の
正圧力が作用することで上向きの作用力が生じ，その後，桁下面の圧力が減少することで上向きの作用力
は減少する．さらに，桁を越流した水が床版上面に落下することで，床版上面から下向きの力が作用する
ことで桁全体の作用力は下向きに転じる．よって，対津波対策で重要な上向きの作用力は桁下面から作用
する力が支配的である． 
 
 
 
 
62 
 
11.783s, 45.9N
12.114s, -51N
-120
-90
-60
-30
0
30
60
90
11.4 11.6 11.8 12 12.2 12.4
作
用
力
(N
)
t (s)
Fzp
Fzpu
Fzpl
[1]
 
図-3.3.20 各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形の比較 
 
 
  Time:12.114sec  
(a) 津波作用状況                  (a) 津波作用状況 
 
   
(b) 圧力分布                   (b)圧力分布 
図-3.3.21 鉛直作用力最大時の津波作用状況     図-3.3.22 鉛直作用力最小時の津波作用状況 
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3.4 パラメータ実験結果 
 
3.4.1 波高パラメータ 
（1）水平作用力の分析 
図-3.4.1 は波高の異なる孤立波が標準桁に作用した際の H6 で計測した最大波高 a と最大水平作用力 Fx
の関係をプロットしたものである．同図より，a と Fx の関係から原点を切片とした最小二乗法より算出
した 1 次の近似直線は，決定係数R2が 0.96 となり a とFxの相関は非常に高いことが分かる．また，静水
深の違いによる差異は若干みられるものの，全ケース近似直線上にプロットしていることがわかる．この
ことから，水平作用力は波高に線形比例するといえる． 
一方，波高の増加に応じて流速も増加する．図-3.4.2 は横軸に桁横 V1 で計測された最大流速 v および
最大流速の二乗 v 2と最大水平作用力Fxの関係をプロットしたものである．同図より，Fxと相関が高いの
は流速の一乗の場合であり，抗力係数を一定として考えた場合，流速の二乗を変数として用いる抗力型の
作用力の評価方法では作用力を過小評価することがわかる． 
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図-3.4.1 波高と水平作用力の関係 
 
0
5
10
15
20
25
30
0 50 100 150
Fx
 (N
)
v (cm/s)
静水深35cm
静水深15cm
近似直線
標準：Fx=0.19×v
R2=0.95
0
5
10
15
20
25
30
0 0.5 1 1.5 2
Fx
 (N
)
v2 (m2/s2)
静水深35cm
静水深15cm
近似直線
標準：Fx=19.2×v2
R2=0.75
 
   （a） v－Fx                  （b） v2－Fx 
図-3.4.2 流速と水平作用力の関係 
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（2）鉛直作用力の分析 
図-3.4.3 は波高の異なる孤立波が標準桁に作用した際の H6 で計測した最大波高 a と最大鉛直作用力 Fz
の関係をプロットしたものである．同図より，Fx 同様に算出した a と Fz の近似直線は，決定係数 R2 が
0.94 となり，Fx同様に Fzも a との相関が非常に高いことが分かる．このことから，鉛直作用力は波高に
線形比例するといえる． 
図-3.4.4 は，図-3.3.21 に示す波高 20cm のケースと同様に，波高 10cm と波高 25cm のケースにおける
鉛直作用力最大時の津波作用状況と桁下面に作用する圧力を示したものである．同図の津波の作用状況か
ら波高の大きさに関わらず，鉛直方向に作用力に影響する主たる津波の作用面は桁下面であることがわか
る．圧力の値は，20cm のケースでは下流側床版下面の圧力 pz11 は 910Pa であるのに対して，波高 10cm
のケースでは pz11 の圧力は 1/2 程度減少し 447Pa となり波高の減少率とほぼ一致する．同様に，波高
25cm のケースでは波高は波高 20cm のケースに対して 1.2 倍増加し，pz11 の値は 25cm のケースでは
1094Pa であり，波高の増加率とほぼ一致する．このことから，鉛直作用力は波高が異なる津波に対して
も上向きの鉛直作用力に及ぼす主たる被圧面は桁下面であり，桁下面に作用する圧力は波高に比例するこ
とから，桁下面に生じる圧力の積分値である上向きの鉛直作用力は波高に比例するといえる． 
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図-3.4.3 波高と鉛直作用力の関係 
 
 
(a) 波高10cm                                       （b）波高25cm 
図-3.4.4 津波作用状況と桁下面に作用する圧力 
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3.4.2 桁位置パラメータ 
 （1）水平作用力の分析 
図-3.4.5 は波高 20cm の津波に対して桁位置 Z/a を 0.1，0.5，0.9 に変化させた際の分力計で計測された
水平作用力の時刻歴波形を比較したものである．各ケースの桁位置はZ/a =0.1では桁下面が静水面に接し
ており，Z/a =0.9 では波高頂部が桁側面に衝突する桁位置である．同図より，津波の作用時間は 3 ケース
で大きく異なるものの，水平作用力が最大となる時刻は全てのケースほぼ同時であり，最大作用力も1割
異なる程度である．なお，分力計で計測した作用力と圧力計の積分値は全ケース一致したため，Fx が最
大となる時刻とFxが最大となる時刻は同時刻であるとしFxpが最大となる時刻で整理を行う． 
 図-3.4.6 に示すのは，図-3.3.13 と同様に各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形を比
較した図である．同図には，水平作用力 Fx が最大となる時刻での各被圧面に作用する力を示す．同図よ
り，Z/a =0.1 における下流側桁側面から作用する力 Fxpfの波形は H6’での水位が最大となる時刻まで単調
に増加する．一方，上流側桁側面から作用する力 Fxpbが桁に津波が作用し始めると同時に負の方向になだ
らかに増加し始め，その後，急激に負の方向へ増加し始めると Fxpfの正の方向の増加量に対して Fxpbの負
の方向の増加量が上回るため全体の作用力 Fxp は減少する．以上より，Fxpf が水位と共に増加する傾向は
Z/a =0.5 のケースと一致するものの，Fxpb が早期から負の方向に作用するために，最大水平作用力は Fxpf
とFxpbの相対的な増加量との関係から決まる． 
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図-3.4.5 桁位置の異なる各ケースの水平作用力時刻歴波形 
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（a） Z/a=0.1                                    （b） Z/a=0.9 
図-3.4.6 各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形の比較 
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一方，Z/a =0.9 では H6’での水位が最大となる時刻と若干ずれ，Fxpf と Fxpin はほぼ同時刻で最大となる
ことで全体の作用力Fxpが最大となる． 
 図-3.4.7 に示すのは，桁位置の異なる 3 ケース毎に桁全体の最大作用力 Fxpと，Fxpが最大となる時刻に
おける各被圧面から作用する力を比較した図である．同図縦軸は Z/a の値，横軸は各被圧面から作用する
力であり下流側から作用する力を正としている．同図より下流側桁側面に作用する力 Fxpfは Z/a が減少す
る（波高頂部から桁位置が遠ざかる）につれ作用力が増加している．内桁に作用する力 Fxpinは Z/a が大き
いケースのみ作用している．上流側桁側面に作用する力 Fxpbは Z/a が小さいケースのみ作用している．図
-3.4.8 に示すのは，Z/a =0.1 と Z/a =0.9 のケースにおける各方向の作用力が最大となる時刻での津波作用
状況である．Fxpbが負の値となる Z/a =0.1 のケースの津波作用状況は，時刻の経過とともに桁上流側で水
位上昇がみられ，この水位上昇に伴う静水圧が下流側桁側面に作用したことで，桁を押し込む負の作用力
が生じたと考えられる．Fxpinが正の値となる Z/a =0.9 のケースの津波作用状況は，波高頂部が僅かに桁に
衝突する程度であることから，各内桁間の凹部に流入した津波が閉塞された空間で一様に圧縮される前に
津波が通過したため，下流側の内桁側面から作用する力が大きくなり，内桁から作用する力 Fxpin が大き
くなったと考えられる．また，図-3.4.7(d)に示す，Fxpf，Fxpin，Fxpbを足し合わせた Fxpは，Z/a の変化に対
して大きな違いがみられないことから，波高に対する相対的な桁位置に関わらず水平作用力は一定の値と
なることが分かる． 
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図-3.4.7 桁全体の作用力Fxpと各被圧面から作用する力の比較 
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図-3.4.8 津波の作用状況 
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 先述したように，下流側桁側面以外から作用する力により，作用力の鉛直方向の分布は一定となるが，
特に上流側桁側面から作用する力 Fxpbは，桁形状等にも依存するため，主たる被圧面である下流側桁側面
に作用する力 Fxpf が桁位置の違いでどの様に変化するかを把握することが重要となる．図-3.4.9 に示すの
は，Z/a と Fxpfの関係を着目時刻別に比較した図である．同図の Z/a =0.9 と 0.5 のケースは Fxが最大とな
る時刻とFxpfが最大となる時刻が同一であるものの，Z/a =0.1のケースでは，図-3.4.7(a)に示すように，Fx
最大時からさらに作用力は増加する．同図より Fxpf最大時の Fxcpfと Z/a の関係は，ほぼ線形関係にあり，
同図に示す入射波高の静水圧相当の作用力の分布と傾向は一致する．すなわち，Fxpf の高さ方向の分布は
静水面から桁位置までの距離に比例することがわかる．また，入射波高の静水圧相当の作用力と Fxpf は
Z/a が 0 に近づくにつれ両者の差は小さくなり，Z/a が 1 に近づくにつれ，両者の差は大きくなる．これ
は，流速が波高頂部の方が静水面付近と比べ相対的に大きいことや，津波作用状況の飛沫状況から分かる
ようにZ/aが1に近いケースではより衝撃的な力が大きかったためであると考えられる． 
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図-3.4.9 下流側桁側面に作用する力FxpfとZ/aの関係 
 
 
 （2）鉛直作用力の分析 
図-3.4.10 は先述した波高 20cm の津波に対して桁位置 Z/a を 0.1，0.5，0.9 に変化させた際の分力計で
計測された鉛直作用力の時刻歴波形を比較したものである．同図より，津波の作用時間は3ケースで大き
く異なり，作用時間に応じて上向きの最大鉛直作用力も変化していることがわかる．なお，分力計で計測
した作用力と圧力計の積分値は全ケース一致したため，Fz が最大となる時刻と Fzp が最大となる時刻は同
時刻であるとしFzpが最大となる時刻で整理を行う． 
 図-3.4.11 に示すのは，図-3.3.20 と同様に各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形を比
較した図である．同図には，鉛直作用力 Fzp が最大となる時刻での各被圧面に作用する力を示す．同図よ
り，Z/a =0.1における桁下面から作用する力Fzplの波形は，H6での水位が最大となる時刻まで概ね一様に
増加する．一方，桁上面から作用する力 Fzpuの波形は，Z/a =0.5 のケースと異なり Fzplが最大となる時刻
よりも早く下向きの力が作用し始める．このことから，上向きの最大鉛直作用力は Fzplと Fzpuの相対的な
増加量との関係から決まる．Z/a =0.9における上向きの鉛直作用力はFzplが支配的であり，Fzpuが下向きに
作用し始める時刻はZ/a =0.5のケースと同様にFzplが最大となる時刻よりも遅い． 
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図-3.4.10 桁位置の異なる各ケースの鉛直作用力時刻歴波形 
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（a） Z/a=0.1                                     （b） Z/a=0.9 
図-3.4.11 各被圧面に生じる圧力から算出した作用力の時刻歴波形の比較 
 
 
図-3.4.12 に示すのは，桁位置の異なる 3 ケース毎に桁全体の最大作用力 Fzpと，Fzpが最大となる時刻
における各被圧面から作用する力を比較した図である．同図縦軸は Z/a の値，横軸は各被圧面から作用す
る力であり上向きの力を正としている．同図より桁下面に作用する力 Fzplは Z/a が減少するにつれ作用力
が増加している．桁上面に作用する力 Fzpuは Z/a が 0.1 のケースのみ若干ではあるが下向きに作用してい
る．この時の津波作用状況は，図-3.4.8 に示すように，桁上面に桁側面を越流した流れが流入し始めてお
り，Fzpuが下向きに作用している状況が確認できる．また，Fzpl，Fzpuを足し合わせた Fzpは，Z/a が 0 に近
づくにつれほぼ線形的に増大する． 
図-3.4.13 に示すのは鉛直作用力最大時の桁周りの圧力分布を比較した図である．同図より桁下に作用
する圧力分布はZ/aによる違いはみられず下流側が大きい台形分布である． 
以上より，上向きの鉛直作用力は波高に対する相対的な桁位置が高い場合は小さくなり，低い場合は
大きくなる． 
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（a）桁下面       （b）桁上面        （c）桁全体 
図-3.4.12 桁全体の作用力Fxpと各被圧面から作用する力の比較 
 
 
 
図-3.4.13 桁周りに生じる鉛直作用力最大時の圧力分布 
 
 
 鉛直作用力の形状の影響を伴わない定量的な評価を行うには，水平作用力と同様に主たる被圧面である
桁下面に作用する力 Fzpl が桁位置の違いでどの様に変化するかを把握することが重要となる．図-3.4.14
に示すのは，Z/a と Fzplの関係を着目時刻別に比較した図である．同図の Z/a =0.9 と 0.5 のケースは Fzが
最大となる時刻とFzplが最大となる時刻が同一であるもののZ/a =0.1のケースでは，図-3.4.11 (a)に示すよ
うに，Fz最大時からさらに作用力は増加する．同図より Fzpl最大時の Fzplと Z/a の関係は，水平方向の作
用力と同様にほぼ線形関係にあり，同図に示す入射波高の静水圧相当の作用力の分布と傾向は一致する．
すなわち，Fzpl の高さ方向の分布は静水面から桁位置までの距離に比例することがわかる．また，入射波
高の静水圧相当の作用力と Fzplは Z/a が 0 に近づくにつれ両者の差は大きくなり，Z/a が 1 に近づくにつ
れ，両者の差は小さくなる．図-3.4.15 に示す桟橋を対象とした谷本ら 3.7)の実験結果からも分かるように，
入射波高の静水圧相当の圧力に比べ，0.7 倍程度の圧力となることから，実際に桁底面に作用する圧力は
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静水圧より小さくなる傾向は既往の研究と一致する．また，水平方向と同様に波高頂部が桁に衝突するよ
うな Z/a が大きい場合，衝撃的な力が作用するため Z/a が小さいケースに比べ作用力が大きくなったと考
えられる． 
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図-3.4.14 桁下面に作用する力FzplとZ/aの関係 
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図-3.4.15 谷本らの実験結果（進行波が桟橋に作用した際の圧力計の静的成分を抽出） 
 
 
3.4.3 桁形状パラメータ 
（1）水平作用力の分析 
図-3.4.16 に，標準桁形状の桁高を D とし，D を 1.5 倍，2 倍と変化させた桁模型を用いて，波高が
20cm の津波を造波させた際の桁の水平作用力の時刻歴波形を示す．各ケースの最大作用力は標準桁，
1.5D，2.0D の桁でそれぞれ 20N，26N，34N となり，標準桁からの作用力の増加率は 1.5D，2.0D でそれ
ぞれ 1.3 倍，1.7 倍となる．また，時刻歴波形の形状は作用時間や最大値発生時刻はほぼ同様であり，最
大値のみが異なる波形である．図-3.4.17 は，横軸に H6 で計測した波高 a，縦軸に最大水平作用力 Fxと
し，波高が異なる 7 ケースおよび桁形状の異なる 3 ケースの計 21 ケースの実験結果をプロットしたもの
である．同図には，桁形状毎に a と Fxの関係から原点を切片とした最小二乗法より算出した 1 次の近似
直線を示す．同図より，同一の波高にも関わらず桁高が高いケースで作用力が増加することがわかる．近
似直線の傾きを各ケースで比較すると，標準桁形状のケースでは 0.99 であるのに対して，桁高を 1.5 倍と
71 
 
したケースでは 1.4 で，桁高を 2 倍としたケースでは傾きは 1.9 となり，傾きの増加量はほぼ桁高の増加
量と一致する．以上より，水平作用力は桁高もしくは側面積に線形比例するといえる． 
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図-3.4.16 水平作用力の時刻歴波形の比較（桁高D, 1.5D, 2.0D：a=20cm ） 
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図-3.4.17 波高と水平作用力の関係（ 桁高D, 1.5D, 2.0D ） 
 
（2）鉛直作用力の分析 
 図-3.4.18は標準桁形状の桁幅をBとし，Bを1.4倍，1.7倍，2.1倍と変化させた桁模型を用いて，
波高が20cmの津波を造波させた際の鉛直作用力の時刻歴波形を示す．図内の数値は最大作用力の増加率
であり，()内は桁幅の増加率である．同図より，波高20cmのケースでは，時刻歴波形の形状は作用時間
や最大値発生時刻はほぼ同様であり最大値のみが異なる波形である．また，上向きの最大鉛直作用力の各
ケースの増加率は桁幅の増加率と等しい．図-3.4.19に示すのは，桁ケースの上向きの鉛直作用力が最大
となる時刻における津波作用状況である．同図より，全てのケースにおいて桁下面が津波の主たる被圧面
であることがわかることから，作用力は桁下面の圧力に起因する．図-3.4.20に示すのは，床版下面に設
置した圧力計の時刻歴波形を比較した図である．同図より，p12 を除けば圧力計の設置位置が異なるため，
作用開始時刻は若干ことなるものの，各ケースで波形に大きな違いはみられない．また，最大値について
も標準桁形状で若干小さい値であることや，桁上流側のp13で各ケース若干ばらつきはあるものの，全ケ
ースほぼ同様である．このことから，同一の波高であれば桁下面に作用する圧力は桁幅に関係なく同一で
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あるといえる． 
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図-3.4.18 鉛直作用力の時刻歴波形の比較（桁幅B, 1.4B, 1.7B, 2.1B：a=20cm ） 
 
 
(a) 1.4B 
 
(b) 1.7B 
 
(c) 2.1B 
図-3.4.19 津波作用状況 
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（a） 圧力計設置位置               （b） p11 
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（c） p12                    （d） p13 
図-3.4.20 床版下面圧力の時刻歴波形の比較（桁幅B, 1.4B, 1.7B, 2.1B：a=20cm ） 
 
 
図-3.4.21は，横軸にH6で計測した最大波高a，縦軸に上向きの最大鉛直作用力Fzとし，波高が異な
る 7ケースおよび桁形状の異なる4ケースの計28ケースの実験結果および桁形状毎の近似直線を示す．
同図より，近似直線の傾きを各ケースで比較すると，桁幅が1.4倍，1.8倍，2.1倍と変化する毎に，傾き
も1.5倍，2.0倍，2.3倍と変化しており，傾きの増加量はほぼ桁幅の増加量と一致する．以上より，上向
きの鉛直作用力は桁幅もしくは桁底面積に線形比例するといえる． 
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図-3.4.21 波高と鉛直作用力の関係（ 桁幅B, 1.4B, 1.8B, 2.1B ） 
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（3）床版張出部の影響 
 ここでは，床版張出部の影響が作用力特性に及ぼす影響について検討する．張出タイプの桁形状は，桁
高Dと桁幅Bは標準桁と同一とし，主桁本数を少なくすることで張出部をモデル化した． 
図-3.4.22に示すのは，標準桁と張出タイプの桁に波高20cmの孤立波が作用した際の桁の作用力時刻
歴波形である．同図(a)より，水平作用力は時刻歴波形の形状はほぼ同一であるが，最大作用力は張出タ
イプの桁が標準桁に比べ2割ほど小さい．同様に同図(b)に示す鉛直作用力の時刻歴波形においても，波
形は両桁形状でほぼ同一であるが，最大，最小となる作用力は張出タイプの桁が標準桁に比べ2割ほど小
さい． 
 
19.4N
16.5N
-10
-5
0
5
10
15
20
25
10.5 10.6 10.7 10.8 10.9 11 11.1 11.2 11.3 11.4 11.5
水
平
作
用
力
(N
)
t (s)
標準タイプ
張出タイプ
 
(a) 水平作用力 
47.8N39.5N
-49.2N
-44.1N
-60
-40
-20
0
20
40
60
10.5 10.6 10.7 10.8 10.9 11 11.1 11.2 11.3 11.4 11.5
鉛
直
作
用
力
(N
)
t (s)
標準タイプ
張出タイプ
 
(b) 鉛直作用力 
図-3.4.22 作用力時刻歴波形の比較（ 波高20cm ） 
 
 
図-3.4.23に示すのは，横軸にH6で計測した最大波高a，縦軸に最大水平作用力Fxとし，波高が異な
る 7ケースおよび標準桁と張出タイプの桁の2ケースの計14ケースの実験結果をプロットしたものであ
る．同図には，桁形状毎にa とFxの関係から原点を切片とした最小二乗法より算出した1次の近似直線
を示す．同図に示すように，近似直線の傾きは標準桁に対して張出タイプの桁で1~2割程度減少してお
り，波高に関わらず張出が有ることで作用力が減少することがわかる．水平作用力については，張出部が
あることで水平版の様な役割を果たし形状抵抗が減少したことで作用力が減少したと考えられる．一方，
鉛直作用力については，図-3.4.24に示す鉛直作用力最大時の津波作用状況からもわかるように，桁前面
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や桁背面の流れが桁内で圧縮されず，桁のない桁両側に流れている（図-3.4.25）ことがわかる． 
以上より，桁幅および桁高が同一である場合，床版張出部があることで無い場合に比べ作用力は減少
する．ただし，本検討では完全に張出部がない場合との比較であり，張出部の長さの影響や回転モーメン
トに関しては更に検討する必要がある． 
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  (a) 水平作用力                   (b) 鉛直作用力 
図-3.4.23 波高と水平作用力の関係 
 
 
  (a) 標準桁                   (b) 張出タイプの桁 
図-3.4.24 鉛直作用力最大時の津波作用状況(波高20cm) 
 
 
図-3.4.25 桁下面の流れ状況 
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3.5 段波に対する津波作用力の評価 
 
3.5.1 既往の津波作用力の評価方法 
過去に九州工大では本実験で用いた桁模型（標準形状）と同様の桁模型を用いて波形状の異なる 3 種
類の津波を対象とした津波実験から，桁に対する津波作用力の評価方法として以下に示す評価式を提案し
ている．評価式を算出するにあたり行った実験は，図-3.5.1 に示すように 3 種類の津波を対象とし，各津
波に対して桁位置を変化させた実験である．図-3.5.2 は，実験より得られた各方向の無次元最大波圧の鉛
直分布である．同図の横軸は無次元最大波圧であり，分力計より得られた作用力 F を桁側面積 Ahおよび
桁底面積 Av で除すことで桁側面および桁底面に作用する平均波圧とし，桁横で計測された通過波の波高
a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の縦軸は，桁中心位置 Z および桁底面位置 z を通過
波の波高aで無次元化し，波高に対する相対的な桁位置を表している． 
まず，同図(a)より，水平方向の無次元最大波圧の鉛直分布は，波高 10cm の砕波を生じるケースが最も
大きい値を示し，その近似直線（△プロット）は z/a が 0 から 0.5 までの範囲では一定の値を示し 0.5 以
上は z/aに比例して小さくなる．以下にその近似直線の式を示す． 
 
の場合　　　　　　　　　　
の場合　　　　　
5.0/9.1
/
5.0/3.1
/
42.0/


aZ
ga
AF
aZ
ga
AF
aZ
hx
hx


   式（3.5.1） 
 
ここに，Fx：水平作用力，Ah：桁側面積，ρ：水の単位体積重量，g：重力加速度 
一方，同図(b)より，鉛直方向の無次元最大波圧の鉛直分布は，波高 11cm の砕波が生じないケースが最
も大きい値を示し，その近似直線（○プロット）は z/a に比例して小さくなる．以下にその近似直線の式
を示す． 
16.1/18.2/ 
ga
AFaz vz              式（3.5.2） 
 
ここに，Fz：鉛直作用力，Av：桁底面積 
 式（3.5.1）および式（3.5.2）より，水平作用力 Fx および鉛直作用力 Fz の評価式として式（3.5.3）が得
られる． 
 
vz
hx
hx
AzagF
aZAgaF
aZAZagF
)18.2/53.0(
5.0/9.1
5.0/)42.0/10.3(






の場合　　　　　　　　　　　
の場合　　　　　
   式（3.5.3） 
 
なお，この津波実験で行ったパラメータは津波形状および桁位置であり，桁位置以外に評価式に含ま
れる波高および被圧面積については，作用力と比例関係にあると仮定している．本研究では既往の評価方
法に含まれる主要なパラメータが津波作用力に及ぼす影響の検証を行うために，波高および被圧面積をパ
ラメータとした津波実験を行い，前節では作用力特性の詳細な分析を行った．以降では，本実験より得ら
れた実験結果を上記と同様の評価方法を用いて式（3.5.1）～式（3.5.3）に示す既往の評価式の検証をおこ
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なう． 
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(c) 静水深15cm，波高10cm，砕波無 
図-3.5.1 九州工大で実施した既往の実験状況模式図と実験パラメータ 
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図-3.5.2 無次元最大波圧の鉛直分布 
 
 
 
 
 
78 
 
3.5.2 本実験結果を踏まえた津波作用力の評価 
 図-3.5.1 および図-3.5.2 に示すように，水平作用力の評価式は砕波を生じる津波を対象として得られた
実験式である．本実験において対象とした津波形状は，理論的にも実験的にも精度の高く，取扱や，詳細
な議論が困難である砕波現象をともなう津波は対象とせず，安定した実験結果が得られる非砕波の孤立波
としている．そこで，図-3.5.2 に示す実験結果を準用し，新たに非砕波タイプの評価式を求めた．図-
3.5.3 は，図-3.5.2 をもとに本実験で対象とした非砕波のケースと同様である「波高 11cm，砕波無」のケ
ースの実験結果から求めた近似直線である．水平方向の無次元最大波圧の鉛直分布は，Z/a が 0.94 までの
実験結果の近似直線を求め，0.94 以上は式（3.5.1）におけるZ/a≧0.5 の場合と同一とした．非砕波のタイ
プの実験結果を式（3.5.1）と同様に表したものが式（3.5.4）である． 
の場合　　　　　　　　　　
の場合　　　　　
94.0/86.0/
94.0/3.1/42.0/


aZ
ga
AF
aZ
ga
AFaZ
hx
hx


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 なお，鉛直方向については既往の評価式（3.5.2）が本実験で対象とした非砕波のケースと同様である
「波高 11cm，砕波無」のケースの実験結果から求めた近似直線であるため，そのまま用いることとする． 
 図-3.5.4 に示すのは，本実験で行った評価式に含まれるパラメータ（波高，桁位置，桁高，桁幅）に着
目した実験毎に，既往の評価方法と同様に無次元最大波圧として実験結果をプロットした図である．まず
同図(a)に示す，波高パラメータ実験結果では，水平方向，鉛直方向ともに実験結果のばらつきは既往の
実験結果程度であり，式（3.5.4）および式（3.5.2）の直線上に分布している．すなわち，波高の変化に対
して本評価式が正しく評価できているといえる．同図(b)に示す，桁位置パラメータ実験結果においても，
概ね上記の評価式の近傍に分布しており，桁位置の変化に対して本評価式が正しく評価できているといえ
る．同図(c)に示す，桁高パラメータ実験結果では，水平方向では若干評価式に比べ小さい値となるが安
全側の評価となる．一方，鉛直方向では実験結果はほぼ評価式近傍にプロットされており，桁高の変化に
対して鉛直方向の作用力への影響はみられない．同図(d)に示す，桁幅パラメータ実験結果では，鉛直方
向についてはほぼ評価式の近傍に分布しており，桁幅の変化に対して本評価式が正しく評価できていると
いえる．一方，水平方向については評価式に対して 1.7 倍程度の大きな値となるケースがみら，桁幅の変
化に対して水平方向の作用力への影響がみられる． 
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(a) 水平方向                  (b) 鉛直方向 
図-3.5.3 非砕波タイプの津波を対象とした無次元最大波圧の鉛直分布 
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(a) 波高パラメータ実験結果 
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(b) 桁位置パラメータ実験結果 
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(c) 桁高パラメータ実験結果 
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(d) 桁幅パラメータ実験結果 
図-3.5.4 無次元最大波圧の鉛直分布 
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 ここでは，先述したように桁幅の影響が水平方向の作用力に及ぼす影響について，波高 20cm，桁幅を
2.1 倍したケースについて検討を行う．図-3.5.5 は桁の津波作用力の時刻歴波形である．同ケースのよう
に桁幅が広い場合，Fz が最大となる時刻と同時に Fx も最大となることから，桁下面の被圧面積に応じた
力が斜め方向に桁下面に作用することで，その分力として Fzに応じた Fxが作用したと考えられる．同様
に波高が同一のケースで標準桁形状の場合，図-3.5.6 に示すように標準桁形状においても Fz 最大時には
Fx の波形に僅かな乱れが生じている．2.1B のケースにおける Fxの時刻歴波形に着目すると，作用開始か
ら早期に Fxおよび Fzが最大となり，Fxが減少し始める時刻から 0.15s 後に Fxが再び増加する．標準桁形
状のケースにおける Fx の時刻歴波形をふまえると，これは桁側面から作用する力による増加と考えられ，
桁幅が異なる場合においても桁側面から作用する力はほぼ同一であると考えられる． 
図-3.5.7 は，横軸に Fz の値を，縦軸に無次元化した水平作用力の値を桁幅が異なるケース毎にプロッ
トした図である．同図より，桁幅に関係なく 80N 程度の鉛直作用力に対しては，無次元最大波圧はほぼ
一定となるが，標準桁形状のケース以外の桁幅の広いケースでは被圧面積が大きくなることで Fz も増加
し，Fzが概ね80N以上の場合，無次元最大波圧はFzに比例して増加することがわかる． 
以上より，桁幅が桁高に対して非常に大きい場合，桁下面から作用する力の水平方向の分力が，桁側
面から作用する水平方向の力より大きくなると考えられる． 
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図-3.5.5 作用力の時刻歴波形（波高20cm，桁幅2.1B）    図-3.5.6 標準桁と桁幅を2.1Bとした桁での 
                                                      作用力の時刻歴波形比較 
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図-3.5.7 鉛直作用力と水平方向の無次元最大波圧の関係 
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 ここでは，評価式に対する本パラメータ実験結果のばらつきに関する評価を加える．図-3.5.8 は，図-
3.5.4 に示す実験結果の内，各方向の評価式に含まれるパラメータを対象とした実験結果をプロットした
図である．まず，同図(a)に示す水平方向の無次元最大波圧の内，最も評価式に比べ大きくなるケースの
無次元波圧の値は 0.98 であり，実験結果のばらつきは評価式の無次元最大波圧 0.86 に対して 1.14 倍程度
である．次に，同図(b)に示す鉛直方向の無次元波圧の内，評価式に比べ最も大きくなるケースの無次元
最大波圧は 0.48 であり，波高に対する桁の相対的な位置 z/a が評価式と同様の傾きで線形に変化すると仮
定し，最も評価式に比べ大きくなるケースを含むよう求めた直線の X 軸との交点は 0.63 となる．評価式
におけるX軸との交点は0.53であり，実験結果のばらつきは評価式に対して1.2倍程度である． 
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(a) 水平方向                  (b) 鉛直方向 
図-3.5.8 無次元最大波圧の鉛直分布とそのばらつき 
 
3.6 まとめ 
 
本実験では短周期の津波が桁に作用した際の作用力特性を明らかにすることを目的に，短周期波であ
る段波の内，波状段波の一山目および砕波しない段波を，押し波初動の孤立波により模擬した津波を桁模
型に作用させ，桁模型に生じる作用力や圧力等を計測した．本実験のパラメータは桁模型に入射する津波
の波高，桁模型の形状および津波との衝突位置とし，短周期の津波が桁に作用した際の種々のパラメータ
が作用力特性に及ぼす影響について分析を行った．以下に，得られた知見を示す． 
 
(1) 代表ケースとして波高 20cm の孤立波が静水面と波高頂部の中央に設置した標準桁に作用した際の津
波作用力は，作用開始からまず上向きの鉛直作用力 Fzが 48N で最大となり，その後，水平作用力 Fx
が20Nで最大となり，その後，津波波が桁を通り過ぎると桁には下向き鉛直作用力が生じる． 
 
(2) 標準的な桁に対して桁位置が波高の中央に位置した場合おける水平方向の津波作用力特性としては，
桁全体には下流側桁側面に津波が衝突することにより生じる力や，各内桁の凹部内に流入する水の
流れが圧縮されることにより生じる力，上流側桁側面から水位が上昇することで津波進行方向と逆
方向から生じる力が作用するものの，それぞれ異なる時刻で生じており，桁全体の作用力が最大と
なる時刻では下流側桁側面の作用力が9割以上を占める． 
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(3) 一方，鉛直方向の津波作用力特性としては，桁に津波が衝突すると桁底面に台形分布の正圧力が作
用することで上向きの作用力が生じ，その後，桁下面の圧力が減少することで上向きの作用力は減
少する．さらに，桁を越流した水が床版上面に落下することで，床版上面から下向きの力が作用し
桁全体の作用力は下向きに転じる．よって，対津波対策で重要な上向きの作用力は桁下面から作用
する力が支配的である． 
 
(4) 波高を変化させた静水深が 15cm である 3 ケースおよび，静水深 35cm である 4 ケースのパラメータ
実験では，水平作用力および鉛直作用力は波高の増加に伴い線形比例して増加することが明らかと
なった． 
 
(5) 波高 a に対する相対的な桁位置 Z を表す Z/a を 0.1，0.5，0.8 と変化させた 3 ケースのパラメータ実
験における水平作用力は，桁位置が波高の頂点から静水面に近づくにつれて下流側桁側面に生じる
圧力は線形的に増加するものの，Z/a が 0.8 のような桁位置が波高頂点付近にある場合は内桁にも流
れが作用することや，Z/a が 0.1 のような桁位置が静水面付近にある場合には上流側桁側面に津波進
行方向と逆方向から生じる力が作用するため，桁の最大水平作用力は桁位置に関わらず概ね一定の
値を示すことが明らかとなった． 
 
(6) 一方，同様のパラメータ実験における上向きの鉛直作用力は，桁下面から作用する力が支配的であ
り，桁位置が波高の頂点から静水面に近づくにつれて桁下面から上向きに作用する力が線形的に増
加するため，同じ波高の津波に対して桁位置が静水面に近くなるにつれ桁の上向きの最大鉛直作用
力は増加することが明らかとなった． 
 
(7) 桁高および桁幅の形状を変化させた 6 ケースのパラメータ実験では，標準桁形状に対する被圧面積
の増加量と水平方向および鉛直方向の作用力の増加量が概ね一致したことから，水平作用力は桁高
もしくは桁側面積に線形比例し，上向きの鉛直作用力は桁幅もしくは桁底面積に線形比例すること
が明らかとなった． 
 
(8) パラメータ実験結果をふまえ既往の津波作用力の評価式の検証を行った結果，評価式に含まれ波高，
被圧面積はそれぞれ比例関係となっており，評価式の妥当性が確認された． 
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第４章 準定常的な持続波を対象とした津波作用力に関する検討 
 
4.1 概要 
 
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では多数の津波映像記録があり，特に気仙大橋や姉歯
橋周辺の気仙川を遡上する津波の様子が東北地方太平洋沖地震で発生した津波の特性を確認することがで
きる．図-4.1.1に示すのは15時27分01秒に撮影された，津波の先端が気仙大橋を超えた模様が撮影されて
いる写真であり，波の先端部が砕波状である．堤防の高さを参照して，津波襲来前の天文潮位からの水位
変動量を波高と定義すれば，この津波先端の波高は2.1mと推定される．一方，図-4.1.2に示すのは，先に
示した図-4.1.1から約1分後の15時28分02秒の時点の写真で，水位が気仙大橋の桁下に到達した時点のも
のであり，浸水高は8.0mである．同図から，この時点の津波の形状は，段波状の先端の後に続く準定常
的な持続波であり，この後に気仙大橋が浸水して上部構造が流出したことが明らかとなっていることから，
津波先端部の砕波段波の他に，準定常的な持続波によって発生する津波作用力が上部構造の流出に大きく
影響を及ぼしていたと考えられる．以上をまとめると，陸前高田地区の気仙川を遡上する津波の形状は，
波高1～2mの砕波段波状の先端を有しこれに準定常的な持続波が続く．同様の津波形状は，名取川周辺や
歌津地区，小泉地区でも確認される．一方，海岸線においても多くの箇所で長周期の津波が来襲したこと
が確認されており，準定常的な持続波が海岸線近傍に位置する橋梁に作用したと考えられる．そこで，本
章では準定常的な持続波を対象とし，津波によって橋桁に発生する作用力を評価するために，回流装置を
用いて準定常的な持続波を模擬した定常流実験を実施した． 
 
 
気仙川
気仙大橋
波の先
 
図-4.1.1  段波状の波先端(15:27:01) 
 
 
気仙川
気仙大橋
橋梁に作用する波
 
図-4.1.2  段波状の先端に続く準定常的な持続波(15:28:02) 
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4.2 実験概要 
 
4.2.1 実験装置 
 使用する長水路は，第 3 章の孤立波実験で用いた水路と同一であり，長さ 41m，水路幅 80cm，模型設
置位置での水路高さ 95cm の片面ガラス張りの水路である．実験装置全体図を図-4.2.1 に示す．水路脇に
設置されている鋼管は，水路に直接つながっており，この鋼管を介して回流ポンプで水路内の水を流入・
流出させて水路内に定常的な流れを発生させ，準定常的な持続波を模擬した．なお，発生させた回流の流
速は，ポンプの回転速度で制御する．橋桁模型は孤立波実験と同様の位置に設置しており消波工は撤去し
た． 
 
H1～H6：波高計  ，V1～V3：流速計  ，T1：分力計 
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(a) 側面図 
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(b) 平面図 
図-4.2.1 実験水路 
 
 
4.2.2 計測機器と桁模型 
図-4.2.2(a)に橋桁模型周辺の断面図を，(b)に側面図を示す．なお，本章で行った実験は基本的には第 3
章で行った孤立波実験と同様の水路，計測機器および桁模型を用いており，ここでは第 3 章と異なる計測
機器，設置位置のみ詳細に述べる． 
流速計は，同図中の V1，V2，V3 に水平方向の流速を測定できるプロペラ式流速計を使用し，V1 と
V3 は模型への衝突による乱れのない流速の計測を行うために側壁の隣に設置した．V1 流速計は桁と同位
置の高さに設置し，V3 流速計は定常流内の平均的な流速を捉えることを目的として静水深中央に設置し
た．この V3 流速計で得られる流速を管理流速として，回流ポンプの回転数を調整して水路内の流速管理
に用いている．V2 流速計は桁に衝突する直前の流速を計測するために桁模型と同じ高さで桁前面に設置
している．桁模型には図-4.2.3 に示すように水平方向の圧力を計測する px1～px5 の計 5 個の圧力計を設
置した．鉛直方向の圧力を計測する圧力計は，橋桁床版上面の圧力を計測する pz1～pz3，各桁に囲まれ
た床版下面の圧力を計測するpz4～pz6であり，計6個の圧力計を設置した． 
計測の周期は 1/1000s であり，計測回数は各ケース 3 回の同一条件での造波を行い，再現性の確認を行
っており，時刻歴波形以外の数値は平均値を用いている． 
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（a）断面図               （b）側面図 
図-4.2.2 計測機器の設置状況 
 
下流側側面 上流側側面
pz1 pz2 pz3
pz4 pz5 pz6
px1
px5  
図-4.2.3 圧力計の設置状況 
 
4.2.3 相似則 
本実験では第 3 章と同様の考えのもと，フルードの相似則を用いた．本実験での桁模型は実橋の 1/50 
スケールを想定しており，相似比 Lm /Lpは 1/50 である．一方，レイノルズ数 Reは桁周辺の流れを再現さ
せるために，ある程度実現象に近い値である必要がある．東北地方太平洋沖地震の津波映像資料から得た，
桁が浸水した際の平均流速と水深を用いて算出した Re数のオーダーは 106~107である．後述するように，
本実験における Re数の範囲は 105～106であることから，本実験では概ね対象とする津波のような高 Re数
を再現しているといえる．図-4.2.4 は，S.F.HOERNER4.1)が平板形状の種々の実験結果に対して，Re 数と
抗力係数 Cd の関係をまとめたものである．同図より，本実験における Re 数範囲では Cd は概ね一定であ
る． 
 
 
        
図-4.2.4 レイノルズ数と抗力係数の関係 
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4.2.4 実験パラメータ 
本実験では，主として 4 つの項目に着目したパラメータを設定し実験を行った．以下に，各パラメータ
の詳細および実験ケース一覧を示す．水深 H は安定した流速を発生させる流量を確保するための最大水
深である 35cm とした．なお，3 ケースの流速のフルード数 Fr（= gH ）の範囲は 0.2～0.6 となることか
ら水槽内の流れは常流である． 
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図-4.2.5 実験ケース一覧 
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パラメータ① 水平流速 vx：定常流速と作用力の関係の把握 
 流速をパラメータとした実験では，水平流速 Vx（水槽内の平均的な回流流速）が 50cm/s，75cm/s，
100cm/s である 3 ケースを設定した．この流速の値は，実橋換算すると 3m/s～7m/s の値であり，図-4.2.6
に示す，東北地方太平洋沖地震において撮影映像より求めた河川を遡上する津波の平均的な流速 6m/s4.2)
に概ね該当する．なお，竹田の研究成果 4.3)においても同等の結果が得られている． 
 
津
波
の
流
速
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）
 
図-4.2.6 映像分析により算出した流速（最大値と最小値，平均値） 
 
 
パラメータ② 桁位置Z：桁位置と作用力の関係の把握 
 桁位置をパラメータとした実験では，桁位置 Z は，定常流内の高さ方向の水平流速分布と，それに応
じた作用力分布を確認するため，静水面から下方に-7cm，-14cm，-21cm，-28cmの計 4 ケースを設定した． 
図-4.2.7 に示すのは，模型実験における桁位置を実橋換算した際の水面と桁位置の関係のイメージ図を示
す．同図(a)に示す，Z =-7 のケースでは一般的な上部構造形状であれば，上部構造がすべて水没したすぐ
の状態である．その他のケースは，完全に水没した状態であり，最大水位や桁下空間の大きさにより変化
する水位と桁位置の様々な状態を模擬している． 
 
 
（a）Z=-7cm（実橋-3.5m） 
 
（b）Z=-14cm（実橋-7m）            （c）Z=-21cm（実橋-10.5m）     （d）Z=-28cm（実橋-14m） 
図-4.2.7 各実験ケースの実橋における水面と桁位置の関係 
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パタメータ③ 桁形状：被圧面積と作用力の関係の把握 
 桁形状をパラメータとした実験では，孤立波実験で用いた桁幅および桁高を変化させた桁模型を用いて
形状をパラメータとした標準桁形状を含む全7ケースを設定した．なお，本パラメータ実験は基本的な流
れに対する桁の形状特性を把握するために，水面形の乱れが大きい水面付近のケースを避けより流れが安
定している桁位置Z =-21cmのケースで実施した． 
 
 
図-4.2.8 桁模型一覧 
 
 
パラメータ④ 水位上昇速度Vz：水位上昇速度と作用力の関係の把握 
水位上昇速度をパラメータとした実験は，水位上昇の影響を考慮するために定常流状態の流れ場に，
ある一定の速度で桁を降下させ，桁下面に水面が接地し桁が完全に水没するまでの状態の作用力を計測し
た．図-4.2.9 に示すのは，図-4.1.1，図-4.1.2 に示す同様の写真データを用いて推定した，気仙大橋付近
の気仙川における津波遡上状況を表した図である．同図に示すように，上部構造に津波が作用する際の水
位上昇速度 Vzは 2.0m/min である．また，中野・幸左ら 4.4)の分析によれば，伊万里川を遡上する津波の水
位上昇速度は 1.6m/s，Zheng ら 4.5)の分析によれば，志津川を遡上する津波の水位上昇速度波は平均で
2.2m/min であった．以上をふまえ，2m/s の水位上昇速度を有する持続波を想定し，30cm/s の水位上昇速
度のケースを設定した．また，さらに水位上昇速度が早いケースを想定し，実橋で 6m/min となる 90cm/s
の水位上昇速度のケースを設定した． 
 
 
15:28:06 s
Vz=4.6 m/min
Vz=2.0 m/min
15:26:52 s
15:26:13 s
▽
▽
▽
a=8.0 m
a=5.5 m
a=2.5 m
気仙
大橋
 
図-4.2.9 気仙大橋上部構造に津波が作用する際の水位上昇速度 
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4.3 代表的な実験ケースの結果 
 
ここでは，水深Hが35cm，桁位置Zを-7cmとし，定常流速Vx が100cm/sの準定常的な持続波を模擬した
定常流を標準桁に作用させた際の実験ケースを代表ケースとし，結果の整理および作用状況について分析
を行う． 
 
4.3.1 流れ状態 
図-4.3.1に示すのは，桁模型横で側壁とガラス板の中央に設置したH6波高計の時刻歴波形である．図中
に示す平均値は0sから30s間のデータを単純平均したものであり，以降のデータも平均値は30s間の時間幅
で算出した．同図よりH6で計測された水面の平均水位は32cmであり，水面は回流装置を作動させる前の
静水面である35cmから若干低下しているものの，大きな乱れもなく定常的な流れであることがわかる． 
図-4.3.2に示すのは，側壁とガラス板の中央位置にあるV3流速計から得られた水平流速の時刻歴波形で
ある．V3流速計は水路内の流速を管理している流速計でありここで示すケースの目標値は100cm/sである．
同図に示す1/1000sデータの時刻歴波形は，高周波のノイズを除去するために1/10sの移動平均処理を行っ
ている波形と比較してもほぼ同様の波形が得られている．また，平均値は107cm/sであり最大でも1割程の
ばらつきはあるものの，水路内ではほぼ目標流速の流れが生じていることがわかる． 
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図-4.3.1 水面変動の時刻歴波形（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
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図-4.3.2 V3流速の時刻歴波形（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
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4.3.2 水平方向の作用力特性 
 ここでは，準定常的な持続波を模擬した定常流状態の流れ場に桁を水没させた際に生じる桁水平方向の
作用力に着目した分析を行う． 
図-4.3.3 に示すのは，分力計で計測した水平方向の作用力 Fxおよび桁と同位置に設置した V1 流速計で
計測した水平方向の流速 V1 の時刻歴波形である．同図に示す，計測生データであるサンプリング周期
1/1000s では所々に電磁ノイズと思われる大きな短周期の振動が確認出来る．この電磁ノイズを除去する
目的で，1/10s 間隔で移動平均によって平滑化したデータを併せ示す．同図(a)に示す，Fx の 1/10s の時間
間隔で移動平均した平滑化データの最大値，最小値はそれぞれ 12.3N，10.1N であり，平均値 11.3N に対
するばらつきは 1 割程度である．同様に，同図(b)に示す V1 の 1/10s の時間間隔で移動平均した平滑化デ
ータの最大値，最小値はそれぞれ 116m/s，91cm/s であり，平均値 103cm/s に対するばらつきは 1 割程度
である．このことから，先述した水位や流速のばらつきに対して作用力も同様のばらつきの程度であるこ
とから，実験結果の評価としては平均値を用いることとする． 
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（b）V1 
図-4.3.3 水平作用力Fxおよび水平流速V1の時刻歴波形（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
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次に，水平作用力の発生メカニズムについて桁模型に設置した圧力計の計測結果から分析する． 
図-4.3.4に示すのは，下流側桁側面に作用する圧力の代表としてpx1圧力計で得られた圧力の時刻歴波
形である．流速や水平作用力と同様に，1/10sの時間間隔で移動平均した平滑化データで評価すると，px1
の最大値，最小値はそれぞれ990Pa，803Pa であり，平均値は891Paである．平均値に対する最大値と最
小値のばらつきは，流速や水平作用力と同様で1割程度であり，若干の数値の変動はみられるものの，平
均値を用いた評価が可能と考えられる．同様にpx2～px5圧力計の時刻歴波形から平均値を求めた結果を
図-4.3.5に示す．この結果から，桁側面に設置したpx1から px5の5箇所の圧力は，ほぼ同じレベルの圧
力となるため，桁側面に発生する桁方向の圧力分布は等分布であり，平均的には830Paの圧力が作用して
いる． 
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図-4.3.4 px1圧力の時刻歴波形（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
 
 
図-4.3.5 下流側桁側面に作用する圧力分布（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
 
 
 一方，下流側桁側面に生じる圧力には動圧と静圧が含まれているものの，正確に両圧力を分類すること
は難しい．そのため，後述するように桁に作用する圧力の積分値である作用力に対して定量的な評価を行
うとし，ここでは作用力に及ぼす主たる要因について定性的な評価を行う． 
図-4.3.6に示すのは，水平作用力Fxとの相関を分析するために表示範囲を縮小し，作用力と圧力およ
び流速の時刻歴波形を比較した図である．なお，全ての波形は1/10s 間隔で移動平均した平滑化データで
ある．まず，同図(a)に示す水平作用力Fxと下流側桁側面のpx1～px5の圧力を時々刻々に平均した結果を
比較すると，両者の波形は細かい変動を含めてほぼ一致している．次に，同図(b)に示す下流側桁側面の
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px1～px5の圧力を時々刻々に平均した結果と下流側桁側面から1cm程度下流側に設置したV2流速計の
計測結果を比較すると，両者の波形は局所的に異なる箇所もみられるものの，大きな波形の変動は概ね一
致している．すなわち，水平作用力の変動と，桁側面に生じる圧力および桁側面に作用する水平流速の変
動は一致し，それぞれ高い相関関係がみられる． 
このことから，定性的ではあるが水平作用力は下流側桁側面に作用する水平流速に依存した桁側面に
生じる圧力による力が支配的であるといえる． 
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（a） 下流側桁側面圧力との比較 
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（b） V2流速との比較 
図-4.3.6 作用力と圧力および流速の時刻歴波形の比較（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
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4.3.3 鉛直方向の作用力特性 
 ここでは，準定常的な持続波を模擬した定常流状態の流れ場に桁を水没させた際に生じる桁鉛直方向の
作用力に着目した分析を行う． 
（1）作用力と圧力の関係 
 図-4.3.7 に示すのは，分力計で計測した鉛直方向の作用力 Fz の時刻歴波形である．同図に示す，計測
生データであるサンプリング周期 1/1000s では所々に電磁ノイズと思われる大きな短周期の振動が確認出
来る．この電磁ノイズを除去する目的で，1s 間隔で移動平均によって平滑化したデータを併せ示す．同
図より，Fz の 1s の時間間隔で移動平均した平滑化データの最大値，最小値はそれぞれ-14.2N，-18.4N で
あり，平均値-16.8N に対するばらつきは 1 割程度である．桁に作用する鉛直作用力 Fzは負の値となるこ
とから下向きの力が生じている．なお，分力計は水没する前の状態をイニシャル値としているため，同図
に示す値は浮力を含んだ値である． 
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図-4.3.7 鉛直作用力Fzの時刻歴波形（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
 
 
図-4.3.8 に桁の上下面に設置した圧力計の計測結果を示す．同図(a)は，各圧力計で計測された圧力の時
刻歴波形を示している．鉛直作用力と同様に，1s の時間間隔で移動平均した平滑化データで評価すると，
多少の数値の変動はみられるものの概ね一定の値を示す．なお，圧力値は桁に対して正の値は圧縮圧力，
負の値は引張圧力を示す．この時刻歴波形を時々刻々に積分した結果を Fzp とし，Fz との時刻歴波形を比
較したのが図-4.3.9 である．同図に示すように，Fzp と Fz の平均値はそれぞれ-16.3N，-16.8N でありほぼ
同値であり短周期の振動も両者一致している．このことから，鉛直作用力に寄与する圧力および設置箇所
を十分捉えており計測結果の信頼性は十分に高いと言える． 
次いで，図-4.3.8 に示す時刻歴波形から求めた桁周りに生じる圧力の平均値をプロットしたのが図-
4.3.10 である．同図より，床版上面に作用する圧力は，下流側の pz1 と pz2 はそれぞれ 215Pa，234Pa と
正値であり，桁を押し込む圧力が作用しているが，上流側の pz3 は-93Pa と負値であり，桁を引っ張る圧
力が作用している．一方，床版下面に作用する圧力は，下流側の pz4 は-195Pa と負値であり，上流側の
pz5，pz6 はほぼ圧力が作用していない．この結果から，桁の鉛直方向に影響すると考えられる桁上下面
では，等分布となった桁側面とは異なり，流れの方向に対して奥行き方向に異なる圧力分布となることが
わかる．また，桁の上下面のいずれの面においても，定常流によって発生する圧力分布は下向きとなるた
め，作用力は下向きの力となる． 
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図-4.3.8 桁上下面に作用する圧力の時刻歴波形（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
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図-4.3.9 FzとFzpの時刻歴波形の比較（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
 
 
-93 Pa
-4 Pa 11 Pa
234 Pa215 Pa
-185 Pa
pz1 pz2 pz3
pz4 pz5 pz6
A1 A2 A3
A4 A5 A6
 
図-4.3.10 桁上下面に作用する平均圧力分布（Vx=100cm/s,Z=-7cm） 
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（2）圧力と水面形の関係 
図-4.3.11 に示すのは，実験の映像記録から定常流が桁模型に作用した際の状況をトレースしたものと，
図-4.3.10に示す桁模型の上下面に発生する圧力分布を重ねあわせた図である．同図によれば，桁模型に
作用する際の波形状は，桁模型の津波作用側の上面側で越流する様子や，同じく下面側の桁間の空気泡が
背面側に向かって流れる様子，桁模型背面側上面端に発生する空気泡が流れる様子が確認される．圧力分
布を併せて見れば，下流側の桁側面を越流することによって下向きの流れが発生し，これが桁模型の津波
作用側上面に下向きの圧力を引き起こし，さらに桁模型下面側に流れの剥離が発生することで，同様に下
面に下向きの圧力を引き起こしたと考えられる．同様に，桁模型背面側の上面にも流れの剥離による負圧
が発生したと考えられる． 
図-4.3.12 に示すのは，計測開始と同時に撮影を開始してから 13.2s の時点で生じている気泡 A，B，C，
Dの動きを追跡した図である．図中に示すように，気泡A，B，C，Dは，0.023s 後にそれぞれA’，B’，
C’，D’に移動する．これらの気泡の移動した方向をベクトルで示すと，床版上面のA-A’およびB-B’の
気泡は，図中右下方向に移動しており，床版上面に向かい流れが作用していることがわかる．一方，床版
下面のC-C’およびD-D’は，ほぼ水平方向に移動しており，流れは桁の水平方向とほぼ同じ方向に流れて
いることがわかる． 
この結果から，桁模型に発生する下向きの鉛直作用力は，主に越流によって桁模型上部に発生する下
向きの流れ影響によって発生したと考えられる． 
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図-4.3.11 津波作用状況と桁周りに生じる圧力分布 
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図-4.3.12 桁周りに生じる気泡の移動 
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4.4 パラメータ実験結果 
 
4.4.1 流速および桁位置の影響 
 ここでは，静水面から-7cm，-14cm，-21cm，-28cm の 4 ケースの桁位置において，定常流速 Vx を
50cm/s，75cm/s，100cm/s と変化させた 3 ケースの定常流を標準桁に作用させた際の実験結果から，準定
常的な持続波に対する作用力特性について分析を行う． 
（1）水平作用力特性 
ここでは水平作用力に着目した分析をおこなう．まず，図-4.4.1 に水平流速の異なる 3 ケースの水深方
向の流速分布（流速 V1 での計測値）を示す．同図より，桁に作用した定常流の水深方向の流速分布は，
水平流速に関係なく水面付近では空気の抵抗を，水路底面では摩擦抵抗の影響を受け水深中央部に比べ若
干流速が減少するものの，水深方向の流速の変化は1割程度でありほぼ一定であるといえる．次に，流速
分布と同様に整理した 3 ケースの水深方向の水平作用力分布を図-4.4.2 に示す．同図より，水平流速が
100cm/s のケースでは，水平作用力は水面付近では 11.3N，水路底面付近では 12.7N であり，水深方向に
1 割程度の差は生じるものの流速分布と同様にほぼ一定といえる．その他の流速ケースについても同様に
水深方向には水平作用力は一定である．以上の結果から，定常流とした流れにおいては，桁の浸水状況に
よって流速や水平作用力に大きな変化は無いといえる． 
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図-4.4.1 水深方向の流速分布 
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図-4.4.2 水深方向の水平作用力分布 
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（2）水平作用力の評価 
 一般的に建築構造物等の3次元構造物に作用する波力の評価式としては，海水中にある杭に作用する波
浪荷重を評価するために提案されたモリソン式（抗力式）4.6)がよく知られており，その評価式は流体力を
加速度に比例する慣性力項と，流速の2乗に比例する抗力の和として表現したものである．通常，準定常
的な流れに対しては一定流速下であれば慣性力項は省略でき，以下の式となる． 
 
2
2
1
xhdxcal vACF             式（4.4.1） 
 
ここに，Fxcal：水平方向の流体力， Cd：抗力係数，ρ：水の密度(1000kg/m3)，vx：津波の水平流速，
Ah：桁模型の側面積である． 
なお，抗力係数 Cdは形状抵抗や摩擦抵抗により変化し，構造物の違いで様々な係数 4.7)が提案されてい
る．本研究では，以下に示す道路橋示方書・同解説Ⅰ共通編 4.8)で提案されている上部構造に作用する風
荷重を求める際に用いる抗力係数を準用することとした．この式は，橋梁上部構造を対象とした風洞試験
結果を包括するよう定められた式である．式（4.4.2）から求めた本実験で用いた標準桁形状の Cd は 1.54
となる． 
 

 
DB
DBDB
Cd /83.1
8/1/1.01.2
≦　　　　　　
≦　　　　
           式（4.4.2） 
 
 ここに，B：桁幅， D：桁高である． 
 図-4.4.3 に示すのは，前述の桁横で計測した V1 流速の平均値を用いて式(4.4.1)で算出した水平作用力
Fxcalと，分力計で計測した水平作用力 Fxを比較した図である．同図から，Vx=100cm/s の Z= -7cm のケー
スを例にとれば， V1 流速の値 104cm/s を用いて式(4.4.1)から算出した Fxcalと Fxは両者 11.3N と一致する．
また，桁位置の異なるケースや流速が異なるケースにおいても Fxcalと Fxは概ね 1：1 の関係にあり，その
ばらつきは2割程度である． 
以上の結果から，定常流によって発生する水平作用力は，水深鉛直方向の位置に関わらず流速の 2 乗
の関数であることが明らかとなった． 
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図-4.4.3 提案式から得られた水平作用力と実験値の比較 
99 
 
（3）抗力係数の評価 
 上述した式（4.4.1）を用いて水平作用力を評価する際のパラメータとしては断面積と抗力係数が挙げら
れる．橋桁を対象とした開水路中の抗力係数は，中尾ら 4.9)が孤立波に対して評価しているものの，定常
状態の流れ中にある橋桁の抗力係数に関する研究は少ない．ここでは，抗力係数について詳細に分析をお
こなう． 
橋桁の抗力係数Cdは式（4.4.1）を変形した式（4.4.3）で定義する． 
hxw
x
d
A
FC 2
2
                 式（4.4.3） 
ここで，Fxは分力計より得られた水平作用力，vxは桁横の V1 流速の実験から得られた計測値である．代
表ケースとして，桁中心位置Z を-21cm とした際の，式（4.4.3）より得られた抗力係数CdとV1 流速の関
係を図-4.4.4 に示す．同図より，流速の増加に伴い式（4.4.2）より得られる Cd に比べ最大で 1 割程度増
加することがわかる．図-4.4.5 は，水深中央に設置した代表的な流速である V3 流速の時刻歴波形（サン
プリング周期 1/1000s）を示したものである．同図(a)，(b)はそれぞれ 50cm/s，100cm/s の流速ケースの時
刻歴波形であり，同図にはあわせて時刻歴波形から得られた平均値と標準偏差 σ を示す．同図より，
50cm/s のケースに対して 100cm/s のケースの時刻歴波形は振幅が大きく乱れていることに加え，標準偏
差 σは 1.7 から 2.8 に約 60%増加する．よって，流速の増加に伴い水路内の流れの乱れは大きくなること
から，一定流速下での抗力係数に比べ本実験結果における抗力係数が増加した可能性が考えられる． 
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図-4.4.4 水平流速と抗力係数の関係（ Z=-21cm ） 
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  （a）Vx = 50cm/s                                （b）Vx = 100cm/s 
図-4.4.5 水平流速の乱れ 
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図-4.4.6 に，図-4.4.4 に示した桁中心位置 Z を-21cm とした際の 50cm/s および 100cm/s の流速ケースの
作用状況の比較示す．同図より，100cm/s の流速が作用した際の桁下の空間には多数の渦が生じており，
各桁それぞれに水平方向の流れが作用していたと考えられる．このことから，橋桁側面に作用する流れ以
外に桁（突起）が抵抗することで抗力が増加したと考えられる．また，水平流速の増加により水面形が変
化し，下流側と上流側の桁側面での水頭差がより大きくなっていることから，桁の作用力が増加し，見か
け上の抗力係数が増加した可能性も考えられる． 
図-4.4.7 は全実験結果の V1 流速の値を用いて算出したレイノルズ数 Re（= a v/ν）と抗力係数 Cdの関
係を示す．ここで，Re数を算出する際に用いた代表長 a は水深 H とした．同図より，前述したように Re
数の増加（流速の増加）に伴い Cd の増加は見られるものの，その差異は 1 割程度である．同様に，桁中
心位置 Z によって Cdのばらつきはあるものの，Re数と Cdの関係は同様である．また，式（4.4.2）と比較
すると，本実験で得られた Cdは最大で 20%程度，平均的な Cdは 1.61 であり，式（4.4.2）で求めた抗力
係数Cdは 5%程度の差異で実験結果を評価できることがわかる． 
 
 
 
  （a）Vx = 50cm/s                   （b）Vx = 100cm/s 
図-4.4.6 桁への流れ作用状況の比較 
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図-4.4.7 レイノルズ数と抗力係数の関係 
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（4）鉛直作用力の分析 
ここでは鉛直作用力に着目した分析をおこなう．図-4.4.8 に示すのは，水平流速が異なる 3 ケースの水
深方向の鉛直作用力分布である．横軸は鉛直作用力であり，上向きに作用している場合は正値，下向きに
作用している場合は負値を示す．なお，分力計は水没する前の状態をイニシャル値としているため，同図
に示す値は浮力を含んだ値であり，本実験の様な完全に水没した状態では常に浮力が生じていると考えら
れる．まず，最も流速が遅い 50cm/s のケースでは，水深方向の鉛直作用力の最小値，最大値はそれぞれ
13.2N，17.7N であり平均すると 15.5N となり，桁模型の体積から求めた桁模型の浮力 15.1N とほぼ同一
の値である．次に，流速が 100cm/s のケースでは，水深方向の鉛直作用力の最小値，最大値はそれぞれ-
17.0N，14.2N であり，水深が深くなるにつれ下向きの作用力が線形的に減少し，最も水深が深いところ
では上向きの作用力に転じることが分かる．桁位置が水面付近であるZ =-7cmのケースに着目すると，全
ケースで浮力（15.1N）が常に生じていると仮定した場合，水平流速の増加に伴い浮力以外の作用力は下
向きに増加する．一方，水深が最も深い Z =-28cm のケースでは，流速に関係なくほぼ浮力程度であるこ
とがわかる． 
以上の結果から，定常流によって発生する上向きの鉛直作用力は最大でも浮力程度であり，浮力が常
時作用していると仮定した場合，水面付近に桁が位置する場合では流速の増加に伴い浮力以外の下向きの
作用力が増加する． 
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図-4.4.8 水深方向の鉛直作用力分布 
 
 
次いで，水面付近に桁が位置する場合に浮力を除く下向きの鉛直作用力が流速の増加とともに増加す
る理由について考察を行う．図-4.4.9 に桁位置がZ =-7cm の各流速ケースにおける，下流側桁側面に流れ
が作用することで流れが越流している状況を示す．同図では，静水面から最も水位が高い位置までの距離
を越流高として各ケース算出した．同図より，3 ケースの越流高は流速に比例して大きくなることが確認
できる．まず，最も流速が遅い 50cm/s のケースに着目すれば越流高は h1=0.6cm と非常に小さく，このた
め桁上面に下降流が発生せず下向きの鉛直作用力の影響が小さかったと考えられる．一方，最も流速が速
い 100cm/s のケースでは越流高が h3=3.9cm と最も大きく，大きな下降流が桁模型に作用したことを示唆
している．同様に，桁位置が Z =-14cm での越流高を確認すると，Z =-7cm のケースと同様に流速の増加
102 
 
に伴って越流高が増加する傾向が確認されるとともに，桁位置が水面から遠ざかるにつれて越流高が減少
する傾向も確認された． 
以上の分析結果から，水面から桁位置までの距離の減少および水平流速の増加に伴って越流高が増加
することで下降流が増加し，下向きの鉛直作用力の増加につながったことが明らかとなった． 
 
 
 
(a) Z= -7cm 
 
 
(b) Z= -14cm 
図-4.4.9 水面形の比較 
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4.4.2 桁形状の影響 
 ここでは，桁幅および桁高を変化させた桁模型を用いて形状をパラメータとした標準桁形状を含む全 7
ケースの実験結果（桁位置 Z =-21cm）から，準定常的な持続波に対する作用力特性について分析を行う． 
（1）水平作用力の分析 
ここでは水平作用力に着目した分析を行う．まず，図-4.4.10 に桁模型の変化に伴う抗力係数 Cdの変化
を示す．Cdは式（4.4.2）より求めており，桁高が高くなることで Cdは増加し，桁幅が広くなることで Cd
は減少するものの1.76Bと2.14Bのケースは同一のCdとなる． 
図-4.4.11 に示すのは，式（4.4.1）および式（4.4.2）を用いて算出した計算作用力 Fxcal と分力計より得
られた計測作用力 Fxを比較した図である．まず，桁高をパラメータとした場合，Fxcalと Fxは概ね 1：1 の
関係にあり，そのばらつきは 2割程度と標準桁形状のケースとほぼ同じである．一方，桁幅をパラメータ
とした場合，Fxcalと Fxは流速が増加するにつれ Fxcalに対して Fxが大きくなる．これは，床版下空間の影
響を排除するために，桁幅の増加に対して桁間隔を同一とし桁本数を増やしたたことで，各桁による抵抗
も増加したことが要因と考えられる． 
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図-4.4.10 各桁模型と抗力係数の関係 
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（a）桁高パラメータ               （b）桁幅パラメータ 
図-4.4.11 提案式から得られた水平作用力と実験値の比較 
 
 
104 
 
 図-4.4.12 に示すのは，桁位置 Z を-21cm とし，定常流速が 100cm/s のケースにおける標準桁形状，
2.0D および 2.14B の桁模型の下流側側面に作用する圧力分布を比較した図である．同図より，標準桁形
状，2.0D および 2.14B の桁模型の下流側側面に作用する圧力の平均値はそれぞれ 2091Pa，2178Pa，
2053Pa と桁形状が異なる場合においてもほぼ同じ圧力が作用していることが分かる．すなわち，桁の水
平作用力に及ぼす影響は桁形状の違いによる抗力係数の違いのみであることが分かる． 
以上より，定常流によって発生する水平作用力は，桁幅および桁高の変化に応じた式（4.4.2）から求め
た抗力係数を用いることで，式（4.4.1）より水平作用力を評価できることが明らかとなった． 
 
 
 
図-4.4.12 下流側桁側面に作用する圧力分布の比較（ Z=-21cm，Vx=100cm/s ） 
 
 
（2）鉛直作用力の分析 
ここでは鉛直作用力に着目した分析をおこなう．まず，図-4.4.13 に示すのは，桁高を変化させた桁模
型における鉛直作用力の計測結果と，標準桁における水深方向の鉛直作用力分布（図-4.4.8 と同図）を比
較した図である．横軸の鉛直作用力は桁模型の形状の違いで浮力も異なることから，計測された鉛直作用
力から浮力を差し引いた値 Fz’としている．同図(a)に示すように，水平流速が遅い場合，桁高が高くなる
につれ Fz’は上向きに増加する．一方，同図(c)に示すように，水平流速が速い場合，桁高が高くなるにつ
れ Fz’は下向きに増加する．Vx =50cm/s のケースのような水平流速が遅く桁高が高い場合，図-4.4.15 に示
すように各桁と床版に囲まれた空間に気相が多く見られることから，模型の体積から求めた浮力より大き
い浮力が生じることにより，上向きの作用力が増加したと考えられる．一方，流速が速いケースにおいて
は，桁高が高くなるにつれ桁模型による流れの抵抗が増加し越流高が標準桁に比べ更に高くなることで，
下降流が増加し，下向きの鉛直作用力の増加につながったと考えられる． 
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次に，図-4.4.14 に示すのは，図-4.4.13 同様に桁幅を変化させた桁模型における鉛直作用力の計測結果
と，標準桁における水深方向の鉛直作用力分布（図-4.4.8 と同図）を比較した図である．桁幅を変化させ
た際においても，桁高を変化させた際の鉛直作用力特性と同様であるものの，水平流速が速い場合は標準
桁とほぼ同様の作用力である．これは，水平流速が遅い場合は桁高の高いケース同様に浮力の増加による
要因が考えられるものの，水平流速の速いケースでは桁高は変化していないため，桁形状の違いで越流高
の変化がないことから鉛直作用力が変化しなかったと考えられる． 
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(a) Vx=50cm/s           (b) Vx=75cm/s          (c) Vx=100cm/s 
図-4.4.13 水深方向の鉛直作用力分布の比較（ 桁高パラメータ ） 
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(a) Vx=50cm/s           (b) Vx=75cm/s          (c) Vx=100cm/s 
図-4.4.14 水深方向の鉛直作用力分布の比較（ 桁幅パラメータ ） 
 
 
図-4.4.15 床版下面の空気の巻き込み状況（Vx=50cm/s） 
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図-4.4.16 は，横軸に浮力 U，縦軸に鉛直作用力 Fzとし，桁形状毎に実験結果をプロットした図である．
同図に示す実線はFz =Uの関係を示しており，この直線より上方に実験結果がプロットされる場合，浮力
以外に上向きの力が作用しており，下方にプロットされる場合，浮力以外に下向きの力が作用しているこ
とを示している． 
まず，同図に示すように，桁形状が変化した場合においても水平流速が 100cm/s のケースでは浮力以上
の作用力が生じていないことがわかる．一方，水平流速が 50cm/s，75cm/s のケースでは，標準桁ではほ
ぼ鉛直作用力 Fzと浮力 U は同じであるが，その他の桁形状のケースについては桁形状の違いが作用力に
およぼす影響は少なく，概ね鉛直作用力 Fzは浮力 U の 1.2 倍程度である．標準桁に対して 2 割程度作用
力が増加するが，これは，標準桁に対して，桁形状を変化されたケースの桁模型は床版と桁間に囲まれる
空間が増加するため，図-4.4.15 に示すように，より空気を巻き込みやすくなり，完全に空気が抜け切れ
なかった体積分だけ浮力が増加したと考えられる． 
以上の結果から，定常流によって発生する上向きの鉛直作用力は桁形状によっては桁と床版に囲まれ
た空間の気相の有無により浮力が変化することで，模型の体積から求めた浮力より 1.2 倍程度大きい力が
生じる可能性があるものの，概ね浮力相当である． 
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図-4.4.16 浮力と鉛直作用力の関係（ Z=-21cm ） 
 
 
（3）床版張出部の影響 
 ここでは，床版張出部が作用力特性に及ぼす影響について分析する．図-4.4.17は，水平流速と作用力
の関係を，標準桁と張出桁で比較した図である．まず，水平作用力は標準桁に比べ張出が有ることにより
作用力が2~3割減少する．これは，張出部があることで水平版の様な役割を果たし形状抵抗が減少した
ことで作用力が減少したと考えられる．一方，鉛直作用力は若干張出部があることで上向きの作用力は増
加するものの，その増加量は 1割もなく，最大でも浮力の1.2倍程度である． 
 以上のことから，水平作用力は床版張出部が有ることで作用力は減少し，鉛直作用力については床版張
出部の影響は小さく，最大でも浮力の1.2倍程度である．ただし，床版張出部が有ることで桁に回転が生
じる可能性もあるため，これについては今後詳細に検討する必要がある． 
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(a) 水平作用力 
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(b) 鉛直作用力 
図-4.4.17 標準桁と張出桁の作用力の比較（ Z=-21cm ） 
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4.5 水位上昇が作用力に及ぼす影響 
 
先述した定常流実験では水位が上昇する影響を考慮しておらず，別途水位が上昇することによって水
面と桁下面の衝突により生じる上向きの作用力や桁が水没した後の流体力等を把握する必要がある．ここ
では，図-4.5.1 に示すように，水位上昇を模擬するために水位上昇速度と同一の速度で桁を降下させなが
ら桁に定常流を作用させる実験を行った．用いた桁模型は標準桁とし，桁降下速度が 30cm/min のケース
の場合，定常流速は 50cm/s，75cm/s，100cm/s とし，桁降下速度が 90cm/min のケースの場合は 100cm/s
のみの計4ケースの実験を行い桁の作用力を計測した． 
 
 
 
図-4.5.1 水位上昇実験のイメージ 
 
 
4.5.1 水平作用力の分析 
 ここでは，水平方向の作用力に着目し定常流実験結果との比較から水位上昇の影響について分析を行う．
図-4.5.2 に示すのは，桁降下速度を 30cm/min とし水平流速を変化させた際の水平作用力と桁位置の関係
である．同図に示すのは，時刻歴波形から桁と水面が接した時刻を 0 秒とし，以降時刻に桁降下速度 Vz
を掛けることで水深に換算しており，水平流速が 50cm/s および 75cm/s のケースは計測機器の問題で水深
14cmまでの計測で終了した．また，同図にはあわせて各桁位置での定常流実験結果を示す． 
まず，同図(c)に示す定常流速が 100cm/s のケースに着目すると，桁降下実験における水平作用力 Fx は，
桁と水面が接すると同時に作用し始め，ほぼ単調に作用力が増加する．その後，桁が-7cm まで水没した
ところで徐々に作用力の増加は緩やかになり，桁位置に関わらずほぼ一定の作用力となる．常流実験結果
と桁降下実験結果を比較すると，桁位置が水面に近い場合に若干，桁降下実験結果は定常流実験結果に比
べ小さい水平作用力となる傾向がみられるものの，桁位置が水深深部になると桁降下実験結果と定常流実
験結果でほぼ同様の水平作用力となる．この傾向は，定常流速が遅い場合においても同様の傾向がみられ
ることから，定常流速に関係なく水位上昇速度が水平作用力に及ぼす影響は小さいと考えられる． 
次に，水位上昇速度が水平作用力に及ぼす影響について分析する．図-4.5.3 に示すのは，桁降下速度を
30cm/min および 90cm/min とした際の水平作用力と桁位置の関係の比較した図である．この時の定常流速
は 100cm/s で両ケース同一とした．同図より，水位上昇速度の違いで桁位置と水平作用力の関係に大きな
違いはみられない．また，定常流実験結果を比較しても鉛直方向の作用力分布はほぼ同一であり，水位上
昇速度が水平作用力に及ぼす顕著な違いはみられない． 
 以上より，準定常的な持続波の水位上昇速度が実橋スケールで 6m/min より小さい場合，水平作用力は
定常流実験結果とほぼ同様の結果となり，水位上昇の影響は小さいことが明らかとなった． 
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 (c) Vx=100cm/s 
図-4.5.2 定常流実験と桁降下実験の水平作用力の比較 
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図-4.5.3 定常流実験と桁降下速度の異なる桁降下実験の水平作用力の比較 
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4.5.2 鉛直作用力の分析 
ここでは，鉛直方向の作用力に着目し定常流実験結果との比較から水位上昇の影響について分析を行
う．図-4.5.4 に示すのは，先述した水平作用力と同様に桁降下速度を 30cm/min とし水平流速を変化させ
た際の鉛直作用力と桁位置の関係である．  
まず，同図(a)に示す定常流速が 50cm/s のケースにおける鉛直作用力は，桁下面と水面が接すると同時
に上向きに作用し始め，水深が-7cm の位置ではほぼ浮力程度の上向きの作用力となる．その後，水深が-
14cm まで水没するが，鉛直作用力に大きな変化はなくほぼ浮力程度ある．同図(b)に示す，定常流速が
75cm/s のケースにおける鉛直作用力は，桁下面と水面が接すると小さく上下方向に振動し，桁位置が水
深-3cm となったところで上向きに作用し始め，その後ほぼ一定に作用力が上向きに増加する．同図(c)に
示す定常流速が 100cm/s のケースにおける鉛直作用力は，桁下面と水面が接すると同時に下向きに作用し
始め，水深が-7cm の位置で下向きに最大となる．その後，水深が-28cm の位置となるまで単調に上向き
に増加していき，水深が-28cmの位置ではほぼ浮力程度の上向きの作用力となる． 
以上より，定常流実験結果と比較した場合，定常流速が異なる場合においても鉛直方向の作用力分布
は，定常実験結果とほぼ一致し，上向きの鉛直作用力が最大となる桁位置は水深深部にある場合であり，
ほぼ浮力程度の作用力となる． 
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 (c) Vx=100cm/s 
図-4.5.4 定常流実験と桁降下実験の鉛直作用力の比較 
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次に，水位上昇速度が鉛直作用力に及ぼす影響について分析する．図-4.5.5 に示すのは，桁降下速度を
30cm/min および 90cm/min とした際の鉛直作用力と桁位置の関係の比較した図である．同図より，水位上
昇速度の違いで桁位置と鉛直作用力の関係に大きな違いはみられない．図-4.5.6 に示すのは，水深が-7cm，
-14cm，-21cm，-28cm 時の桁降下実験における鉛直作用力をプロットした図である．同図より，鉛直方向
の作用力分布はほぼ定常流実験結果と同一であるものの，水深が-7cm，-14cm の場合は 3 割ほど下向きの
鉛直作用力が減少し，水位が-21cm の場合は 5 割程上向きの鉛直作用力が増加する．水深が-28cm ではほ
ぼ定常流実験と同様の結果であり作用力は浮力程度である．以上より，水位上昇の影響により上向きの鉛
直作用力は増加する傾向はみられるものの最大値は定常流実験と同一である． 
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図-4.5.5 定常流実験と桁降下速度の異なる桁降下実験の鉛直作用力の比較 
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図-4.5.6 水位上昇の影響が鉛直作用力に及ぼす影響 
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図-4.5.7に示すのは，代表として桁降下実験におけるVz =30cm/min，Vx=100cm/s のケースの床版上・下
面に作用する圧力と水深の関係を比較した図である．同図より，床版上面の圧力は桁が水面に接触した後，
徐々に正圧が増加し始めその後，水深が深くなるにつれ単調に圧力が増加する．一方，床版下面では水面
と接触による急激な圧力の増加は見られず，僅かに負圧が生じ，すぐに水深が深くなるにつれ単調に圧力
が増加する．これらの結果よりほぼ水深に応じて圧力が線形に増加していることから，計測された圧力は
静水圧が支配的であると考えられ，床版上・下面の圧力差により桁に作用する鉛直方向の力は，浮力相当
となったと考えられる． 
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(a) 床版上面圧力 
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(b) 床版下面圧力 
図-4.5.7 床版上・下面の発生圧力の比較（Vz=30cm/min,Vx=100cm/s） 
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4.6 準定常的な持続波力に対する津波作用力の評価 
 
4.6.1 水平方向の津波作用力の評価式 
 前節までの実験結果をふまえ，準定常的な持続波力に対する水平方向の津波作用力の評価式としては，
前述した計算作用力Fxcalの算出式と同様の式（4.6.1）および式（4.6.2）を再度定義し，この 2 式を評価式
として提案する． 
2
2
1
xhdx vACF                 式（4.6.1） 
 

 
DB
DBDB
Cd /83.1
8/1/1.01.2
≦　　　　　　
≦　　　　
       式（4.6.2） 
 
ここに，Fx：水平方向の津波作用力， Cd：抗力係数，ρ：水の密度(1000kg/m3)，vx：津波の水平流速，
Ah：桁模型の側面積，B：桁幅， D：桁高 
図-4.6.1 に示すのは，横軸に式（4.6.1）および式（4.6.2）を用いて計算作用力 Fxcalを算出した結果を，
縦軸に分力計の計測結果をとり，流速，桁位置および桁形状を変化させた全ての定常流実験結果をプロッ
トした図である．同図に示すように，Fxcalと Fxの関係は概ね 1：1 の関係となっており，定常流実験結果
を式（4.6.2）から算出した抗力係数を用いて式（4.6.1）により評価が可能であるといえる．なお，桁形状
によって計算作用力が計測作用力を下回るケースもあるものの，評価式のばらつきは最大でも 1.3 倍程度
である． 
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図-4.6.1 全定常流実験結果における提案式の適応性 
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4.6.2 鉛直方向の津波作用力の評価式 
 前節までの実験結果をふまえ，準定常的な持続波力に対する鉛直方向の津波作用力の評価式としては，
流速や水面と桁位置の関係によって作用力は変化するものの，桁には浮力相当の上向きの力が作用すると
し式（4.6.3）を評価式として提案する． 
 
gVF wz                  式（4.6.3） 
 
ここでFz：鉛直方向の津波作用力，ρw：水の密度（1000kg/m3），g：重力加速度，V：橋桁の体積である． 
なお，ここに示す鉛直方向の津波作用力は上向きを対象としており，下向きの作用力に対しては，一
般的に上部構造を支持する支承や橋脚の鉛直下向きの力に対する耐力は上向きの力に対する耐力に対して
非常に大きいことから，ここでは評価式として表していない． 
 図-4.6.2に示すのは，横軸に水平流速を，縦軸に式（4.6.3）から求めた鉛直作用力Uに対する計測結果
Fz の比率とし，流速，桁位置および桁形状を変化させた全ての定常流実験結果をプロットした図である． 
同図に示すように，実験結果は概ね Fz /U が 1 となる位置にプロットされており，定常流実験結果を式
（4.6.3）により評価が可能であるといえる．また，桁内に残存する空気層の影響により，式（4.6.3）から
求まる浮力より大きな上向きの力が作用する可能性もあるものの，本実験結果では大きくてもその影響は
1.4倍程度ある． 
 
 
Fz/U(max):1.4
-1.5
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
2
0 25 50 75 100 125 150
Fz
 / 
U
水平流速vx (cm/s)
標準桁(Z=-7cm) 標準桁(Z=-14cm)
標準桁(Z=-21cm) 標準桁(Z=-28cm)
1.5D 2.0D
1.38B 1.76B
2.14B b/d=1.4
作用力=浮力
 
図-4.6.2 全定常流実験結果における提案式の適応性 
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鉛直作用力の評価方法としては，揚力係数Clを用いた水平流速に応じた作用力の算定方法もあるが，
ここでは揚力係数の傾向を把握するために，本実験結果から式（4.6.4）を用いて揚力係数を求めた． 
 
Av
FC
w
z
l 2
2
                          式（4.6.4） 
 
FZ’：鉛直波力（Fz－浮力 U），ρw：水の密度（1000kg/m3），g：重力加速度，Cl：揚力係数，v：水平流速，
A：被圧面積（底面）である． 
なお，鉛直波力FZ’は準定常流状態では橋桁が既に水没しているため，橋桁の浮力Uを差し引いた波力の
みで生じた力である． 
図-4.6.2は水平流速 vと式(4.6.4)を用いて算出した揚力係数Clの関係を表したものである．同図より，
Clは水平流速の増加に伴い低減する傾向にあり，その傾向は橋桁の形状の違いによらず同様である．また，
最も大きいClは桁幅が広いケースで生じており，その値は0.36である．また，標準桁に着目した場合，
水面から桁位置までの距離Zが水面付近である-7cmおよび-14cmのケースでは，Clは0以下であり下向
きの鉛直波力である．一方，東北地方太平洋沖地震で観測された河川を遡上する津波の平均流速である
6m/s は，橋桁のスケールに換算した場合，85cm/s となり，その流速近傍ではClはほぼ0である． 
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図-4.6.3 水平流速と揚力係数の関係 
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4.7 まとめ 
 
本章では，長周期の津波が桁に作用した際の作用力特性を明らかにすることを目的に，水位上昇およ
び流速の時間変化を伴わない準定常的な持続波となる状態を対象とし，回流装置を用いた定常流実験を実
施した．本実験のパラメータは定常流の水平流速，水面からの桁位置および桁形状とし，準定常的な持続
波が桁に作用した際の種々のパラメータが作用力特性に及ぼす影響について分析を行った．また，水位上
昇を模擬するために水位上昇速度と同一の速度で桁を降下させながら桁に定常流を作用させる実験を行っ
た．以下に，得られた知見を示す． 
 
(1) 定常流速をパラメータとした実験結果より，定常流によって発生する桁の水平作用力は桁位置の水
平流速および道路橋示方書で提案されている抗力係数を用いてモリソン式による評価が可能である
ことが明らかとなった．一方，上向きの鉛直作用力は流速が遅い場合に，桁模型の体積から求めた
浮力程度が最も大きくなり，浮力が常時作用していると仮定した場合，流速の増加に伴い浮力以外
の下向きの作用力が増加する．これは，流速の増加に伴って越流高が増加することで，下降流が増
加し浮力以外の下向きの鉛直作用力が増加するためである． 
 
(2) 水面から桁模型の位置をパラメータとした実験結果より，水平作用力は桁模型位置に関わらず鉛直
方向の流速分布が概ね一定であるため，モリソン式を用いて評価が可能であることが明らかとなっ
た．一方，鉛直作用力は水面から桁位置までの距離の減少することで越流高が増加するため下降流
が増加し，下向きの鉛直作用力が増加する．一方，水深深部では下降流の影響が小さくなり，上向
きの鉛直作用力は浮力程度となる． 
 
(3) 桁幅，桁高をパラメータとした実験結果より，桁の水平作用力は桁幅および桁高の変化に応じた道
路橋示方書で提案されている算出式から求めた抗力係数を用いることで，モリソン式による評価が
可能であることが明らかとなった．一方，桁の上向きの鉛直作用力は桁形状によっては桁と床版に
囲まれた空間の気相の有無により浮力が変化することで，模型の体積から求めた浮力より大きい上
向きの力が生じる可能性があるものの，その力は最大でも浮力の 1.2 倍程度であることが明らかとな
った． 
 
(4) 水位上昇の影響を考慮した実験結果より，水位上昇速度が実橋換算値で 6m/min 程度の場合，桁の水
平作用力は定常流速に関係なくほぼ定常流実験結果と同一なることから，水位上昇が水平作用力に
及ぼす影響は小さいと考えられる．一方，桁の鉛直作用力は定常流実験結果に比べ水面付近に桁が
有る場合の下向きの作用力は 3～5 割減少し，水深深部に桁が有る場合の上向きの作用力は 3～5 割
増加するものの，上向きの鉛直作用力が最大となる桁位置は水深深部にある場合であり，ほぼ浮力
程度の作用力となることが明らかとなった． 
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第５章 実際の津波周期特性を模擬した津波を対象とした津波作用力に関す
る検討 
 
5.1 概要 
 
橋桁を対象とした津波実験は，2004年スマトラ沖地震津波を契機に段波・孤立波実験や定常流実験等，
多方面で行われており，個々の実験における作用力特性は明らかになりつつある．既往の護岸・陸上構造
物を対象とした水理実験結果5.1)を準用すると，これら津波実験と津波波力の関係は図-5.1.1に示すように
段波・孤立波実験については段波波力，定常流実験については持続波力（重複波力）に相当すると考えら
れる．本研究においては，第3章が段波・孤立波実験，第4章が定常流実験となる．定常流実験については
長周期の津波の流速が定常的となる時間帯に着目した実験であり，水面が上昇する速度（水位上昇速度）
の影響や水平流速の変化の影響などは考慮していない．水位上昇速度は津波周期が短くなることで速くな
り，津波周期が短い場合，桁下に水面が衝突した際には段波実験結果の様な衝撃的な力5.2), 5.3)が作用する
可能性が考えられる．一方，水平流速の時間の変化も津波周期が短くなることで短くなり，津波周期が短
い場合，桁側面に水面が衝突した際には段波実験の様な衝撃的な力が作用する可能性が考えられる．一般
的に長水路では周期の長い津波を造波することが困難であることから，津波周期に着目した実験は行われ
ておらず，これらの影響については明らかとなっていない． 
そこで，本章では津波周期と桁の津波作用力の関係を把握することを目的に，東北地方太平洋沖地震
において沿岸部から海岸線に襲来した津波の周期成分を分析した結果に基づき，長周期の津波に着目した
水理実験を実施し，桁の津波作用力特性に関する分析を行った． 
 
重複波力・持続波力段波波力
時間
波力
持続波
a.段波・孤立波実験 b.定常流実験
a.
b.
 
図-5.1.1 津波波力と各実験の概念図 
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5.2 既往の孤立波実験の周期特性 
 
 表-5.2.1は，既往の孤立波を対象とした桁津波作用力に着目した模型実験5.4）~5.6)における，孤立波の最
大波高および周期Tを集計した表である．孤立波は，正弦波の様な周期波と異なり周期性を持つ波ではな
いため，周期の明確な定義は存在しない．本研究では，条件の異なる孤立波の周期を以下に示す同一条件
を定め算出した．図-5.2.1に示すのは，A4ケースを代表として孤立波の周期の算出方法について概説した
図である．同図に示すように，水位の時刻歴波形の変極点における接線と横軸との交点となる時刻から，
水位が最大となる時刻までを1/4周期と仮定し，その周期を簡易的に4倍したものを周期Tとして統一の条
件で整理を行った． 
 
 
表-5.2.1 既往の桁津波作用力実験の津波周期一覧 
最大
波高(cm)
T/4
(s)
T/4×4
=T(s)
最大
波高(m)
T
(s)
A1 九州工大5.4) 1/50 10.7 0.34 1.4 5 10
A2 九州工大 1/50 5.1 0.35 1.4 3 10
A3 九州工大 1/50 7.0 0.29 1.2 4 8
A4 九州工大 1/50 9.5 0.25 1.0 5 7
A5 九州工大 1/50 10.7 0.60 2.4 5 17
A6 九州工大 1/50 15.2 0.48 1.9 8 14
A7 九州工大 1/50 19.1 0.41 1.6 10 12
B1 四條ら5.5) 1/100 10.0 1.90 7.6 10 76
B2 四條ら5.5) 1/100 10.2 0.40 1.6 10 16
C1 有川ら5.6) 1/10 40.0 1.80 7.2 4 23
Case
No.
引用
文献
模型
スケール
模型実験値 実橋換算値
 
 
 
11.0 11.2 11.4 11.6 11.8 12.0 12.2 12.4 12.6
0
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t (s)
接線とx軸の交点↓ ↓最大水位時
実験値：Ｔ/4=0.25s
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実橋値：　Ｔ=√50x1.0=7.0s
実験値：amax=0.095m
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水
位
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cm
)
 
図-5.2.1 津波周期の算出概念図(代表例としてA4) 
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相似則には一般的な水理実験では重力の作用が卓越する流れであることから式（5.2.1）に示すフルード
相似則を用いた．実橋換算値はフルード相似則を用いて式（5.2.2），式（5.2.3）から波高および時間を換
算した． 
 
p
m
p
m
p
m
L
L
gH
gH
v
v                    式(5.2.1) 
m
m
p
p aL
L
a                      式(5.2.2) 
m
m
p
p tL
L
t                      式(5.2.3) 
 
ここで，v：流速，g：重力加速度，H：水深，Lm /Lp：相似比，a：波高，t：時間である．添字のm は模
型，p は実橋に対する諸量である． 
表内の実橋換算値における津波周期は最も長い周期で四條らの76sの実験であり，その他の実験は概ね
10s～20sである．図-5.2.2は，表-5.2.1の実験のうち，水位波形のデータが入手できた代表的な実橋換算し
た4ケースの水位波形を，今次津波の数値データとして得られたNOWPHASの観測記録で最も周期が短い
（T=6min）久慈港波浪計の水位波形と比較した図である．同図は実橋値に換算した水位波形であり，四
條らの実験は模型スケールが1/100にあるのに対して，九州工大の実験は模型スケールが1/50であるため，
実験スケールでは4ケースの波高は全て10cmであるが，実橋値では四條らの実験では10m，九工大の実験
では5mの津波を対象としていることになる．実橋値に換算した際の津波周期を久慈波浪計観測値と比較
すると，波高がほぼ同一の九州工大の実験では明らかに短周期であり，四條らの実験は波高が異なるもの
の，最も周期の長いB2ケースにおいても観測記録に比べ水位上速度は速く短周期である． 
以上より，既往の津波実験では，数秒～数十秒の短周期の津波を対象とした実験は数多く行われてい
るが，数分～数十分の長周期の津波を対象とした実験は行われていない．このことから，本研究では特に
長周期の津波を対象とし，海岸線での観測記録の内，最も短い周期は20min程度であることや沖合で観測
された短周期成分の周期特性（第2章参照）をふまえ，次章では周期15min程度の長周期波を対象とした
橋桁作用力実験を行い，作用力の評価方法に関する検討を行った． 
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図-5.2.2 津波実験における入射津波の波形状の比較（実橋換算値） 
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5.3 実験概要 
  
5.3.1 実験装置 
図-5.3.1 に長周期津波実験で用いた長水路と計測機器類の設置状況図を示す．同図に示すように，全長
44m，幅 2.5m の長水路を，貯水部（17m）と計測部（21m），排水部（6m）に分割し，水流ポンプ（2kW
×4 台）のモータ回転数を正弦波インバータで制御して貯水部に水を汲み上げ，整流区間を通じて計測部
に供給した．計測部には海底床を模擬した傾斜区間（1/10×6m，1/100×8m）と地表面を模擬した平坦部
（2.4m）を有する仮床を設置し，仮床の背後には排水のための区間（6m）を設け，水流は模型に作用し
た後に，模型背後で反射すること無く排出される仕組みとなっている． 
 
 
図-5.3.1 実験装置全体図 
 
 
5.3.2 計測機器と桁模型 
 図-5.3.2 (a)は橋桁模型を設置している2400mm区間の計測機器の設置状況である．桁模型の横には，桁
の影響による3次元的な波の乱れを排除する目的でアクリル版で作成した側壁を設けた．計測器は波高計
W.L.1，W.L.4，V1～V3 流速計および分力計を用いた．分力計はφ22mm の中空鋼棒で橋桁模型と接続し，
模型に作用する水平作用力 Fx，および鉛直作用力 Fz を直接計測した．V3 流速計および波高計 W.L.4 は，
側壁外に設置することで桁模型の影響のない流速および水位変動を計測した．なお，V3 流速計の高さ方
向の設置位置は桁位置と同様の高さとしている． 
 図-5.3.2 (b)は桁模型形状および桁模型周りの計測機器の設置状況である．橋桁模型の対象は，既往の九
州工大で行った一連の桁津波作用力実験で用いた模型と同様とし，2004 年スマトラ沖地震津波で実被害
を受けた PCT 桁の上部構造とした．本実験での相似則は，一般的な津波を対象とした実験と同様に，粘
性力に比べ慣性力が卓越すると考え，重力と慣性力の相似を重要視し，フルード相似則を適用した．本実
験での桁模型は実橋の 1/50 スケールを想定しており，相似比は 1/50 である．橋桁模型の寸法は橋長
400mm，幅員 190mm，構造高 34mm のアクリル製であり，我が国でも多く存在する単径間の橋梁上部構
造に類似する形状である．桁模型には下流側桁側面（p1）および床版上面（p2，p4，p6），床版下面（p3，
p5）の6箇所に圧力計を設置し，桁周りに生じる圧力を計測した．桁模型がある側壁内には桁模型上面か
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ら 20mm 上方に V1 流速計を，桁模型下面から 29mm 下方に V2 流速計を設置し，橋桁に津波が作用した
際の桁上下面の流れの流速を計測した．また，津波の桁衝突時の状況等を把握するため桁側面より撮影し
た動画から静止画の抽出を行っている．計測器のサンプリング周期は 1/100s であり，計測波形に電気ノ
イズが見られるため，結果の整理には1/2sの移動平均処理を行っている．  
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(a) 計測部平面図 
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(b)  桁模型周辺側面図 
図-5.3.2 実験装置および計測装置 
 
 
5.3.3 造波条件 
表-5.3.1，図-5.3.3 に本実験の造波条件を示す．本実験の目標周期は 130s とし，実際の周期に換算した
際には T=15min となる正弦波を造波させた．目標とする最大波高は 15cm とし，実橋換算値で 7.5m の波
高の津波を想定した．桁位置は最大波高の高さ中央であるZ = -7.5cmとし，平坦部の初期水深はゼロとし
た．なお，最大波高を水位上昇開始から最大波高となるまでの時間で除すことで求めた水位上昇速度は，
実橋換算値で 2m/min であり，東北地方太平洋沖地震で観測された河川を遡上する津波の水位上昇速度と
も概ね一致する．実験は同一の条件で2回計測を行っており，両実験で同一の結果が得られていることか
ら，後述する時刻歴波形は1回目の計測データを，プロット値等は2回の平均値を用いた． 
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表-5.3.1 対象とする津波の諸元 
最大
波高
水位上昇
速度
桁位置
T/4 T amax Vz Z
模型実験値 32.5s 130s 15cm 28cm/s 7.5cm
実橋換算値
230s
(3.8min)
920s
(15min)
7.5m 2m/min 3.75m
項目
模型
スケール
周期
1/50
 
 
 
図-5.3.3 概念図 
 
5.4 実験結果および考察 
  
5.4.1 造波津波特性 
図-5.4.1 に造波津波のW.L.1，W.L.4 および入力正弦波の水位変化の時刻歴波形を示す．同図よりW.L.1
の水位波形は入力波形である周期 130s，振幅 15cm の正弦波とほぼ一致しており，W.L.4 の水位波形にお
いても若干の桁模型および側壁の影響を受けているものの，ほぼ一致している．また，水位上昇は造波開
始からの26.0s 後から生じ，造波開始から58.5s後に最大水位15cmとなり，1/4周期は 32.5sであった． 
図-5.4.2は流速の時刻歴波形であり，V3 は桁横，V1，V2 は桁後ろ上方および下方に設置している．各
流速計の時刻歴波形は，V2 および V3 で図中[1]に示す 37s からほぼ一定の流速となる．また，V1 と V2
の流速を比較すると，桁下の流れを計測した V2 のほうが常に速く，流速差から生じる揚力発生の観点か
らすると，圧力は桁下の方が大きくなり下向きの鉛直作用力が生じている可能性が考えられる． 
 
25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80
0
5
10
15
20
t (s)
η
 (c
m
)
正弦波(周期130s,振幅15cm)
58.5s
ηmax=15cmW.L.1
W.L.4
 
図-5.4.1 造波津波の水位波形 
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図-5.4.2 流速の時刻歴波形 
 
 
5.4.2 水平方向の作用力特性 
（1） 作用力 
ここでは，長周期津波実験の計測結果に対する水平方向の作用力特性に着目した評価を行う．後述す
る本実験における桁への津波作用状況は，後述する図-5.4.5 に示すように孤立波実験とは異なり定常流実
験に近いことから，ここでは，第4章における定常流に対する評価方法と同様に，流速の二乗を関数とし
た式として作用力を評価することとした．図-5.4.3 は分力計で計測された水平作用力 Fx の時刻歴波形お
よび桁横の V3 流速計の計測値を用いてモリソン式から慣性力項を省いた式(5.4.1)を用いて時々刻々と評
価した水平作用力 Fxcal の結果を比較した図である．同図には桁横の W.L.4 で計測された水位ηの時刻歴
波形も合わせて示す．なお，Fx は下流側から上流側に作用する力を正値としている． 
 
ACF dwxcal
2
2
1       式(5.4.1) 
 
ここで ρw：水の密度，Cd：抗力係数，v：流速，A：被圧面積である．また，抗力係数 Cd  は道路橋示方
書に準拠し，下記に示す桁高と桁幅を用いた式（5.4.2）より，本桁模型形状から算出した 1.54 を用いた． 
 
   
 DB
DBDB
Cd /8
8/1
3.1
/1.01.2



          式(5.4.2) 
 
ここでB：桁幅，D：桁高である． 
同図より，まず分力計より得られた水平作用力 Fx は，津波先端部により生じる段波波力のような急峻
な波形の変化はみられず，水位変動η の波形と類似していることがわかる．次に，Fx と Fxcal の時刻歴
波形を比較すると，Fx の波形は水位が最大となる 58.5s まで単調に増加するものの，Fxcal の波形は 58.5s
を跨いで 50s～65s 間（同図網掛け部）でほぼ一定の作用力となる．最大水位時の 58.5s における Fx およ
びFxcal の値はそれぞれ 10.3N，8.3N であり式(5.4.1)を用いた場合，水平作用力 Fx を 2 割程度小さく評価
している．これは，図-5.4.2 に示す流速の時刻歴波形からもわかるように，作用力の差異が大きくなる区
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間では流速が一定であり，流速の関数である Fxcal の値も一定となるからであり，評価式に含まれていな
い流速以外の要因でFx が増加したと考えられる． 
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図-5.4.3 水平作用力の時刻歴波形 
 
（2） 作用圧力 
図-5.4.4 は桁側面下流側で計測された p1 圧力の時刻歴波形である．同図には桁横の V3 流速の値を用
いて算出した動圧（1/2 ρv 2）の時刻歴波形を合せて示す．まず，水平方向の圧力の代表値である p1 の時
刻歴波形は，津波衝突時に衝撃的な圧力の急激な増加は見られず，水位が最大となる 58.5s まで水位の時
刻歴波形と同様に単調に圧力が増加していることから，下流側桁側面では水位変動に応じた圧力が作用し
ていることがわかる．一方，桁側面に作用する動圧は流速が 50s 以降一定となるため計測圧力（p1）の
1/2 程度である．以上より，下流側桁側面に作用する圧力は動圧に加えて水位上昇に伴う静圧も作用して
おり，その比率は概ね1:1である． 
図-5.4.5 は，桁位置での水位が最大となる 58.5s 時の桁周りの流況を動画からトレースしたものである．
同図に示すように，桁周りの流況は常に下流側の側面での水位(W.L.F)が上流側の側面での水位(W.L.B)に
比べ高くなっており，桁模型の影響を受けない水位(W.L.4)は W.L.F と W.L.B の中間の水位である．また，
桁模型上流側では，跳水が生じており，W.L.B からさらに急激な水位の低下が生じた後，再び水位が増加
している． 
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図-5.4.4 桁側面に作用する圧力の時刻歴波形 
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図-5.4.5 桁周りの流況（58.5s時） 
 
 
図-5.4.6は，図-5.4.5に示すW.L.F，W.L.B およびW.L4 の位置における水位の時間変化を動画からトレ
ースしプロットした図である．同図より，造波開始 40s から W.L.F と W.L.B に水位差が生じ始め，W.L.4
が最大となる時刻 58.5s では，桁の下流側と上流側の側面には 3cm 程度の水位差が生じていた．この水頭
差に相当する圧力（300Pa）に桁側面積（0.0136m2）を掛けることで作用力に換算すると約 4N となる．
図-5.4.3 に示す Fx と Fxcal の差異は作用力 2N 程度であるが，下流側桁側面の圧力は水位変動に応じた波
形を描いていることや，映像からの水位計測であることの精度の問題，桁上流側で生じている跳水の影響
を定量的に評価できていなことをふまえても，水位差が水平方向の作用力に影響を及ぼしていると考えら
れる． 
以上より，本実験結果における水平作用力は式(5.3.1)から求まる持続波力として評価が可能であるもの
の，下流側および上流側の桁側面の水位差により生じる力が桁に付与されることで，本実験における桁模
型では実験値と式(5.3.1)では 2割程度の差異が生じる．しかし，桁高が高い桁形状であるほどこの水位差
が大きくなることが想定され，式(5.3.1)で算出した作用力に対してさらに大きな作用力が生じる可能性が
考えられるため留意が必要である． 
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図-5.4.6 水平作用力に及ぼす水頭差の影響 
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5.4.3 鉛直方向の作用力特性 
 一般的に流れの中にある構造物の作用力は物体表面に対して垂直に作用する圧力の積分値として求める
ことができる．また，本実験のように図-5.4.5 に示す水没した状態では鉛直方向の作用力は大きく分類す
ると流れによる波力と静水圧に起因する圧力差から生じる浮力となる．そこで，ここでは主として桁上下
面で計測した圧力特性から上向きの鉛直作用力の分析をおこなう． 
（1） 作用力 
 図-5.4.7 に分力計で計測した鉛直作用力 Fz の時刻歴波形を示す．同図には，後述する桁周りに設置し
た圧力計 ( p2～p6 )の計測結果の信頼性を確認するために，計測した圧力に各被圧面積を掛けた圧力積分
値 Fzp の時刻歴波形を合わせて示す．また，同図には桁横の W.L.4 で計測された水位η の時刻歴波形も
合わせて示す．なお，Fz および Fzp は上向きに作用する力を正値としている．まず，Fz の時刻歴波形は，
津波先端部により生じる段波波力のような急峻な波形の変化はみられず，水平作用力同様に水位変動 η 
の波形と類似していることがわかる．次に，Fzp の時刻歴波形は Fz と同様に最大波高となる 58.5s まで
はほぼ同様の時刻歴波形であり，58.5s 時の Fz の値は 11.9N，Fzp の値は 12.9N とほぼ一致する．このこ
とから，圧力計の計測値の信頼性は高いことがわかる．同図に示すアルキメデスの原理に従い桁の体積か
ら求めた浮力 U と Fz を比較すると，Fz  は 11.9N であるのに対して U は 15.1N であり，浮力よりも若
干小さい力が桁模型に作用していることとなる．すなわち，流れの状態で桁には常に浮力が作用している
仮定した場合，流れによる波力は下向きに作用していることとなる． 
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図-5.4.7 鉛直作用力の時刻歴波形 
 
（2） 作用圧力 
図-5.4.8 は床版上面および床版下面に設置した圧力計の時刻歴波形である．まず，床版上面に設置した
圧力計のうち最も下流側にある p2 の波形は図中[1]に示す 35s 以降に衝撃的な圧力の増加がみられ，その
後，水位の増減に応じて圧力が変動している．この p2 で見られる衝撃的な圧力増加が発生する同時刻の
圧力の積分値Fzp は，図-5.4.7 の[1]に示すように僅かな変動であることから，p2 でみられた衝撃的な圧力
は，橋桁全体の作用力に寄与しておらず局所的であったと考えられる．なお，上記の発生時刻は桁側面に
衝突し，越流した流れが床版上面に作用し始める時刻と一致する．p4，p6 の圧力の波形は，p2 に比べ緩
やかに圧力が上昇しており，最大水位時の圧力の値もp2に比べ小さい． 
次に，床版下面に設置した圧力計の時刻歴波形は，ほぼ水位の増減に応じて変動しており，最大水位
時の圧力の値は床版上面と同様に上流側の p5 に比べ下流側の p3 の方が小さい．図-5.4.9 は，床版上・下
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面の圧力を比較した図である．ここでは下流側のp2とp3，中央付近のp4とp5を比較する．まず，p2と
p3 を比較すると床版下面の p3 の方が時刻に関わらず 100Pa 程度大きい圧力が作用していることがわかる．
同様に，p4 と p5 を比較すると，床版下面の p5 の方が，最大水位時には 100Pa 程度大きい圧力が作用し
ていることがわかる． 
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(a) 床版上面 
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(b) 床版下面 
図-5.4.8 鉛直方向の圧力時刻歴波形の比較 
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図-5.4.9 上下面の圧力時刻歴波形の比較 
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図-5.4.10 に示すのは，水位が最大となる 58.5s 時の水面形状と，その水面形を静水面と仮定した際の桁
周りの静水圧分布を示す．実際の流れ状態おける静水圧を求めることは難しいが，ここでは静水圧に対す
る計測圧力の比較を行うことで作用圧力特性を分析する．なお，同図から分かるように，鉛直方向では床
版上面と床版下面および桁下面の圧力の差分が浮力となり，桁に上向きの作用力を生じさせる． 
 
 
図-5.4.10 桁周りの静水圧分布を仮定した圧力分布 
 
図-5.4.11 は図-5.4.5 と同時刻における床版上下面に作用する圧力分布とその際の水面形を静水面と仮
定した際の桁周り 4 点に作用する静水圧を示す．この静水圧は図-5.4.5 に示す，W.L.F および W.L.B の位
置での水位に水の単位体積重量 ρg を掛けて求めた値である．まず，圧力分布を比較すると，計測圧力は
床版上面・下面ともに，下流側に比べ上流側の圧力が大きく低下しており，水面形状の変化と概ね形状は
一致する．また，上流側では静水圧にくらべ計測圧力は非常に小さいものの，水位が高い下流側では概ね
静水圧に等しい．次に，床版上下面の圧力差を比較すると，圧力差は静水圧分布を仮定した場合 138Pa
（床版厚 14mm）であり，実験では上述したように 100Pa 程度となることから，実験での圧力差は静水圧
の圧力差と概ね等しく，幾分小さい圧力差であったため静水圧分布を仮定した浮力より小さい値となった
と考えられる． 
以上より，長周期の津波が橋桁に作用した際には桁は完全に水没し流れ状態にあるため，橋桁上下面
に作用する圧力は水面形から得られる静水圧分布となり，桁上下面の圧力差は静水圧の差異相当であるこ
とから，橋桁の上向きの作用力は浮力程度であることが明らかとなった． 
 
図-5.4.11 床版上下面に作用する圧力分布 
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5.5 定常流実験との比較 
  
ここでは，定常流実験結果と本実験結果を比較することで長周期の津波の桁への作用力特性および作
用力の評価方法について分析を行う． 
 
5.5.1 水平方向の作用力特性 
図-5.5.1 に示すのは，式（5.4.1）から求めた計算作用力 Fxcal と分力計による計測作用力 Fx の関係を定
常流実験と長周期波実験で比較した図である．定常流実験結果は長周期波実験と同様の標準桁の結果であ
り，定常流速と桁位置の異なる 12 ケースであり，計算作用力の算出に用いた流速は両実験結果とも桁模
型横で計測された流速を用いた．同図より，定常流実験結果は概ね 2 割程度のばらつきで Fxcalは Fxを評
価できており，長周期波実験結果においてもほぼ同程度のばらつき内にプロットされており定常流実験結
果と作用力特性は同一である． 
以上より，実験ケースは少ないものの，津波周期が 15min 程度の長周期の津波が桁に作用した際の水
平方向の津波作用力は，前述したように持続波力が卓越するため，流速を用いた抗力型の評価式で評価が
可能である．また，津波周期が 15min 程度の津波であれば定常流実験においても評価が可能であるとも
いえる． 
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図-5.5.1 定常流実験と本実験結果の評価結果比較 
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5.5.2 鉛直方向の作用力特性 
図-5.5.2に示すのは，水平流速 vとUに対する計測結果Fzの比率の関係を，標準形を対象とした定常
流実験結果と長周期波実験結果で比較した図である．同図に示すように，定常流実験結果の上限は概ね
Fz /Uが1となる位置であり鉛直作用力は浮力程度である．長周期波実験結果も定常流実験結果と同様に
Fz /Uが1となる位置にあり，鉛直作用力は浮力を越えるような衝撃的な力は作用していない．桁位置に
着目すると，長周期波実験の桁位置は Z =-7.5cm であることから，Z =-7cm の定常流実験結果と比べると，
定常流実験結果は水平流速が91cm/s 程度あれば鉛直作用力は下向きであるが，長周期波実験では鉛直作
用力は上向きに変化している．これは，定常流実験に比べ長周期波実験の場合，桁側面を流れが越流する
ことで生じる下降流が減少したため，浮力以外の床版上面に上から下に作用する力が減少したと考えられ
る． 
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図-5.5.2 定常流実験と本実験結果の鉛直作用力の比較 
 
. 
5.6 まとめ 
 
 本章では津波周期と桁の津波作用力の関係を把握することを目的に，東北地方太平洋沖地震において沿
岸部から海岸線に襲来した津波の周期成分を分析した結果に基づき，長周期の津波に着目した水理実験を
実施し，桁の津波作用力特性に関する分析を行った．以下に，得られた知見を示す． 
 
(1) 津波周期15minの長周期の津波を対象とした水理実験から，分力計により計測した水平作用力の時刻
歴波形には，津波先端部により生じる段波波力のような急峻な波形の変化はみられず，水位変動に
応じた準定常状態での持続波力が卓越することが明らかとなった． 
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(2) 計測された水平作用力を桁位置の水平流速および道路橋示方書で提案されている抗力係数を用いて
モリソン式により評価した場合，作用力の計測値が10.3Nであったのに対して計算作用力は8.3Nと2
割ほど作用力を小さく評価する結果となった．これは，評価式では桁の下流側では上流側に比べ水
位が高いことによる水頭差を評価していないことから，作用力が評価式に比べ増加したと考えられ
る． 
 
(3) 同様の実験での橋桁の鉛直作用力は，水平作用力と同様に計測された鉛直作用力の時刻歴波形には
急峻な波形の変化はみられず，水位の増減に応じた作用力の波形であった．また，長周期の津波が
橋桁に作用した際の橋桁上・下面の発生圧力は，完全に水没し流れ状態にあるため，橋桁上下面に
作用する圧力は水面形から得られる静水圧相当であり，圧力積分値の釣り合いから橋桁には浮力程
度の上向きの力が作用することが明らかとなった． 
 
(4) 長周期波実験結果と第4章で行った定常流実験結果を比較した結果，水平作用力は津波周期15min程
度の津波であれば定常流実験結果と同様の作用力特性となり，鉛直作用力について上向きの作用力
は長周期波実験結果の方が増加するものの，定常流実験結果の上向きの作用力の上限値である浮力
程度であり津波周期15min程度の長周期の津波であれば水位上昇の影響は小さいことが明らかとなっ
た． 
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第６章 津波周期が桁の作用力に及ぼす影響に関する検討 
 
6.1 検討の概要 
 
橋梁の対津波設計では津波伝播解析より得られた架橋地点の水位や流速を津波作用条件とし桁の作用
力を設定するとことが考えられる．しかし，これらの条件からでは，橋桁にとって主たる作用力が段波波
力または持続波力であるかは明確とならない．第2章で明らかとなったように架橋地点毎に津波形状およ
び周期が異なることを踏まえると，津波周期と桁の作用力の関係が分かれば架橋地点に応じて段波波力と
持続波力を正しく評価でき，最適な対津波対策が可能となる．既往の段波や持続波を対象とした実験の多
くは，波高や流速が桁の作用力に及ぼす主たる要因と考え，最大波高や最大流速を指標とした評価式の検
討が行われてきたが，津波周期が作用力に及ぼす影響について検討した研究は非常に少ない．既往の実験
の対象とする津波の周期帯で分類すると，持続波を対象とした実験の内，定常流実験は津波周期の長周期
側の極限値における実験と考えられ，段波実験は津波周期の短周期側を対象とした実験と捉えることがで
きる． 
そこで，本章では既往の津波周期の異なる孤立波を対象とした研究成果と本実験結果を用いて桁の作
用力を比較することで，段波波力と持続波力の相関関係について分析を行い，桁の作用力評価式に関する
検討を行う． 
本検討では，表-6.1.1に示す10ケースの実験を検討対象の実験とした．これらの実験ケースは周期的な
位置づけが難しい砕波した段波を除く孤立波を対象としており，桁の作用力は桁位置により変化するため，
ここでは桁位置が入射波高の1/2程度であるケースに絞ることとした．また，孤立波は有限振幅波であり
理論的には周期は求めることができない．そのため，本検討における孤立波の周期Tは，図-6.1.2に示す
ように最大水位となる時刻までの水位波形の変曲点（水位波形を微分した際の水位上昇速度が最大となる
時刻）における接線を求め，最大水位時の時刻からその接線とx軸が交わる時刻までの時間をT/4周期と仮
定し周期Tを算出した．  
 
表-6.1.1 対象とする実験の津波諸元 
最大
波高(cm)
T/4
(s)
T/4×4
=T(s)
最大
波高(m)
T
(s)
A1 九州工大6.1) 1/50 10.7 0.34 1.4 5 10
A2 九州工大 1/50 5.1 0.35 1.4 3 10
A3 九州工大 1/50 7.0 0.29 1.2 4 8
A4 九州工大 1/50 9.5 0.25 1.0 5 7
A5 九州工大 1/50 10.7 0.60 2.4 5 17
A6 九州工大 1/50 15.2 0.48 1.9 8 14
A7 九州工大 1/50 19.1 0.41 1.6 10 12
B1 四條ら6.2) 1/100 10.0 1.90 7.6 10 76
B2 四條ら6.2) 1/100 10.2 0.40 1.6 10 16
C1 有川ら6.3) 1/10 40.0 1.80 7.2 4 23
模型形状
Case
No.
引用
文献
模型
ｽｹｰﾙ
模型実験値 実橋換算値
 
134 
 
図-6.1.1は検討対象とした実験データの水位波形とT/4周期を示した図である．また，図-6.1.2は表-6.1.1
に示す実験データを実橋換算し水位波形を比較した図である．同図より対象とする水位波形は，B2を除
き7～17s程度の短周期の周期帯であり，B2は76sと他のケースに比べ周期が長いことが特徴である． 
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図-6.1.1 対象とする実験の水位波形 
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(a) 40s～100s                 (b) 75s～90s 
図-6.1.2 対象とする実験の水位波形の比較（実橋換算値） 
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6.2 孤立波の水面形状に関する考察 
 
 孤立波の水面形を表す理論解は，Boussinesq6.4)やMaCowan6.5)らの孤立波理論解の他に，著者らが行った
孤立波実験の造波モデルとして用いた井島の理論解6.6)などがあるが，水面形に関しては各理論解に大差は
ない．ここでは，井島の理論解を用いて孤立波の水面形の変化に関する分析を行う． 
 水面形 η は以下の式により求められる．水平距離 X は波速 C に時刻 T を掛けることで求めた． 
 
   xhh
h
axhaX  22
2
2 sec1sec
4
3sec                     式(6.2.1) 
 
h
X
h
a
h
ax 

 
8
51
4
3               式(6.2.2) 



 




2
20
3
2
11
h
a
h
aghC                        式(6.2.3) 
 
ここで，a：波高，h：静水深，：X：水平距離，C：波速である． 
 式(6.2.1)～式(6.2.3)に示すように，孤立波の水面形は波高 a と静水深h の関数である．ここではaとhの
変化が津波周期及ぼす影響について考察する．図-6.2.2は a を10cmに固定し，h を変化させた際の孤立
波理論より得られた水位の時刻歴波形の比較結果を，図-6.2.3は h を35cmに固定し，a を変化させた際
の孤立波理論より得られた水位の時刻歴波形の比較結果を示す．同図では a と h の関係を波高水深比 
a/h として表し，0.1～0.83間でパラトリックに設定したケースを比較した．なお，a/h = 0.83はYamada6.7)に
よる孤立波の砕波限界波高である．まず，図-6.2.2より，波高が同一にも関わらず，静水深が変化するこ
とで水面勾配は変化し，静水深が浅い(a/h が小さい)ほど水面勾配は急峻となり周期は短くなることがわ
かる．一方，図-6.2.3より，波高が変化することで水面勾配は変化し，波高が高い(a/h が大きい)ほど水面
勾配は急峻となるものの，周期の変化は図-6.2.2に示す，静水深の変化ほど大きな変化はみられない． 
図-6.2.4は，図-6.2.2および図-6.2.3に示す水位波形の周期を前述した方法で算出した結果である．同図
の横軸はa/h，縦軸はa/h =0.1のケースにおける周期を1とした際の各ケースの周期の比である．同図より，
波高をパラメータとした場合，静水深の違いによる周期変化の比率に変化はなく，静水深をパラメータと
した場合においても，波高の違いによる周期変化の比率に変化はない．一方，波高をパラメータとした場
合と，静水深をパラメータとした場合では，静水深をパラメータとした場合の方が周期の変化率は大きい
ことから，孤立波は波高の変化に比べ静水深の変化により周期が変化するといえる．また，a/hが0.1の場
合の周期に比べa/hが0.8の場合の周期を比べると，静水深をパラメータとした場合，周期は8割以上変化す
る． 
 
図-6.2.1 座標系の定義 
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図-6.2.2 静水深を変化させた際の孤立波理論より得られた水位の時刻歴波形の比較 
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図-6.2.3 波高を変化させた際の孤立波理論より得られた水位の時刻歴波形の比較 
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図-6.2.4 a/hと周期の関係の比較 
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 直壁に津波が作用する場合，直壁側面に作用する圧力は津波先端の衝撃的な圧力を除けば一般的には直
壁前面の波高の静水圧に近似する．しかし，橋桁のような構造物の上下面を津波が通過するような場合，
先に述べた静水圧の以外に，水粒子の運動速度によって生じる動圧も桁には作用していると考えられる．
そこで，ここでは周期の変化に伴い，流速がどの様に変化するかを把握するために，式(6.2.4)に示す，
Keulegan and pattersonのBoussinesq理論6.4)による水平方向の粒子速度を求め，流速と周期の関係について分
析した． 
孤立波の任意の点での水平方向の水粒子速度は以下の式より得られる． 
 
  

 

 


  3322 2
3
2
3
4
1
hh
Hzhh
hh
gu b           式(6.2.4) 
 
ここで，η：静水面からの水位，h：静水深，Hb：最大波高，z：静水深底面からの距離である． 
図-6.2.5に示すのは，津波周期と水平流速の関係を各ケースで比較した図である．同図の横軸は先述し
た津波周期，縦軸は式（6.2.4）より算出した水平流速である．なお，流速を算出した位置は，最大波高の
1/2の位置( z = η/ 2 )での流速である．まず，同図に示すように，水平流速はどのケースにおいても津波周
期が長くなるにつれ小さくなることがわかる．一方，津波周期が2s～4s以上になると，周期の変化に伴う
流速の変化は小さくなり，周期とは関係なく流速は概ね一定となる．また，同一の津波周期であっても，
波高や静水深が変わると流速も大きく異なることがわかる． 
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図-6.2.5 周期と作用力の関係の比較 
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6.3 津波周期と水平作用力の関係 
 
6.3.1 A2～A7ケースの分析 
ここでは，桁形状が同一である九州工大で行った実験（A2～A7）のうち，波高をパラメータとした静
水深が異なるケースに着目して，桁の作用力に及ぼす主要な津波諸量について分析する．なお，本節では
全て同一スケールの実験であるため，水位や作用力等はすべて模型スケールでの値で示すこととした． 
(1)波高と作用力の関係 
図-6.3.1 は入射津波の最大波高と桁の作用力の関係をプロットした図である．同図の色塗りのプロット
点は静水深が 35cm のケース（A5～A7），白塗りのプロット点は静水深 15cmのケース（A2～A4）である．
同図には静水深毎の近似直線を合せて示す．まず，同図(a)に示す水平作用力に着目すると，静水深 15cm
および静水深 35cm のケースともに最大波高 a に比例して水平作用力 Fx が増加している．しかし，静水
深 15cm と静水深 35cm のケースの近似直線の傾きを比較すると 1.2 倍異なることがわかる．特に，A4 と
A5 では波高が10cmとほぼ同一にも関わらず，静水深が小さいA4の方が作用力は大きい． 
図-6.3.2 は A4 と A5 のケースの水位および作用力の時刻歴波形を比較した図である．まず，両ケース
の津波の水位波形はほぼ同一の最大波高であるにも関わらず，周期が大きく異なっており，水面形は急勾
配である．水位波形から求めたA5 の周期T はT/4 で 0.60s，A5 に比べ静水深が浅いA4 はT/4 で 0.25s と
なり，静水深が浅いケースほど周期は短くなっている．これは先述した静水深をパラメータとした孤立波
の理論解からもわかるように A4 では A5 比べ a/h が大きくなることから周期は長くなる傾向と一致する．
一方，作用力は A5 に対して A4 は 1.2 倍大きく，津波周期との関係は，周期が短いほうが作用力は大き
い． 
静水深が同一で波高の増加，すなわち a/h の増加する場合，孤立波の理論解からもわかるように周期は
短くなる．一方，作用力は図-6.3.1 に示すように静水深毎で波高に比例して線形的に増加することから，
津波周期との関係は，周期が短くなることで作用力は増加することいえる． 
 以上より，津波周期は波高および静水深により変化し，津波周期に応じて桁の作用力も変化する． 
 
0 5 10 15 20 25
0
5
10
15
20
25
a (cm)
Fx
 (N
)
H=15cm(A2~A4)
A4
A5
Fx
 =1
.17
 a
Fx
 =0
.95
4 a
H=35cm(A5~A7)
 
図-6.3.1 波高と水平作用力の関係 
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図-6.3.2 A4，A5ケースの時刻歴波形の比較 
 
(2)周期と作用力の関係 
 津波による桁の作用力としては，衝撃力や静水圧・浮力，物体表面の直応力とせん断応力からなる流体
力などが挙げられるものの，これらを個別に求め桁の作用力として評価することは難しく，桁の作用力を
物理現象から逸脱することなく実用的にどのように評価するかが問題となる．前述したように，波高に比
例して作用力が変化することを踏まえると，波高に比例する静水圧が作用力を評価する指標の一つとして
考えられる．ここでは桁に作用する全ての力を，各作用方向に対して直角をなす面に生じる入射波高 a 
の静水圧相当の力( ρg (a‐Z )・A )との比αとして表すこととした．以下に示す式(6.3.1) は水平方向の作用
力比 α xである． 
 
 zag
AF hx
x  
/                                  式(6.3.1) 
 
ここで，α x：作用力比，Fx：桁の作用力，Ah：桁側面積，ρ：水の単位体積重量，g：重力加速度，a：入
射波高，z：静水面から桁中心位置までの距離である． 
図-6.3.3 はA2～A7 の各ケースの津波周期 T と入射波高 a の静水圧相当の力( ρg (a‐Z )・A )との比 α
（以降作用力比 α ）の関係をプロットした図である．α の値は式(6.3.1)に示すように，流速の影響は考慮
していないため，それに起因する流体力や衝撃力の大きさの違いにより増減する．まず，a と T の関係
は，静水深 15cm のケース（A2～A4）および静水深 35cm のケース（A5～A7）ともに，a の増加に伴い
T は短くなる傾向が見られる．次に，T と α の関係は，T が短くなることに伴い αは増加する傾向にあり，
静水深の違いを考慮せず全ケースのプロット点から最小二乗法により近似直線を求めた場合，水平方向の
近似直線の決定係数R2は 0.99となり，Tとα には高い相関があることがわかる． 
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以上より，周期 T と作用力比 α には高い相関があることから，周期を指標とすることで作用力に及ぼ
す静水深および波高がランダムに変化した場合においても作用力を評価できると考えられる．また，周期
T と作用力比 α の関係は，概ね周期 3s（実橋周期 21s）よりも短い周期帯では周期が短くなることに伴い
作用力比 α は線形的に増加することから，周期が短くなることにより静水圧相当より大きい衝撃的成分
が卓越する． 
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図-6.3.3 周期と作用力比の関係 
 
(3)流速および周期と作用力の関係 
 次に，図-6.3.4 は入射津波の最大波高と最大水平流速の関係をプロットした図である．同図に示すよう
に波高の増加に伴い水平流速は線形的に増加しており，図-6.3.1 に示す波高の増加に伴い線形的に作用力
が増加することを踏まえると，水平流速に比例して作用力が増加することがわかる．また，静水深の違い
により流速も変化している．以上より，波高や周期変化に伴う水平流速の変化が桁の作用力に及ぼす影響
について評価するために，ここでは津波流速から求めた流体力と作用力の関係について分析する．流体力
を表す式としては，章と同様のモリソン式から慣性力項を省いた流速の二乗に比例する式(5.4.1)を用いる
こととし，抗力係数については津波形状を考慮した係数の定式化までには至っていないため，ここでは津
波の波高や周期に関わらず式(5.4.2)の値を用いることとした． 
図-6.3.5 は横軸に周期 T，縦軸に流体力Fxcalに対する桁水平作用力Fxの比とし，各ケースの実験結果を
プロットした図である．Fxcal に用いた流速は桁と同一高さにおける入射津波の流速を用いている．同図よ
り，周期 T と Fx /Fxcalの関係は，T が長くなるにつれ増加する傾向がみられるものの，静水深の違いでそ
の傾向は大きく異なる．また，全ケースでFx /Fxcal の値は2以上であり，対象とした実験での周期帯では
作用力を過小評価する傾向がみられ実験結果を正しく評価できているとは言い難い． 
図-6.3.6 は横軸に水平流速を，縦軸に桁の作用力とし各ケースの実験結果をプロットした図である．同
図には，抗力係数 Cd の異なる流速と流体力の関係式より算出した曲線を合わせて示す．同図より，抗力
係数 Cdは 3～5 の間で大きくばらついており，流速の増加に伴い Cdは減少し風洞試験で得られた道路橋
示方書の提案値1.54に近似する傾向にあるものの，提案値に比べ2倍以上に大きくなる． 
以上より，少なくとも周期 3s（実橋周期 21s）よりも短い周期帯の津波が桁に作用する場合，式(5.4.1)
および式(5.4.2)から求めた流体力と津波周期の明確な相関関係はみられない． 
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図-6.3.4 波高と水平流速の関係 
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図-6.3.5 津波周期とFx/Fxcalの関係 
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図-6.3.6 水平流速と水平作用力の関係 
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6.3.2 他機関の実験結果を踏まえた分析 
ここでは，周期や桁形状が異なる他機関で行われた津波実験結果と本実験結果を踏まえて津波周期と
作用力の関係について分析する．なお，桁形状や実験スケールが異なる実験結果を比べることとなるが，
津波周期を実橋換算し，作用力を無次元量として比較しているため細かい桁の形状の違いによる桁周りの
流体特性の違い等を除けば同一条件として考えられる． 
図-6.3.7は，実橋換算した津波周期Tと水平方向の作用力比α x の関係をプロットした図である．同図
においてα x =1の場合，静水圧相当の力が桁には作用しており，1より大きい場合，静水圧相当の力以上
が桁に作用していることとなる．まず，同図に示すB2より周期の短いケースは，ほぼ周期が短くなるこ
とに比例して作用力比α xは増加し，その値は静水圧相当の力より大きいことがわかる．九州工大の実験
結果と同様に，周期が短くなるとより静水圧相当より大きい衝撃的成分が卓越する傾向は，多機関の実験
結果を含めても同様である．一方，比較的津波周期が長いB2では静水圧相当の力より幾分小さい．  
 
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
T (min)
A1～A7 （九州工大）
B1～B2 （四條ら）
C1 （有川ら）
B2
 x
 
図-6.3.7 津波周期と作用力比の関係 
 
 
次に，流体力と桁の作用力の関係について分析する．図-6.3.8に示すのは，実験より得られた作用力Fx
と流体力として評価した際の作用力 Fxcalとの比率 Fx /Fxcalと，津波周期との関係をプロットした図である．
A1～A7およびC1で用いた抗力係数Cd は式(5.4.2)よりそれぞれ1.54，1.3を用いており，B1～B2につい
ては対象橋梁模型を用いた風洞実験結果より得られた1.26を用いた．同図より，B2より周期の短いケー
スでは，Fx /Fxcal と周期Tの関係性はみられず，Fxcal に対してFxが2倍以上となるケースが多く，流体
力としての評価は難しいといえる．一方，流体力が支配的となる目安として同図に示す長周期波（T 
=15min）の本実験結果は，上述した水頭差による影響もあるもののFx /Fxcal の値は1.3であり，比較的周
期が長いB2ではほぼFx /Fxcal は 1程度あることから，B2のT =1.3min の津波においては流体力として作
用力を評価できると考えられる． 
図-6.3.9に示すのは，B2の作用力時刻歴波形 6.2)および着目時刻での津波作用状況を表した図である．
同図(a)の時刻歴波形において水平作用力（図中水平波力）は(c)点の時刻で最大となり，その後(d)点の時
刻を準定常状態となる．同図(b)の写真は，同図(a)における (c)点および(d)点の時刻における桁への津波作
用状況である．まず，同図の時刻歴波形より，水平作用力の最大値である図中(c)点と，準定常状態であ
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る図中(d)点の時刻では作用力はほぼ同一であり，段波波力と持続波力がほぼ同様であることが分かる．
また，図-6.3.8に示すB2のケースのα xが 1以下であることについては，図中(c)点での津波作用状況から
わかるように，桁上流側の側面にも水位上昇がみられ，桁上流側の側面には津波進行方向と逆向きの力が
作用していた可能性が考えられる．このことをふまえると，桁下流側の側面で最低静水圧相当の圧力が作
用していたとしても，α x の値は1以下となる場合もあると考えられる．一方，準定常状態となる(d)点に
おける津波作用状況は，第5章の長周期波実験における津波作用状況と比較的近く，津波状況からも，準
定常状態の津波が作用していることがわかる． 
以上より，津波に対する橋桁の水平作用力は津波周期が概ね1min 程度より短い場合，衝撃的な段波波
力が卓越し，津波周期が1min 程度より長い場合，持続波力が卓越すると考えられる． 
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図-6.3.8 津波周期と流体力とした評価した際の桁の作用力の関係 
 
 
  
    (a) 時刻歴波形                (b) 津波作用状況 
図-6.3.9 B2の実験結果6.2) 
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6.4 津波周期と鉛直作用力の関係 
 
6.4.1 A2～A7ケースの分析 
ここでは，水平作用力と同様に桁形状が同一である九州工大で行ったA2～A7 ケースを代表として津波
周期と作用力の関係について分析する．図-6.4.1 は入射波高と桁の作用力の関係を示す．水平作用力と同
様に鉛直作用力も波高に比例して作用力が増加する傾向がみられ，また，A4 および A5 ケースではほぼ
同一波高にも関わらず作用力が 1.2 倍異なる．次に，水平作用力同様に桁の作用力を桁底面積で除すこと
で桁底面積に作用する圧力 Fz / Av に換算し，これを入射波高による桁底面に作用する静水圧相当の圧力
ρg (a‐z )で無次元化した値 α zを用いて津波周期と桁の作用力の関係性を評価する．ここで z は静水面か
ら桁底面までの距離である．図-6.4.2 は津波周期と無次元作用力 α の関係をプロットした図である．同図
より，鉛直方向の作用力比 α z は津波周期が短くなるにつれ線形的に増加する傾向が見られ，水平方向と
同様の傾向である． 
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図-6.4.1 波高と水平作用力の関係 
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図-6.4.2 周期と作用力比の関係 
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6.4.2 他機関の実験結果を踏まえた分析 
 ここでは，周期や桁形状が異なる多機関で行われた津波実験結果と本実験結果を踏まえて津波周期と作
用力の関係について分析する．図-6.4.3は，実橋換算した津波周期Tと鉛直方向の作用力比α zの関係を
プロットした図である．同図より，C1の実験結果における周期より短い周期のケースでは，ほぼ周期が
短くなることに比例してα zは増加する．一方，B2より周期が長くなると，流体力が支配的となる長周期
波（T =15min）の実験結果である0.2程度の値に漸近することがわかる．しかし，前章で述べたように長
周期波実験の鉛直作用力は浮力が支配的であり，桁形状等によりこの値は変化する．そのため，作用力の
目安として浮力との比率に着目する．図-6.4.4は津波周期Tと作用力Fzを桁の体積から求めた浮力Uで
割った数値との関係をプロットした図である．Fz / Uが 1の場合，鉛直作用力は浮力相当であり，1より
小さい場合は鉛直上向きに作用する浮力に対して鉛直下向きに波力が生じていることを示している．なお，
長周期波の実験結果を除く全ケースは鉛直作用力最大時の主たる被圧面は桁下面であり（図-6.3.9におけ
る(c)点時の状態），床版上面からの作用力は非常に小さい．同図よりB2より周期の短いケースのFz / U
の値は最大で3以上となるケースがあり，殆どケースで 1以上であることから，FzはUよりも大きく，
比較的周期の長いB2や長周期波では，Fz / Uの値は1以下であることからFzはUより小さいかもしくは
U以外に下向きの力が作用していることが分かる． 
図-6.4.5 は図-6.3.9(a)の時刻歴波形において上向きの鉛直作用力(図中鉛直波力)が最大となる時刻(b)点，
その後準定常状態となる時刻(d)点における桁への津波作用状況 6.2)である．同図より，桁の作用力と津波
作用状況の関係を確認すると，上向きの鉛直作用力が最大となる(b)点における津波作用状況は，桁模型
高欄を津波が越流する直前であり，その後，(b)点における津波作用状況は，高欄を越流し水面形から推
測するに下降流が生じ下向きに力が作用していたと推測される．すなわち，水面と桁下面が衝突すること
で上向きの力が作用するものの，その力は浮力よりも小さく，更に水位が上昇した際には浮力よりも大き
い下降流により桁上面に向かって作用する力が生じるため，準定常状態では上向きの作用力は生じないと
考えられる． 
以上より，津波に対する橋桁の鉛直作用力は津波周期が概ね 1min 程度より短い場合，浮力よりも大き
い波力が卓越し，津波周期が 1min 程度より長い場合，上向きには浮力程度の作用力が卓越すると考えら
れる．また，今後 0.5min 以上の比較的周期の長い津波を対象とした実験データの蓄積により，段波波力
と持続波力の判定の指標となると考えられる． 
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図-6.4.3 津波周期と作用力比の関係 
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図-6.4.4 津波周期とFz/Uの関係 
 
 
 (b) 上向きの鉛直作用力最大時             (b) 準定常状態時 
図-6.4.5 B2の実験の津波作用状況6.2) 
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6.5 まとめ 
 
 本章では津波周期と桁の津波作用力の関係を把握することを目的に，既往の津波周期の異なる孤立波を
対象とした研究成果と本実験結果を用いて橋桁の作用力を比較することで，段波波力と持続波力の相関関
係について分析を行い，桁の作用力評価式に関する検討を行った．以下に，得られた知見を示す． 
 
(1) 九州工大で行った短周期の津波を対象とした孤立波実験結果のうち，静水深hが異なり波高aは同一
のケースに対して，水位波形をもとにした周期と桁の作用力を比較した結果，a/hが小さくなるほど
周期は短くなり作用力は増加した．また，波高aが異なり静水深hは同一のケースの周期と桁の作用
力を比較した結果も同様であった．このことから，津波周期は波高および静水深により変化し，そ
の津波周期の変化に応じて桁の作用力も変化することが明らかとなった． 
 
(2) 九州工大で行った短周期の津波を対象とした孤立波実験結果から，津波周期と入射波高の静水圧相
当の圧力で無次元化した作用力（作用力比）の関係は，水平作用力については最も周期の長いケー
スにおいても作用力比は1以上であり，周期が短くなることに伴い作用力比は線形的に増加すること
から，津波周期が短くなることにより桁には静水圧相当より大きい衝撃的成分の力が生じることが
明らかとなった．一方，鉛直作用力については作用力比が1を上回ることはないが，周期が短くなる
ことに伴い作用力比が線形的に増加することは水平作用力と同様であった． 
 
(3) 多機関の孤立波実験および長周期波実験を含めて津波周期が桁の作用力特性に及ぼす影響を分析し
た結果，水平作用力は津波周期が1min以内の実験結果においては作用力比は1以上となり段波波力が
支配的となり，1min以上の実験結果においては流速を用いたモリソン式により評価が可能であるこ
とから持続波力が支配的となることが明らかとなった．よって，周期が1min以内の津波に対しては
衝撃的な作用力を考慮する必要がある． 
 
(4) 同様に津波周期が鉛直作用力特性に及ぼす影響を分析した結果，津波周期が1min以内の実験結果に
おいては桁の浮力に対して3倍以上の上向きの力が作用し，1min以上においては最大でも浮力程度の
上向きの力が作用する．よって，周期が1min以内の津波に対しては津波波面の衝突を考慮した作用
力を考慮する必要があり，1min以上の津波に対しては桁の浮力を考慮する必要がある． 
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第７章 橋梁を対象とした津波作用力の簡易的評価手法に関する検討 
 
7.1 上部構造を対象とした津波作用力の評価式 
 
 ここでは，第3章から第5章の津波実験および多機関の実験結果をふまえて，短周期および長周期の津波
が桁に作用した際の津波作用力評価方法について分析を行う． 
 
7.1.1 段波を代表とする短周期波を対象とした評価式 
（1）概要 
表-7.1.1は，評価に用いた他機関における短周期波を対象とした津波実験の概要の一覧である．対象と
した実験は数値データが入手できた実験もしくは論文からデータが確認ができた実験とし，砕波段波を対
象とした庄司ら7.1)の実験，段波を対象とし種々の桁模型に対して行った中尾ら7.2)の実験，水平版を対象と
した荒木ら7.3)の実験，入射津波の波高および流速をパラメータした林ら7.4)の実験，入射津波の波面勾配を
パラメータとした四條ら7.5)の実験，1/10スケールの大規模桁模型を用いた有川ら7.6)の実験，比較的長周期
の津波を対象とした中村ら7.7)の実験を対象とした．これらの実験は実験毎に波高計測位置は異なるものの，
ここでの整理方法としては津波の波高は桁模型があることによる反射の影響による波高の増幅は小さいと
考え，桁の有無に関わらず桁前面もしくは桁位置での水位の最大値を用いた．また，実験毎に桁模型の形
状は異なるものの，桁形状に伴う作用力の違いも含めた作用力で評価を行うこととした．なお，縮尺が異
なることによる寸法効果等の影響については，議論の余地は残るものの，本章で提案する評価式は無次元
量を基本としているため，実験結果の値をそのまま用いて整理を行っている． 
 
表-7.1.1 短周期波を対象とした津波実験一覧 
造波装置 波形状 模型形式 縮尺 静水深
1 庄司ら7.1) チャンバー式 段波 張出無6主桁 1/79.2
0,10,20,25,30
,35,40,45,50cm
2 中尾ら7.2) チャンバー式 段波
矩形
張出有2主桁
張出有4主桁
1/20 10cm
3 荒木ら7.3) ピストン型 孤立波 矩形 1/40-1/50 17~19cm
4 林ら7.4) ピストン型 孤立波 PC箱桁橋 1/50 20,25,40,50,55cm
5 四條ら7.5) ピストン型 孤立波,段波 PC箱桁橋 1/50,1/100 21,40cm
6 有川ら7.6) ピストン型 孤立波 張出有7主桁 1/10
133,143,153
,163,173cm
7 中村ら7.7) ピストン型
孤立波
(T=16s～32s) 張出有
4主桁 1/50 9cm
実験
No.
参考
文献
実験概要
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（2）水平方向の津波作用力の評価式 
前章では水平方向の桁の津波作用力に及ぼす主要なパラメータは「波高」，「桁位置」，「桁の被圧面
積」で有ることをパラメータ実験より明らかとした．これら作用力特性をふまえた水平方向の作用力特性
を表す実験結果の評価式を以下に示す． 
の場合　　　　　　　　　　
の場合　　　　　
5.0/9.1
/
5.0/3.1
/
42.0/


aZ
ga
AF
aZ
ga
AF
aZ
hx
hx


   式（7.1.1） 
 
ここに，Fx：水平方向の津波作用力，a：津波波高，Z：桁位置（静水面から桁中央までの距離），Ah：
桁側面積，ρ：水の単位体積重量，g：重力加速度である． 
図-7.1.1 は，各実験より得られた水平方向の無次元最大波圧の鉛直分布である．同図の横軸は無次元最
大波圧であり，分力計より得られた水平作用力 Fxを桁側面積 Ahで除すことで桁側面に作用する平均波圧
とし，桁横で計測された通過波の波高 a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の縦軸は，桁
中心位置 Z を通過波の波高 a で無次元化し，波高に対する相対的な桁位置を表している．図中には，式
（7.1.1），非砕波の津波を対象とした式（3.5.4）も併せて示す．なお，中塗のプロット点は非砕波，中抜
のプロット点は砕波する津波を対象とした実験である． 
図-7.1.1 より，まず，砕波が生じない津波（主に孤立波）を対象とした実験結果は，3 章で行った九州
工大の実験と鉛直方向の波圧分布はほぼ同様の傾向を示し，非砕波の津波を対象とした式（3.5.4）近傍に
プロットされている．次に，砕波する津波を対象とした実験結果は，ばらつきは大きいものの，式
（7.1.1）が概ね包括する範囲にプロットされている．また，砕波，非砕波の実験を含めたほぼ全ての短周
期波を対象とした実験結果は式（7.1.1）で包括できることがわかる．一方，式（7.1.1）を越える実験結果
は，庄司らの実験結果および四條らの実験結果である．図-7.1.2 に両実験で対象とした津波の形状を示す． 
 
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0
0.0
0.5
1.0
1.5
Fx /Ah /ρga
Z 
/ a
九州工大
中村ら
庄司ら
中尾ら
林ら
有川ら
荒木ら
四條ら
中塗：非砕波
中抜：砕波
式（7.1.1）
非砕波：
九州工大近似直線
 
図-7.1.1 多機関の実験結果との比較（水平作用力） 
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庄司らの実験結果のうち，式（7.1.1）を超過するケースの津波流速は実橋値で 13m/s であり，流速が非
常に速い津波であったため，衝撃的な作用力が非常に大きくなったと考えられる．また，庄司らが想定し
た津波形状は陸上を進行し，橋桁に衝突するようなドライベッド上を遡上する津波であり，非常に特殊な
場合である．また，四條らの実験においても式（7.1.1）を超過する砕波のケースは，津波流速が実橋値で
22m/s と流速が非常に速いことが特徴である． 
 以上より，多機関の実験結果を含めた短周期波を対象とした桁の水平方向の津波作用力の評価式として
は，式（7.1.1）を用いることで安全側の評価となる．一方，流速が速く陸上を遡上した後，橋桁に作用す
る様な津波に対しては，式（7.1.1）に対して更に大きな津波作用力が生じる可能性があるため留意が必要
である． 
 
 
(a) 庄司らの実験 7.1)              (b) 四條らの実験 7.5) 
図-7.1.2 式(7.1.1)を超過する実験の津波形状 
 
（3）鉛直方向の津波作用力の評価式 
前章では水平方向と同様に鉛直方向の桁の津波作用力に及ぼす主要なパラメータは「波高」，「桁位置」，
「桁の被圧面積」で有ることをパラメータ実験より明らかとした．これら作用力特性をふまえた鉛直方向
の作用力特性を表す実験結果の評価式を以下に示す． 
 
16.1/18.2/ 
ga
AFaz vz              式（7.1.2） 
 
ここに，Fz：鉛直方向の津波作用力，a：津波波高，z：桁位置（静水面から桁底面までの距離），Av：
桁底面積，ρ：水の単位体積重量，g：重力加速度である．なお，評価に用いた鉛直作用力は浮力も含んだ
計測値であるため，本評価式では別途，浮力を考慮する必要はない． 
図-7.1.3 は，各実験より得られた鉛直方向の無次元最大波圧の鉛直分布である．同図の横軸は無次元最
大波圧であり，分力計より得られた鉛直作用力 Fzを桁底面積 Avで除すことで桁底面に作用する平均波圧
とし，桁横で計測された通過波の波高 a の静水圧 ρga で無次元化した値を表している．同図の縦軸は，桁
底面位置 z を通過波の波高 a で無次元化し，波高に対する相対的な桁位置を表している．図中には，式
（7.1.2）も併せて示す． 
図-7.1.3 より，四條らの実験を除けば，殆ど砕波しない非砕波の津波に対する実験結果は式（7.1.2）の
直線状にプロットされており，砕波する津波に対する実験結果は式（7.1.2）に対して比較的小さい．式
（7.1.2）より大きい実験結果の特徴は図-7.1.4 に示すように，床版張出部が大きい PC 箱桁を用いた四條
らの実験（図-7.1.3 中[1]）や，平版で桁を模擬した荒木らの実験（図-7.1.3 中[2]），桁高に比べ桁幅が非
常に大きく各桁間に含まれる空気層の影響が懸念される九州工大の実験（図-7.1.3 中[3]）であり，桁形状
の違いで大きく実験値がばらついた可能性が考えられる．また，四條らの実験の内，横軸が 0.3～0.6 でば
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らついている実験では，同一波高の津波を対象とし，津波進行方向に桁位置を変化させ，桁に津波が衝突
する際の波面勾配をパラメータとした実験を行っており，その結果では，津波が作用する位置での水平流
速の変化に応じて鉛直作用力が変化しており，波面勾配による影響は小さいことが分かっている．このこ
とより，水平流速が鉛直作用力に及ぼす可能性も考えられる．なお，式（7.1.2）を超過する実験結果を包
括するような直線は，横軸のFz /Av /ρga の値が 0.9 となる点と，縦軸が式（7.1.2）と同様の 1.16 となる点
を結んだ直線となる．式（7.1.2）と同様に整理すれば，右辺の第一項の係数は-1.29 となり，第二項の係
数は1.16と同一となる． 
以上より，多機関の実験結果を含めた短周期波を対象とした桁の鉛直方向の津波作用力の評価式とし
ては，式（7.1.2）を用いることで種々の実験結果を近似した評価となる．一方，床版張出部が大きい桁や
桁高に対して桁幅が非常に大きい桁，また，水平方向の作用力同様に水平流速が速い津波に対しては，式
（7.1.2）に対して更に大きな津波作用力が生じる可能性があるため留意が必要である． 
 
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
0.0
0.5
1.0
1.5
Fz /Av /ρga
z /
 a
式（7.1.2）
[1]実験A
[2]実験B
[3]実験C
0.53 0.9
1.16
九州工大
中村ら
庄司ら
中尾ら
林ら
有川ら
荒木ら
四條ら
中塗：非砕波
中抜：砕波
 
図-7.1.3 多機関の実験結果との比較（鉛直作用力） 
 
 
(a) 荒木ら 7.3)                    (b) 四條ら 7.5) 
2.1B
 
(c) 九州工大・2.1B 
図-7.1.4 桁模型形状 
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（4）実橋に対する評価方法 
1）対象橋梁 
対象橋梁は，図-7.1.5，表-7.1.2 示す現行の道路橋示方書(平成 24 年 3 月)に準拠し設計された PC 単純
ポストテンション T 桁橋とし，津波襲来時の初期水位は T.P. +1.5m とした．なお，落橋防止装置は設置
されておらず，支承はレベル 2地震に対して設計されている． 
 
橋　長 = 37000
50
400
桁　長 = 36900 50
支間長 = 36100
10
58
4
10
58
4
19
00
63
94
22
90
19
00
63
94
22
90
400
T.P. +1.5m
T.P. +5.42m
T.P. +7.5m
= L
 
(a) 橋梁側面図 
 
5260
445 10510
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11400
225 5@1890＝9450 225
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アスファルト舗装
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(b) 上部構造断面図 
図-7.1.5 対象橋梁 
 
表-7.1.2 対象橋梁の諸元 
37.00m
10.51m
11.40m
形式 PC単純ポストテンションT桁橋
支承 固定可動式支承
形式 逆T式橋台
基礎形式 場所打ち杭φ1200
設計震度 kh=0.21
地域別補正係数 cz=0.7
B活荷重
道路橋示方書・同解説(平成24年3月)適用示方書
活荷重
上部構造
下部構造
設計水平震度
橋長
有効幅員
全幅員
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2）津波作用力の算出 
式（7.1.1）および式（7.1.2）より，圧力の積分値として作用力を算出すると水平作用力 Fx の評価式と
して式（7.1.3），および鉛直作用力Fzの評価式として式（7.1.4）が得られる． 
 
の場合　　　　　　　　　　　
の場合　　　　
5.0/9.1
5.0/)42.0/10.3(
2
1

 
aZAgaF
aZdZZagLF
hIx
Z
Z Ix


   式（7.1.3） 
 
vIz AzagF )18.2/53.0(                   式（7.1.4） 
 
ここに，L：桁長，Z1：静水面から桁底面までの距離，Z2：静水面から桁上面までの距離である． 
 まず，図-7.1.5 に示す対象橋梁上部構造に津波高さ 8m の短周期の津波が作用すると想定した際の，水
平方向の桁の津波作用力の評価方法について概説する．図-7.1.6 に津波高さと桁位置の関係および式
（7.1.3）に示す想定波圧分布および作用力の概念図を示す．表-7.1.3 には，津波作用力の算出に用いた諸
量および水平方向の桁の津波作用力の算出結果を示す．同図に示すように Z2および Z1位置での作用波圧
p の算出結果より，桁側面における波圧分布は台形分布となり，桁高さ方向に積分し橋長 L および水の単
位体積重量を掛けることで津波作用力を算出した． 
 
a I
=8
m
Z 1
=3
.9
2m Z 2
=6
.8
9m
p(Z2)
p(Z1)
Fx
1.
3a
I=
10
.4
m
1.9ρgaI  
図-7.1.6 津波作用条件と作用波圧分布（水平方向） 
 
表-7.1.3 計算諸量と作用力算出結果（水平方向） 
項目 記号 単位 水平方向
　津波高さ a I m 8
　静水面から桁上までの距離 Z 2 m 6.89
　静水面から桁下までの距離 Z 1 m 3.92
　単位体積重量 ρg N/m3 9,800
　桁幅 B m 11.4
　桁高 D m 2.97
　桁長 L m 36.9
　桁側面積 A h (=D×L ) m2 109.6
　桁上での波圧 p (Z 2) N/m2 82,273
　桁上での波圧 p (Z 1) N/m2 148,960
　津波作用力 F x kN 12,769  
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同様に，鉛直方向の桁の津波作用力の評価方法について概説する．図-7.1.7に津波高さと桁位置の関係
および式（7.1.4）に示す想定波圧分布および作用力の概念図を示す．表-7.1.4には，津波作用力の算出に
用いた諸量および鉛直方向の桁の津波作用力の算出結果を示す．同図に示すように z位置での作用波圧p
の算出結果より，桁底面における波圧分布は長方形分布となり，桁底面積Avおよび水の単位体積重量を
掛けることで津波作用力を算出した． 
 
a I
=8
m
z=
3.
92
m
p(z)
1.
16
a I
=9
.2
8m
Fz
0.53ρgaI
p(z)
 
図-7.1.7 津波作用条件と作用波圧分布（鉛直方向） 
 
表-7.1.4 計算諸量と作用力算出結果（鉛直方向） 
項目 記号 単位 鉛直方向
　津波高さ a I m 8
　静水面から桁下までの距離 z m 3.92
　単位体積重量 ρg N/m3 9,800
　桁幅 B m 11.4
　桁高 D m 2.97
　桁長 L m 36.9
　桁底面積 A v(=B ×L ) m2 420.66
　桁上での波圧 p (z ) N/m2 23,930
　津波作用力 F z kN 10,066  
 
3）津波作用力に対する支承の安全性の照査 
 次に，算出した津波作用力を用いて支承の安全性の照査を行う．支承は1支承上には6基設置されてお
り，レベル 2 地震に対して設計されている．なお，設計水平震度 khcは 0.4，鉛直上向きは-0.3Rdとして設
計荷重を算出している． 
 表-7.1.5 は，支承の地震時設計荷重と橋軸直角方向からの津波作用力を比較した表である．地震時の設
計荷重は 1600kN であるのに対して津波作用力は 6336kN となり，地震時に対して津波作用時は 4 倍作用
する荷重が大きいため，別途津波対策を講じる必要がある．一方，表-7.1.6 に示す鉛直方向上向きの地震
時設計荷重に対しては，津波作用時には上向きに作用するものの，地震時設計荷重を上回らないため，津
波対策の必要はない．なお，ここでは地震時の設計荷重と津波作用力を比較しているが，詳細には支承の
耐力を用いて支承の安全性を照査することとなる． 
 対象とした橋梁上部構造は PC 桁であることから死荷重が大きく，桁高が比較的高いことから水平方向
の津波作用力は大きくなる傾向がみられた． 
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表-7.1.5 支承の地震時設計荷重と津波作用力の比較（水平方向） 
項目 記号 単位 水平方向 備考
H < Fx/2
F x / 2 kN 6336
判定　（H＞Fx/2：OK） 設計荷重
超過
津波作用力が地震時の設計荷重を上回るた
め，支承の耐力を算出し，その耐力をも超過す
る場合は津波による対策を講じる必要がある
1支承線上の支承の設計荷重 H kN 1600
レベル2地震時の橋軸直角方向の設計荷重
(1支承線上6基)
津波作用力
 
 
表-7.1.6 支承の地震時設計荷重と津波作用力の比較（鉛直方向） 
項目 記号 単位 鉛直方向 備考
1支承線上の死荷重 Rd kN 4010
1支承線上の上向きの設計荷重 V kN -1210 -0.3Rd (1支承線上6基)
津波作用力 F z / 2 kN -5033 下向きを正とする
作用力の方向 Rd +F z / 2 kN -1023 上向き
V < Rd+Fz/2
判定　（V ＜ Rd+Fz/2：OK） 津波作用力が地震時の設計荷重を超過し
ないため津波対策の必要はないOK
 
 
7.1.2 長周期波を対象とした評価式 
（1）概要 
表-7.1.7は，評価に用いた他機関における長周期波を対象とした津波実験の概要の一覧である．対象と
した実験は数値データが入手できた実験もしくは論文からデータが確認ができた実験とし，長周期の孤立
波を対象とした四條ら7.5)の実験，定常流を対象とした有川ら7.6)の実験を対象とした．これらの実験内，四
條らの実験は同一の波高および流速の津波に対して桁位置を変化させた7ケースの実験，有川らの実験は
初期水位（桁位置）と定常流速を変化させた20ケースの実験を対象とした．なお，四條らの実験結果は，
流れがほぼ定常状態と時刻における作用力を抽出したものの，流速については最大値を用いている．また，
有川らの実験における桁の迎角を変化させたケースについては他の実験との比較が難しいため，評価は行
わなかった．九州工大で行われた実験については，第4章に示す全ての定常流実験を対象とし，長周期波
実験では第5章に示す実験の他に，張出形状の桁模型を用いた実験結果も対象とした． 
 
表-7.1.7 長周期波を対象とした津波実験一覧 
波形状 模型形式 縮尺
流速
(実橋換算値)*1
(m/s)
静水深
1 四條ら7.5) 長周期孤立波 PC箱桁橋 1/100
0.64
(6.4) 桁位置
2 有川ら7.6) 定常流 張出有7主桁 1/10
0.7~2.0
(2.2~6.3)
初期水位
(流速)*2
*1：実橋換算値の流速はFr相似より換算，*2：初期水位の位置により流速が変動
実験
No.
参考
文献
実験概要
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（2）水平方向の津波作用力の評価式 
前章では水平方向の桁の津波作用力に及ぼす主要なパラメータは「流速」，「桁の被圧面積」で有るこ
とをパラメータ実験より明らかとした．これら作用力特性をふまえた水平方向の作用力特性を表す実験結
果の評価式を以下に示す．式（7.1.5）は慣性力項を省略したモリソン式（抗力式）7.7)，式（7.1.6）は道路
橋示方書・同解説Ⅰ共通編 7.8)で提案されている抗力係数を求める式である． 
 
2
2
1
xhdx vACF             式（7.1.5） 
 

 
DB
DBDB
Cd /83.1
8/1/1.01.2
≦　　　　　　
≦　　　　
           式（7.1.6） 
 
ここに，Fx：水平方向の津波作用力， Cd：抗力係数，ρ：水の単位体積重量，vx：津波の水平流速，
Ah：桁模型の側面積，B：桁幅， D：桁高である．なお，式（7.1.6）より求めた抗力係数は，九州工大の
実験では1.54（標準桁），四條らの実験では1.73，有川らの実験では1.3となる． 
 図-7.1.8 に示すのは，各実験で得られた最大流速および定常流速を用いて式(7.1.5)から算出した水平作
用力 Fxcal と，分力計で計測した水平作用力 Fx を比較した図である．なお，有川の実験は模型スケールが
1/10と他の実験に比べ大きいため，ここでは横軸，縦軸ともに1/50倍し結果をプロットしている． 
図-7.1.8 より，流速をパラメータとしていない四條らの実験を除けば，九州工大および有川らの実験で
は，流速の二乗に比例して波力は増加し，Fx と Fxcal の関係は線形に増加することがわかる．また，評価
式のばらつきついても，概ね 2割程度であることがわかる． 
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*有川らの実験結果はFx(cal)×1/50
 
図-7.1.8 提案式から算出した水平波力と計測水平波力の比較 
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図-7.1.9は，各実験における水平流速とFx/Fxcal の関係を比較した図である．同図の水平流速は実橋換算
値である．同図より，Fx/Fxcal は水平流速の増加に伴い増加する傾向にあるものの，Fx/Fxcal ＝1となる直線
は全実験結果の概ね平均値であることがわかる．なお，四條らの実験において，別途，対象とした桁模型
の抗力係数（1.26）を風洞試験より求めておりその抗力係数を用いた場合，Fx/Fxcal の値は1近傍に分布す
る． 
以上より，多機関の実験結果を含めた長周期波を対象とした桁の水平方向の津波作用力の評価式とし
ては，式（7.1.5）および式（7.1.6）を用いることで種々の実験結果を近似した評価となる． 
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図-7.1.9 水平流速とFx/Fxcalの関係 
 
（3）鉛直方向の津波作用力の評価式 
 前章では鉛直方向の桁の津波作用力は桁の浮力が支配的であることをパラメータ実験より明らかとした．
これら作用力特性をふまえた鉛直方向の作用力特性を表す実験結果の評価式を以下に示す．鉛直方向の津
波作用力の評価式としては，流速や水面と桁位置の関係によって作用力は変化するものの，桁には浮力相
当の上向きの力が作用するとし式（7.1.7）を評価式とした． 
 
gVFz       式（7.1.7） 
 
ここで，Fz：鉛直方向の津波作用力，ρ：水の単位体積重量，g：重力加速度，V：橋桁の体積である． 
図-7.1.10 に示すのは，各実験の桁模型の浮力と各実験より得られた鉛直作用力の関係である．なお，
四條らの実験および有川らの実験で用いた桁模型は1種類のみであるため，浮力は全て同一である．また，
図中に示すFz =Uとなる直線が式（7.1.7）を表している． 
図-7.1.10 より，九州工大の実験結果は概ね Fz＝U となる直線近傍にプロットされており，その他の実
験結果も，式（7.1.7）で求めた鉛直作用力より小さいことがわかる．また，実験結果とのばらつきとして
は 2割程度であり，作用力を式（7.1.7）により評価が可能であるといえる． 
図-7.1.11 に示すのは，揚力係数と桁位置および水平流速の関係を比較した図である．揚力係数 Cl
（=2Fz’/ρv 2Av）は，鉛直作用力Fzから浮力Uを差し引いた鉛直波力Fz’および水平流速 vから求めた．同
図のClが 0 より小さい場合は浮力を差し引いた波力は下向きに生じ，0 以上の場合上向きに生じる事を表
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している．また，桁位置および流速は実橋換算値としている．まず，同図(a)に示す桁位置と Cl の関係は，
全ての実験において桁位置が水面付近では下向きの波力であり，桁位置と Cl の関係は水深が深くなるに
つれほぼ線形的に増加する．しかし，九州工大の実験を除けば揚力係数は0を上回ることはなく，鉛直作
用力は浮力以下である．九州工大の実験については，Clが 0 以上となる場合もあるものの，0 以上となる
ケースは水深が 10m 以上も桁が水没した状態である．次に，同図(b)に示す水平流速と Clの関係は，水平
流速が増加することで Cl は減少または一定となり，水平作用力のように水平流速の増加に伴い鉛直作用
力の増加する傾向はみられない．なお，東北地方太平洋沖地震津波における平均流速は 6m/s であり，そ
の流速におけるClはほぼ0である． 
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図-7.1.10 浮力と鉛直作用力の関係 
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    (a) 桁位置と揚力係数の関係         (b) 水平流速と揚力係数の関係 
図-7.1.11 揚力係数と桁位置および水平流速 
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（4）実橋に対する評価方法 
ここでは短周期波の津波作用力の算出例において対象とした PC 単純ポストテンションT 桁橋と同一の
橋梁を対象とし，図-7.1.12 に示すように，水位が津波作用時の静水面から 8m まで上昇し，水平流速が
6m/s である長周期の津波が作用すると想定した際の，桁の津波作用力の評価方法について概説する．表-
7.1.8 には，津波作用力の算出に用いた諸量および桁の津波作用力の算出結果を示す．同表に示すように，
水平方向の津波作用力は 3393kN，鉛直方向の津波作用力は 2784kN となり，想定する流速にもよるが短
周期波が作用した際の津波作用力に対して1/2程度小さい． 
表-7.1.9 は，支承の地震時設計荷重と橋軸直角方向からの津波作用力を比較した表であり，地震時の設
計荷重に対して僅かに津波作用力が上回る．一方，鉛直方向の津波作用力に対しては，死荷重を津波作用
力が上回らないため，津波作用時には常に下向きの作用力である．なお，表-7.1.9 に示す鉛直方向の作用
力算出に用いた断面積は桁のみであるが，桁下に空気が含まれているとして桁下が閉塞された状態におけ
る断面積から求めた場合の鉛直方向の津波作用力Fz /2は3860kNとなり，断面積を桁のみとして算出した
津波作用力と同様に，常に下向きの作用力である． 
 
8m
Fz
Fx
v=6m/s  
図-7.1.12 津波作用条件 
 
表-7.1.8 計算諸量と作用力算出結果 
項目 記号 単位 水平・鉛直方向
　津波流速 v m/s 6
　密度 ρ kg/m3 1,000
　重力加速度 g m/s2 9.8
　断面積 A m2 7.7
　桁幅 B m 11.4
　桁高 D m 2.97
　桁長 L m 36.9
　桁側面積 A h (=D ×L ) m2 109.6
　桁体積 V (=A ×L ) m3 284
　桁高桁幅比 B/D 3.84
　抗力係数 C d 1.72
　水平方向の津波作用力 F x kN 3,393
　鉛直方向の津波作用力 F z kN 2,784  
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表-7.1.9 支承の地震時設計荷重と津波作用力の比較（水平方向） 
項目 記号 単位 水平方向 備考
H < Fx/2
判定　（H＞Fx/2：OK）
津波作用力が地震時の設計荷重を上回るた
め，支承の耐力を算出し，その耐力をも超過す
る場合は津波対策の必要がある
設計荷重
超過
1支承線上の支承の設計荷重 H kN 1600
レベル2地震時の橋軸直角方向の設計荷重
(1支承線上6基)
津波作用力 F x / 2 kN 1697
 
 
表-7.1.10 支承の地震時設計荷重と津波作用力の比較（鉛直方向） 
項目 記号 単位 鉛直方向 備考
1支承線上の死荷重 Rd kN 4010
1支承線上の上向きの設計荷重 V kN -1210 -0.3Rd (1支承線上6基)
津波作用力 F z / 2 kN -1392 下向きを正とする
作用力の方向 Rd +F z / 2 kN 2618 下向き
V < Rd+Fz/2
判定　（V ＜ Rd+Fz/2：OK） 津波作用力が地震時の設計荷重を超過し
ないため津波対策の必要はないOK
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7.2 橋脚や橋台を対象とした津波作用力の評価式 
 
7.2.1 概要 
（1）概要 
橋台に作用する津波作用力の評価手法としては，建築構造物や港湾構造物を対象とした波力式の適用
が考えられる．既往の波力式は静水圧分布で近似し入射波の波高に対する構造物位置での波高の比率で評
価しており，概ねその比率は2~3である．一方，橋台は河川堤防に設置され，波源から押し寄せる津波は
河川を通過する津波と橋台側面に衝突する津波が混在し，橋台周辺部においては3次元的流れが生じる．
そのため，橋台に作用する津波作用力特性は，先に述べた水路幅方向に流れが変化しない2次元構造物を
対象とした津波作用力特性とは異なる可能性が考えられる．そのため，橋梁全体系を模擬した水理実験よ
り，橋台間(桁下空間)に津波が流入するような3次元水理模型実験を実施し，橋台に作用する波力および
波圧に関する検討を行い，既往の2次元直立構造物を対象とした波圧式に対する本実験結果から得られた
波圧特性を比較した．なお，対象とする津波は短周期波の孤立波とした． 
 
衝突する波
通過する波
廻り込む波
 
図-7.2.1 橋台に作用する津波の流れ概念図 
 
（2）実験内容と実験結果 
 本実験は，第3章で行った橋桁を対象とした孤立波実験と同様の長水路を用いた．図-7.2.2 (a)に橋台周
辺の側面図を，(b)に正面図を示す．対象とした橋台模型は橋台幅190mm，高さ232mmのアクリルで作成
し，造波版から見て左右に2つの橋台を設置した．これは，河川堤防が存在せず，直接橋台が擁壁と連続
している橋台にとって最も津波の影響を受けやすい状況を模擬している．なお橋台厚は，第3章における
橋桁を対象とした津波実験で用いた橋桁模型(桁幅190mm，橋長400mm)を水路幅中央に設置した際に，水
路幅800mmに橋台と橋桁が収まるよう片側213mmとした．模型スケールは1/50を想定しており，実橋では
橋長20m，橋台高11.6m程度となる単径間の橋を想定している． 
 
 
23
2
 
図-7.2.2 橋台模型と計測機器 
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 本実験のパラメータを図-7.2.3に示す．パラメータとしたのはH4波高計で計測された波高ahとし，波高
5cm～15cmまで2.5cmピッチで波高を変化させ，砕波が生じない最大波高16cmの計6ケースの実験を行っ
た．また，橋台天端を越流しないケースとして波高の異る3ケースの実験もあわせて行った．計測は図-
7.2.2 (b)に示すように，橋台底面に設置した分力計により水平方向と鉛直方向の反力を計測し，橋台側面
に高さ方向9つの圧力計を設置し，孤立波が作用した際の圧力を計測した． 
 
 
ケース名
波高
ah(cm)
静水深
H(cm)
水面から桁中心
までの距離Z/ah
越流の
有無
A1 5 29
A2 7.5 27.8
A3 10 26.5
A4 12.5 25.3
A5 15 24
A6 16 23.5
A7 5 1.4
A8 7.5 1.3
A9 10 1.2
0.5
17
有
無
 
図-7.2.3 実験ケース 
 
 図-7.2.4に代表例としてA3ケースにおける分力計の計測結果および圧力計の計測結果を積分し作用力と
して整理した結果を示す．同図(a)より，橋台に作用する波力の最大値は，水平波力が44.6N，上向きの鉛
直波力が6.7Nと鉛直作用力は非常に小さい．同図(b)より，橋台前面および背面に作用する波力を比較す
ると橋台前面に作用する波力Fxpfは全波力Fxpに対して支配的であり，橋台背面に作用する波力Fxpbは桁下
を通過した津波が橋台背面に周り込み津波進行方向と逆向きに作用するものの非常に小さい． 
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   (a) 分力計                  (b) 圧力計の積分値 
図-7.2.4 計測結果の時刻歴波形（A3） 
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 図-7.2.5に代表例としてA3ケースにおける橋台前面に設置した圧力計の計測結果を示す．同図には併せ
て橋台前面位置の計測した水位をもとに静水圧を仮定した場合の圧力分布を示す．まず，橋台前面に生じ
る圧力分布は，静水面より上側ではほぼ三角形分布となり，静水面より下側ではほぼ一定の値となること
がわかる．静水圧分布と比較すると，各着目時刻での圧力計測結果と水位計測結果から求めた静水圧はほ
ぼ一致することから，橋台のような三次元構造物においても橋台側面に作用する津波波圧は既往の静水圧
を基準とした無次元波圧の関数で評価が可能であることがわかる． 
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桁鉛直波力最大 (13.813s) 13.813s静水圧分布
水平波力最大時 (13.925s) 13.925s静水圧分布
 
図-7.2.5 実験ケース 
 
7.2.2 津波作用力の評価式 
ここでは，橋台側面に作用する圧力の計測結果をもとに水平方向に着目した実験結果の評価式を以下
に示す．また，波圧分布を図-7.2.6に示す． 
 
gap
a




1
*
                                  式(7.2.1) 
 
ここで，η*：静水面上の波圧作用高さ，α：水深係数（=1.6），a：入射津波の静水面上の高さ，p1：静
水面における波圧強度，β：波圧指数（=1.6），ρg：単位体積重量である． 
図-7.2.7 に示すのは，橋台側面に作用する波圧 p の計測結果を既往の直壁に対する評価方法と同様に入
射波高 a の静水圧 ρga で無次元波圧分布した鉛直方向の波圧分布を示す．同図には池野，朝倉らのソリト
ン分裂を生じない場合の津波の無次元波圧分布を示す．まず，本実験結果の無次元波圧分布は，β と α と
もに 1～1.6 の範囲に分布しており大きな違いは見られないものの，最も無次元波圧が大きいケースは越
流が生じないケースである．これは，橋台前面に堰き止められる流れが増加したためと考えられる． 
次に，既往の波圧算定式との比較を行う．まず，谷本らの波圧指数 β と水深係数 α はそれぞれ 2 と 3
であり，朝倉らの βと αはそれぞれ 3 である．本実験結果は全てのデータを包括する値としてここでは β
と α を 1.6 とし図中の実線で示すと，既往の波圧算定式と本実験結果では約 1/2 程度波圧が減少している．
実験条件の違いとしては，既往の研究では 2次元直壁構造物に対する実験であるのに対して，本実験は左
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右の橋台間が開口している3次元構造物であることが挙げられる．本実験における，橋台および橋桁が津
波高に占める面積の比率は約 50%であり，2 次元直壁構造物の場合に比べ津波の閉塞率は半分程度である
ことを踏まえると，橋台前面で堰き止められる流れが前述した橋台間の空間に流れることで，橋台前面波
高 η*が既往の実験結果に対して減少し，その結果 α が減少したと考えられる．また，本実験で対象とし
た橋梁は橋台にとって最も津波の影響を受けやすい状況を模擬しており，実際には護岸が存在することで
橋台側面に対する開口部の大きさは更に大きくなると考えられ，本実験結果から更に波圧は低減すると考
えられる． 
 
p1
a
*
（下流側） （上流側）
橋台
 
図-7.2.6 波圧分布 
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図-7.2.7 本提案式と既往の波圧式の比較 
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7.3 架橋位置に応じた簡易的な津波作用力の評価法 
 
7.3.1 基本事項 
対津波対策として重要なのは，地震が発生する前に被害を最小限に抑える対策を講じていくとともに，
津波により道路施設がどのように被災するかを適切に把握し評価することである．対津波対策を講じる上
では，まず非線形長波理論による平面2次元の津波伝播解析を行い，対象とする地域の広域の津波浸水状
況を把握することが一般的である．津波伝播解析は，浅水長波理論に基づく平面2次元計算で行われるこ
とが多く，波源域を含む広領域における津波の伝播・遡上の再現に適している．一方，VOF 法や粒子法
などの3次元的手法では，地形や街区形状を詳細に再現した対象地区の広域を3次元津波解析し，構造物
に作用する津波荷重を直接求める試み 7.9)もなされているが，平面 2 次元計算に比べて計算負荷が格段に
大きいため膨大な計算時間を要し，現状では実務レベルでこの手法を用いることは難しい． 
 ここでは，非線形長波理論による平面2次元の津波伝播解析に基づく標準的な桁断面の上部構造を対象
とした 1 次スクリーニング用の簡易的な津波作用力評価手法について述べる．なお，2 次スクリーニング
では，VOF 法や粒子法などの 3 次元的手法を用いて詳細に橋梁の安全性について検討する必要があり，
検討にあたっては，理論的な妥当性や実験等による検証等の適切な知見に基づいて，その適用性が確認さ
れた解析方法及び解析モデルを用いる必要がある． 
 津波作用力の算定方法については「防波堤の耐津波設計ガイドライン」7.10)に示される津波波力算定手
順を参考に橋梁上部構造対象用に再構築した．図-7.3.1に津波作用力の算定フローを示す． 
 
津波シミュレーションの実施
上部構造に水位が到達
検討なし津波作用力に対する上部構造の安全性の検討
上部構造に短周期波（段波波力）
が作用するとして検討
作用力評価式：式（7.1.1），式（7.1.2）
上部構造に長周期波（持続波力）
が作用するとして検討
作用力評価式：式（7.1.5）～式（7.1.7）
津波防護施設の有無
短周期波の発生の有無
YES NO
NO
YES
YES
NO
河川橋
NO
YES
 
図-7.3.1 橋梁上部構造に対する津波作用力の算定フロ  ー
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7.3.2 最大津波高さ 
 図-7.3.1に示す津波作用力の算定フロー中の上部構造に水位が到達するかの判定には，津波遡上伝播解
析より求めた最大津波高さamaxと桁位置の関係から判断することとなり，段波が作用する可能性がある場
合，作用力の評価式では入射波高 a I が条件として必要となる． 
「防波堤の耐津波設計ガイドライン」では，防波堤に作用する津波波力を求めるための津波高さの算
定にあたっては，防波堤を考慮した数値シミュレーションを行うことを原則としている．また，波力算定
に用いる入射津波高さは防波堤前面位置における津波高さ（基準水面からの高さ）の1/2を用いることと
している．ただし，これは反射の影響を含んでいることを踏まえた考え方であり，橋梁構造物は反射波の
影響は小さいと考えられるため，シュミレーションから得られた津波高さをそのまま用いることとした．
また，最大津波高さamaxと入射波高 a I は遡上伝播解析より得られた橋梁位置での水位波形から，図-7.3.2
に示すように定義した． 
 
最大津波高さamax
入射津波高さaI
最大津波高さamax
入射津波高さ
aI
津波襲来時の天文潮位
 
図-7.3.2 水位波形における津波高さの定義 
 
7.3.3 架橋位置と津波防護施設の関係 
 第2章で述べたように，架橋位置により津波形状は大きく異る．図-7.3.3に示すのは，東北地方太平洋
沖地震を含む既往の観測された津波の襲来状況を元に，橋梁の架橋位置と波形状の関係を整理した図であ
る． 
まず，パターン１は海岸線より海側に橋梁が位置し，防波堤等の津波防護施設が橋梁近傍（津波の進
行方向に対して海側）に無い場合である．その際，津波は浅海域で前傾化し，短周期波となり直接津波が
橋梁に作用することとなる．次に，パターン２はパターン１と同様の橋梁位置であるが，橋梁近傍に津波
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防護施設がある場合である．その際，津波は，まず津波防護施設に衝突し，短周期波は砕波し持続波とな
り橋梁に作用することとなる．最後に，パターン３は海岸線より陸側に橋梁が位置する場合である．一般
的にはパターン３は河川橋が主であり，津波防護施設の有無に関わらず河川や陸上を遡上する津波の場合，
既往の観測記録から水位が橋梁上部構造に作用する際の波形状は持続波であった．また，海岸線近傍で発
生した段波が河川を遡上する可能性も考えられが，遡上時の河川水位は数mであり段波の波高が発達する
ことは考えにくいため，通常，橋梁上部構造に作用せず桁下を通過すると考えられる．このことから，パ
ターン３に該当する対象橋梁が河川橋である場合や，パターン２に該当する橋梁近傍に津波防護施設があ
る場合は，持続波力が作用すると考え式（7.1.5）～式（7.1.7）を用いることとした．一方，パターン１の
様な直接短周期波が作用する可能性のある場合は，短周期波の発生の有無を判断し，発生の可能性がある
のであれば段波波力が作用すると考え式（7.1.1），式（7.1.2）を用いることとした． 
図-7.3.4に示すのは，図-7.3.3に示すパターン１とパターン３の橋梁架橋位置に該当する橋梁例である．
パターン１では，橋梁位置は海岸線に沿っており，津波防護施設が無いため，短周期波が直接橋梁に作用
する可能性がある．一方，パターン３では，橋梁近傍には水門や消波ブロックが設置されており，短周期
波が直接橋梁に作用する可能性は低い． 
 
 
図-7.3.3 想定される橋梁架橋位置と波形状の関係 
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図-7.3.4 パターン１～パターン３に該当する橋梁架橋位置の代表例 
 
7.3.4 段波の発生の有無 
（1）定性的評価 
 段波の発生は非線形効果により津波背後の高い水位が波頭に追いつくために波形が前傾化し，波頭の前
後での水位差が次第に大きくなることによるものである．そのため，津波が遠浅の海岸を伝播する場合や
河川を遡上する場合，水深が浅い状態が長い距離にわたって続くことで非線形効果が長時間にわたって作
用するため，津波の波頭が段波となりやすい 7.11)． 
谷本ら 7.12)は比較的浅い海岸が広く拡がる能代海岸（勾配 1/200）と，比較的急勾配の男鹿半島西岸
（勾配 1/50）の 2 つの海岸を略対象としたひずみなしの津波実験を行い，能代海岸のような緩勾配の海
岸に比較的周期の短い津波（周期8～10分）が襲来した場合，波形は著しく変形して段波状となり，周期
5～10 秒程度の短周期波となること確認している．一方，男鹿半島西岸のように比較的急勾配の海岸では．
顕著な段波とならず，重複波的であることが明らかとされた．また，「防波堤の耐津波設計ガイドライ
ン」では，波状段波の発生条件は波高水深比が 0.6 以上かつ海底勾配が 1/100 以下程度の遠浅である場合
として考えている（図-7.3.5）7.13)．波高水深比は砕波段波と波状段波（ソリトン分裂波）を区別する指標
であることをふまえると，段波の発生条件は海底勾配が 1/100 以下である場合と考えられる．よって，砕
波段波と波状段波を包括した短周期波の発生の有無は，前述したパターン１の橋梁架橋位置にあり，なお
かつ橋梁位置までの海底勾配が 1/100 以下である場合，短周期波が橋梁に作用すると考えられ，作用力と
しては式（7.1.1），式（7.1.2）による段波波力を用いることとした． 
 
 
 
(a) 海底勾配が1/100以上             (b) 海底勾配が1/100以下 
図-7.3.5 段波発生の概念図7.13) 
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（2）水位波形を用いた評価 
通常，津波伝播解析において海底での摩擦及び移流項を考慮した非線形長波理論（浅水理論）を用い
た場合，浅水変形に伴う段波を代表とする短周期波の再現は可能 7.14)である．しかし，現状，非線形長波
理論を用いることで必ずしも段波を再現できるとはいえず，段波の発生の有無については先述した定性的
評価から判断せざるをえない． 
しかし，近年，精度良く短周期波を再現できる数値計算モデルに関する研究事例が多く散見されてい
る．例えば，国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所では，太平洋など広い海域を伝播し，かつ局
所的に地形や構造物の影響を受けて変化する津波を高い精度で計算するために，静圧モデル(STOC-ML)
と非静圧モデル(STOC-IC)を組み合わせた津波伝播解析の数値計算モデル（高潮津波シミュレータ
STOC）を開発 7.15)し，その内，津波シミュレータのプログロラムを公開している．図-7.3.6 に示すのは，
東北地方太平洋沖地震による津波の再現解析例 7.16)である．同図に示す水位波形は第 2 章においても短周
期波の襲来が確認された久慈港の数値解析結果である．同図に示すように，静水圧モデルである STOC-
ML においても段波は再現できており，Navier-Stokes 方程式を用いた三次元モデルである STOC-IC にお
いては波状段波や砕波までも再現できており，短周期波を高い精度で再現できることがわかる． 
前述した STOC 等の短周期波の再現性が確認された数値計算モデルを用いた場合については，遡上伝
播解析で得られた水位波形から，津波周期を算出し，段波波力の評価式の適用の有無の判断が可能である．
例えば，図-7.3.6 における海岸線近傍の n1 位置での水位波形は，水位上昇開始位置から最大津波高さま
では数秒であり，明確に段波が襲来することの判断が可能である．第 6章での検討結果をふまえると，n1
位置での津波周期は 1min 以内であることから，橋梁が n1 位置にある場合，段波波力が作用すると考え
られ式（7.1.1），式（7.1.2）を用いることとなる． 
 
 
 
図-7.3.6 STOCによる短周期波の再現性7.16) 
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7.4 まとめ 
 
 ここでは，前章までの検討結果をふまえて，短周期および長周期の津波が桁に作用した際の津波作用力
評価方法について分析を行った．また，架橋位置での津波の周期特性に応じた津波作用力の簡易的な評価
手法を提案した．以下に，得られた知見を示す． 
 
(1) 多機関の実験結果を含めた短周期の津波を対象とした桁の水平方向の津波作用力の評価式としては，
式（7.1.1）を用いることで安全側の評価となる．一方，流速が速く陸上を遡上した後，橋桁に作用
する様な津波に対しては，式（7.1.1）に対して更に大きな津波作用力が生じる可能性があるため留
意が必要である．また，桁の鉛直方向の津波作用力の評価式としては，式（7.1.2）を用いることで
種々の実験結果を近似した評価となる．一方，床版張出部が大きい桁や桁高に対して桁幅が非常に
大きい桁や，水平方向の作用力同様に水平流速が速い津波に対しては，式（7.1.2）に対して更に大
きな津波作用力が生じる可能性があるため留意が必要である． 
 
(2) 多機関の実験結果を含めた長周期の津波を対象とした桁の水平方向の津波作用力の評価式としては，
式（7.1.5）および式（7.1.6）を用いることで種々の実験結果を近似した評価となる．また，桁の鉛
直方向の津波作用力の評価式としては，式（7.1.7）を用いることで種々の実験結果を安全側に評価
することとなる． 
 
(3) 「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に示される津波波力算定手順を参考に，橋梁上部構造対象用
に再構築した架橋位置での津波の周期特性に応じた津波作用力の簡易的な評価手法を提案した．特
に，架橋位置が海岸線沿いであり，架橋位置近傍に津波防護施設が無い場合で，かつ架橋位置まで
の海底勾配が1/100以上の遠浅の海岸である場合，短周期波が作用する可能性があるため式（7.1.1）
および式（7.1.2）に示す段波波力を考慮する必要があり，架橋位置までのより詳細な津波シミュレ
ーションが必要である． 
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第８章 結論 
 
本論文は，橋梁の対津波設計を行う上での津波作用力に関する下記の 3 項目の課題に対して，架橋位
置における既往の津波襲来状況を分析し，形状の異なる種々の津波を対象とした模型実験を実施すること
で津波作用力メカニズムを明らかにし，架橋位置と津波の周期特性の関係性を踏まえた合理的な津波作用
力の簡易的評価手法を構築することを目的として行った一連の研究成果をまとめたものである． 
 
【課題１】過去に河川や海岸線に襲来した津波を分析することで，架橋位置での津波形状を明確化する． 
【課題２】津波の周期特性が大きく異なる短周期波および長周期波を模擬した津波実験を行うことで，
津波周期が異なる津波に対する桁の作用力特性を明らかにする． 
【課題３】短周期および長周期の津波を対象とした津波実験結果から，周期特性に応じた津波作用力の
評価式を提案し，架橋位置での津波周期特性に応じた簡易的な津波作用力の評価手法を提案
する． 
 
第２章では，橋梁に作用する津波の水理特性を把握することを目的に，東北地方太平洋沖地震津波を
代表とする既往の津波の水位観測記録および撮影記録から，架橋位置と津波形状および津波周期の関係性
に着目した津波襲来状況に関する分析を行った．本研究の成果により以下の結論が得られた． 
(1) 東北地方太平洋沖地震以前の津波の襲来した状況を撮影した写真および映像資料から，海岸線では
様々な形態の津波がみられるものの，遠浅の海底地形を有する海岸に襲来した津波は段波になりや
すく，その津波は海岸線では短周期波となって襲来することが明らかとなった．また，海岸線より
内陸を遡上する津波は第一波目に段波を代表とする短周期波であるものの，その波高は低いため橋
桁の下方を通過し，その後に準定常的な持続波が遡上することが明らかとなった． 
(2) 東北地方太平洋沖地震津波の水位観測記録からは，沖合での津波周期は長周期成分に短周期成分が
含まれており，その津波は海岸線にむかうにつれ更に短周期化するものの，海岸線に設置された潮
位計の計測記録では長周期成分の津波しか観測されていなかった．潮位計の観測記録で短周期成分
が観測されていない要因としては，海岸線近傍に襲来した津波が防波堤等の津波防護施設に衝突す
ることや陸上に遡上することで短周期成分の津波が砕波したためと考えられることから，架橋位置
近傍に津波防護施設が有る場合，短周期の津波が作用する可能性は低い． 
(3) 東北地方太平洋沖地震津波の襲来した状況を撮影した写真および映像資料から，海岸線に襲来する
津波は沖合で段波状の短周期波であっても，防波堤の位置で砕け寄せ型に変化することや防潮堤の
位置で砕けた後に越流するなど，海岸線に到達して陸上を遡上する際には潮位計の観測記録同様に
明確な波高はなく徐々に水位が上昇する長周期の津波であった．一方，防波堤がない場合，陸上に
遡上する直前の海岸線沿いでは短周期の津波であったことから，防波堤等の港湾構造物が無い場合，
橋梁位置によっては短周期の津波が作用する可能性がある． 
(4) 一方，河川を遡上する津波は，先端部は高さ 2m 程度の段波状となっていたが，その先端部は桁には
直接作用せず桁下を通り抜け，その後，水位は 2 m/min 程度の上昇速度で緩やかに上昇し，続く準
定常流的な流れが桁に作用する．すなわち，桁を流出させるような橋梁上部構造に作用する津波の
形状は準定常的な持続波（長周期の津波）であったことが明らかとなった． 
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第３章では，短周期の津波が桁に作用した際の作用力特性を明らかにすることを目的に，短周期波で
ある段波の内，波状段波の一山目および砕波しない段波を，押し波初動の孤立波により模擬した津波を桁
模型に作用させ，桁模型に生じる作用力や圧力等を計測した．本実験のパラメータは桁模型に入射する津
波の波高，桁模型の形状および津波との衝突位置とし，短周期の津波が桁に作用した際の種々のパラメー
タが作用力特性に及ぼす影響について分析を行った．本研究の成果により以下の結論が得られた． 
(1) 標準的な桁に対して桁位置が波高の中央に位置した場合おける水平方向の津波作用力特性としては，
桁全体には下流側桁側面に津波が衝突することにより生じる力や，各内桁の凹部内に流入する水の
流れが圧縮されることにより生じる力，上流側桁側面から水位が上昇することで津波進行方向と逆
方向から生じる力が作用するものの，それぞれ異なる時刻で生じており，桁全体の作用力が最大と
なる時刻では下流側桁側面の作用力が9割以上を占める． 
(2) 一方，鉛直方向の津波作用力特性としては，桁に津波が衝突すると桁底面に台形分布の正圧力が作
用することで上向きの作用力が生じ，その後，桁下面の圧力が減少することで上向きの作用力は減
少する．さらに，桁を越流した水が床版上面に落下することで，床版上面から下向きの力が作用し
桁全体の作用力は下向きに転じる．よって，対津波対策で重要な上向きの作用力は桁下面から作用
する力が支配的である． 
(3) 波高を変化させた静水深が 15cm である 3 ケースおよび，静水深 35cm である 4 ケースのパラメータ
実験では，水平作用力および鉛直作用力は波高の増加に伴い線形比例して増加することが明らかと
なった． 
(4) 波高 a に対する相対的な桁位置 Z を表す Z/a を 0.1，0.5，0.8 と変化させた 3 ケースのパラメータ実
験における水平作用力は，桁位置が波高の頂点から静水面に近づくにつれて下流側桁側面に生じる
圧力は線形的に増加するものの，Z/a が 0.8 のような桁位置が波高頂点付近にある場合は内桁にも流
れが作用することや，Z/a が 0.1 のような桁位置が静水面付近にある場合には上流側桁側面に津波進
行方向と逆方向から生じる力が作用するため，桁の最大水平作用力は桁位置に関わらず概ね一定の
値を示すことが明らかとなった． 
(5) 一方，同様のパラメータ実験における上向きの鉛直作用力は，桁下面から作用する力が支配的であ
り，桁位置が波高の頂点から静水面に近づくにつれて桁下面から上向きに作用する力が線形的に増
加するため，同じ波高の津波に対して桁位置が静水面に近くなるにつれ桁の上向きの最大鉛直作用
力は増加することが明らかとなった． 
(6) 桁高および桁幅の形状を変化させた 6 ケースのパラメータ実験では，標準桁形状に対する被圧面積
の増加量と水平方向および鉛直方向の作用力の増加量が概ね一致したことから，水平作用力は桁高
もしくは桁側面積に線形比例し，上向きの鉛直作用力は桁幅もしくは桁底面積に線形比例すること
が明らかとなった． 
(7) パラメータ実験結果をふまえ既往の津波作用力の評価式の検証を行った結果，評価式に含まれ波高，
被圧面積はそれぞれ比例関係となっており，評価式の妥当性が確認された． 
 
第４章では，長周期の津波が桁に作用した際の作用力特性を明らかにすることを目的に，水位上昇お
よび流速の時間変化を伴わない準定常的な持続波となる状態を対象とし，回流装置を用いた定常流実験を
実施した．本実験のパラメータは定常流の水平流速，水面からの桁位置および桁形状とし，準定常的な持
続波が桁に作用した際の種々のパラメータが作用力特性に及ぼす影響について分析を行った．また，水位
上昇を模擬するために水位上昇速度と同一の速度で桁を降下させながら桁に定常流を作用させる実験を行
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った．本研究の成果により以下の結論が得られた． 
(1) 定常流速をパラメータとした実験結果より，定常流によって発生する桁の水平作用力は桁位置の水
平流速および道路橋示方書で提案されている抗力係数を用いてモリソン式による評価が可能である
ことが明らかとなった．一方，上向きの鉛直作用力は流速が遅い場合に，桁模型の体積から求めた
浮力程度が最も大きくなり，浮力が常時作用していると仮定した場合，流速の増加に伴い浮力以外
の下向きの作用力が増加する．これは，流速の増加に伴って越流高が増加することで，下降流が増
加し浮力以外の下向きの鉛直作用力が増加するためである． 
(2) 水面から桁模型の位置をパラメータとした実験結果より，水平作用力は桁模型位置に関わらず鉛直
方向の流速分布が概ね一定であるため，モリソン式を用いて評価が可能であることが明らかとなっ
た．一方，鉛直作用力は水面から桁位置までの距離の減少することで越流高が増加するため下降流
が増加し，下向きの鉛直作用力が増加する．一方，水深深部では下降流の影響が小さくなり，上向
きの鉛直作用力は浮力程度となる． 
(3) 桁幅，桁高をパラメータとした実験結果より，桁の水平作用力は桁幅および桁高の変化に応じた道
路橋示方書で提案されている算出式から求めた抗力係数を用いることで，モリソン式による評価が
可能であることが明らかとなった．一方，桁の上向きの鉛直作用力は桁形状によっては桁と床版に
囲まれた空間の気相の有無により浮力が変化することで，模型の体積から求めた浮力より大きい上
向きの力が生じる可能性があるものの，その力は最大でも浮力の 1.2 倍程度であることが明らかとな
った． 
(4) 水位上昇の影響を考慮した実験結果より，水位上昇速度が実橋換算値で 6m/min 程度の場合，桁の水
平作用力は定常流速に関係なくほぼ定常流実験結果と同一なることから，水位上昇が水平作用力に
及ぼす影響は小さいと考えられる．一方，桁の鉛直作用力は定常流実験結果に比べ水面付近に桁が
有る場合の下向きの作用力は 3～5 割減少し，水深深部に桁が有る場合の上向きの作用力は 3～5 割
増加するものの，上向きの鉛直作用力が最大となる桁位置は水深深部にある場合であり，ほぼ浮力
程度の作用力となることが明らかとなった． 
 
第５章では，津波周期と桁の津波作用力の関係を把握することを目的に，東北地方太平洋沖地震にお
いて沿岸部から海岸線に襲来した津波の周期成分を分析した結果に基づき，長周期の津波に着目した水理
実験を実施し，桁の津波作用力特性に関する分析を行った．本研究の成果により以下の結論が得られた． 
(1) 津波周期15minの長周期の津波を対象とした水理実験から，分力計により計測した水平作用力の時刻
歴波形には，津波先端部により生じる段波波力のような急峻な波形の変化はみられず，水位変動に
応じた準定常状態での持続波力が卓越することが明らかとなった． 
(2) 計測された水平作用力を桁位置の水平流速および道路橋示方書で提案されている抗力係数を用いて
モリソン式により評価した場合，作用力の計測値が10.3Nであったのに対して計算作用力は8.3Nと2
割ほど作用力を小さく評価する結果となった．これは，評価式では桁の下流側では上流側に比べ水
位が高いことによる水頭差を評価していないことから，作用力が評価式に比べ増加したと考えられ
る． 
(3) 同様の実験での橋桁の鉛直作用力は，水平作用力と同様に計測された鉛直作用力の時刻歴波形には
急峻な波形の変化はみられず，水位の増減に応じた作用力の波形であった．また，長周期の津波が
橋桁に作用した際の橋桁上・下面の発生圧力は，完全に水没し流れ状態にあるため，橋桁上下面に
作用する圧力は水面形から得られる静水圧相当であり，圧力積分値の釣り合いから橋桁には浮力程
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度の上向きの力が作用することが明らかとなった． 
(4) 長周期波実験結果と第4章で行った定常流実験結果を比較した結果，水平作用力は津波周期15min程
度の津波であれば定常流実験結果と同様の作用力特性となり，鉛直作用力について上向きの作用力
は長周期波実験結果の方が増加するものの，定常流実験結果の上向きの作用力の上限値である浮力
程度であり津波周期15min程度の長周期の津波であれば水位上昇の影響は小さいことが明らかとなっ
た． 
 
第６章では，津波周期と桁の津波作用力の関係を把握することを目的に，既往の津波周期の異なる孤
立波を対象とした研究成果と本実験結果を用いて桁の作用力を比較することで，段波波力と持続波力の相
関関係について分析を行い，桁の作用力評価式に関する検討を行った．以下に，得られた知見を示す． 
(1) 九州工大で行った短周期の津波を対象とした孤立波実験結果のうち，静水深hが異なり波高aは同一
のケースに対して，水位波形をもとにした周期と桁の作用力を比較した結果，a/hが小さくなるほど
周期は短くなり作用力は増加した．また，波高aが異なり静水深hは同一のケースの周期と桁の作用
力を比較した結果も同様であった．このことから，津波周期は波高および静水深により変化し，そ
の津波周期の変化に応じて桁の作用力も変化することが明らかとなった． 
(2) 九州工大で行った短周期の津波を対象とした孤立波実験結果から，津波周期と入射波高の静水圧相
当の圧力で無次元化した作用力（作用力比）の関係は，水平作用力については最も周期の長いケー
スにおいても作用力比は1以上であり，周期が短くなることに伴い作用力比は線形的に増加すること
から，津波周期が短くなることにより桁には静水圧相当より大きい衝撃的成分の力が生じることが
明らかとなった．一方，鉛直作用力については作用力比が1を上回ることはないが，周期が短くなる
ことに伴い作用力比が線形的に増加することは水平作用力と同様であった． 
(3) 多機関の孤立波実験および長周期波実験を含めて津波周期が桁の作用力特性に及ぼす影響を分析し
た結果，水平作用力は津波周期が1min以内の実験結果においては作用力比は1以上となり段波波力が
支配的となり，1min以上の実験結果においては流速を用いたモリソン式により評価が可能であるこ
とから持続波力が支配的となることが明らかとなった．よって，周期が1min以内の津波に対しては
衝撃的な作用力を考慮する必要がある． 
(4) 同様に津波周期が鉛直作用力特性に及ぼす影響を分析した結果，津波周期が1min以内の実験結果に
おいては桁の浮力に対して3倍以上の上向きの力が作用し，1min以上においては最大でも浮力程度の
上向きの力が作用する．よって，周期が1min以内の津波に対しては津波波面の衝突を考慮した作用
力を考慮する必要があり，1min以上の津波に対しては桁の浮力を考慮する必要がある． 
 
第７章では，前章までの検討結果をふまえて，短周期および長周期の津波が桁に作用した際の津波作
用力評価方法について分析を行った．また，架橋位置での津波の周期特性に応じた津波作用力の簡易的な
評価手法を提案した．以下に，結論を示す． 
(1) 多機関の実験結果を含めた短周期の津波を対象とした桁の水平方向の津波作用力の評価式としては，
式（7.1.1）を用いることで安全側の評価となる．一方，流速が速く陸上を遡上した後，橋桁に作用
する様な津波に対しては，式（7.1.1）に対して更に大きな津波作用力が生じる可能性があるため留
意が必要である．また，桁の鉛直方向の津波作用力の評価式としては，式（7.1.2）を用いることで
種々の実験結果を近似した評価となる．一方，床版張出部が大きい桁や桁高に対して桁幅が非常に
大きい桁や，水平方向の作用力同様に水平流速が速い津波に対しては，式（7.1.2）に対して更に大
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きな津波作用力が生じる可能性があるため留意が必要である． 
(2) 多機関の実験結果を含めた長周期の津波を対象とした桁の水平方向の津波作用力の評価式としては，
式（7.1.5）および式（7.1.6）を用いることで種々の実験結果を近似した評価となる．また，桁の鉛
直方向の津波作用力の評価式としては，式（7.1.7）を用いることで種々の実験結果を安全側に評価
することとなる． 
(3) 「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に示される津波波力算定手順を参考に，橋梁上部構造対象用
に再構築した架橋位置での津波の周期特性に応じた津波作用力の簡易的な評価手法を提案した．特
に，架橋位置が海岸線沿いであり，架橋位置近傍に津波防護施設が無い場合で，かつ架橋位置まで
の海底勾配が1/100以上の遠浅の海岸である場合，短周期波が作用する可能性があるため式（7.1.1）
および式（7.1.2）に示す段波波力を考慮する必要があり，架橋位置までのより詳細な津波シミュレ
ーションが必要である． 
 
 桁の津波作用力の簡易的な評価手法を要約すると，下記の全ての条件に該当する橋梁は短周期の津波が
作用する可能性があり，架橋位置までのより詳細な津波シミュレーションから下記に示す段波波力を津波
荷重として考慮する．該当しない場合は持続波力を津波荷重として考慮する． 
・津波シミュレーションより得られた津波高さから津波が桁に作用する可能性がある 
・河川橋ではない 
・架橋位置近傍に津波防護施設が無い 
・架橋位置までの海底勾配が1/100以上の遠浅の海岸である 
 
■段波波力 
[水平作用力]                  [鉛直作用力] 
の場合　　　　　　　　　
の場合　　
5.0/9.1
5.0/)42.0/10.3(
2
1

 
aZAgaF
aZdZZagLF
hx
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

      vz AzagF )18.2/53.0(    
  
Fx：水平方向の津波作用力，Fz：鉛直方向の津波作用力，a：津波波高，z：桁位置（静水面から桁底面までの距離），Z：桁 
位置（静水面から桁中央までの距離），Ah：桁側面積，Av：桁底面積，ρ：水の単位体積重量，g：重力加速度 
■持続波力 
[水平作用力]                  [鉛直作用力] 
2
2
1
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 

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 Fx：水平方向の津波作用力，Fz：鉛直方向の津波作用力，Cd：抗力係数，ρ：水の単位体積重量，vx：津波の水平流速，Ah： 
桁模型の側面積，B：桁幅， D：桁高，g：重力加速度，V：橋桁の体積 
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本研究によって，架橋位置に応じた襲来する津波特性の違いを明らかにし，その津波特性に応じた津
波実験結果から，桁の津波作用力特性を踏まえた短周期波および長周期波の評価式を提案し，架橋位置に
襲来する津波の周期特性に応じた津波作用力の簡易的な評価手法を提案することで，津波作用力の評価手
法の構築する上で有益な研究成果が得られたと考えている． 
今後は，桁の津波作用力について津波周期との更なる関係性を把握するために，津波周期が0.5min以上
の比較的周期の長い津波を対象とした研究データを蓄積し分析を行いたいと考えている．また，実験結果
を補完するためには解析的検討が重要であるが，桁の津波作用力に関する解析的な知見は実験的な知見に
比べ非常に少ないため，今後は数値解析を用いた津波作用力特性に関する検討を行いたいと考えている． 
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